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Ⅰ対象法科大学院の現況及び特徴 

１ 現況 

（１）法科大学院名 

横浜国立大学大学院国際社会科学研究科 

法曹実務専攻 

（２）所在地  神奈川県横浜市 

（３）学生数および教員数 

（平成 20年５月１日現在） 

     学生数：  153 名 

     教員数：専任 20 名（うち実務家 

教員６名） 

２ 特徴 

 法科大学院制度は、司法制度改革の一環として、

『理論的教育と実務的教育を架橋する』法曹養成

制度として設計されている。そして、その教育は

①『専門的資質能力の習得』と、『豊かな人間性の

涵養、向上』を図ること、②専門的な法知識の確

実な習得とともに、批判的・創造的な思考力、問

題解決に必要な法的分析能力や法的議論の能力を

育成すること、③『先端的な法領域』について基

本的な理解を得させるとともに、法曹としての責

任感や倫理観を涵養するよう努め、社会への貢献

を行う機会を提供しうるものとすることが求めら

れている。また、法曹およびそれを養成する法科

大学院の多様性の確保のため、『法学部以外の出身

者や社会人に広く門戸を開く』ことが要請されて

いる。 

 このような要請の下で、本学が法科大学院を設

置するにいたった背景、考え方および現状と特色

は次のようなものである。 

①本学には、法学部は設置されていない。しかし、

経済学部に経済法学科が置かれ、経済学と法学の

双方の基礎教育を行うことによっても、法曹を 40

名ほど養成し、法曹に必要な『専門的資質・能力

の育成でも成果』を上げてきた。その後、「法学の

大学院である国際経済法学研究科が設置」され、

企業法務や行政部門で『法務専門職業人』として

活躍する者や研究者の育成を 15 年にわたり行っ

ており、裁判官あるいは弁護士も輩出し、横浜国

立大学出身の法曹は、後進の指導を積極的に行っ

てきた。こうした実績の上に、＜学部のない法科

大学院＞という、ロースクールの趣旨に相応しい

法科大学院を設置した。 

②本学の大学院教育の実績は、『法学部出身でない

者や社会人に広く門戸』を開き、それを法務専門

職業人、法曹に育ててきたものである。それを背

景に門戸開放の実績を本学法科大学院も達成して

いる。開設前、全国の志願者の法学部出身者：非

法学部出身者の比率はほぼ１：１であり、他の多

くの法科大学院が法学部出身者に大きく傾斜した

設計をしたのに比して、逆に本学では、社会的使

命を考え、当初法学部出身者：非法学部出身者の

比率を４：６とすることを目標とし、平成 16年度

入試ではそれに近い実績を残し、非法学部出身者

に社会人を加えると 7割以上を達成した。その後

１、２年で全国の志願者の 8割近くが法学部出身

者と大きく変化したが、非法学部出身者や社会人

に十分配慮した入試を実施することにより、17年

度では非法学部出身者や社会人の比率がほぼ 5割、

18 年度以降 20 年度までは３～４割という結果を

示しており、＜他法科大学院よりもいっそう広い

門戸の開放＞を維持している。 

③本学法科大学院は、国際経済法学研究科が発展

した国際社会科学研究科の 1専攻として設置され、

経済学部の経済法学科は廃止されたため、教員は

「全員大学院専任」である。そのため、全専任教

員を原則的にはすべて大学院教育にあてることが

でき、しかも１学年 50 名の学生に対し専任教員

20 名（他に、平成 20 年５月１日現在長期海外研

修中であるが、９月に帰国予定の専任教員が１名

いる。）という「設置基準の 2倍程度の専任教員」

によって、＜充実した少人数教育＞を実施してい

る。 

④国際経済法学研究科および国際社会科学研究科

は、国際関係法専攻と経済関係法専攻という、国

際と経済に関連あるいは特化した法分野で構成さ

れていたため、基本法分野だけでなく、『先端・展

開的法分野での教育研究に実績』があり、法科大

学院に期待される先端的法領域の教育が他大学よ

り優位に提供でき、特に＜租税法務、国際企業法

務において充実＞した法科大学院となっている。 

⑤ 850 万人を擁する神奈川県において、弁護士会

から本学が地域の法曹養成の拠点になることが求

められている。そのため、＜横浜弁護士会の全面

的な協力＞が得られ、専任教員の派遣による実務

基礎科目を中心とした授業科目の充実、研究者教

員との協同による授業の実施だけでなく、会を上

げての教材開発のバックアップ、エクスターンシ

ップ学生の受け入れ、裁判所・検察庁等関連施設

の見学と討論などによって、『実務への架橋』と、

『法曹としての責任感、倫理観の涵養』とを、講

義科目教育とともに日常的に実現していく体制が

組まれている。こうした実績をもとに、平成 16

年度ないし 18年度においては、「法科大学院等専

門職大学院形成支援プログラム：実践的教育推進

プログラム」の１つとして「持続可能な実務教育

教材開発－『よこはまモデルの導入』－」により、



２ 

文部科学省より補助金の交付を受けて、民事系・

刑事系の教材開発を行い、成果をホームページに

公開し、さらにこれを発展させて、平成 19年度お

よび 20 年度の文部科学省専門職大学院等教育推

進プログラムとして「展開・先端科目を中心とし

た教材開発－地域弁護士会と連携して」が採択さ

れている。



横浜国立大学大学院国際社会学研究科法法曹実務専攻     

 3

Ⅱ 目的  

Ⅱ 目的 

１ 本学は、横浜の地にあり、その歴史と将来果たすべき役割とを踏まえて、「実践性」、

「先進性」、「開放性」、「国際性」に富んだ教育を理念としている。この大学としての教育

理念の下で、法科大学院（国際社会科学研究科法曹実務専攻）においては、それを、法科

大学院制度の４つの主旨、『実務への架橋』『専門的資質能力の習得』『先端的法領域の理

解』『非法学部出身者・社会人への門戸の開放』と結びつけるという特色の下で、複雑化

する社会に積極的に貢献できる、以下のような法曹を養成することを目的としている。そ

してこの目的を教育内容だけによってではなく教育体系および組織的連携を活用した体

制によって実現するこことしている。 

 【養成しようとする法曹像】①租税法務に強い法曹 ②国際企業法務に強い法曹③市民

密着型法曹 

２ まず、大学の理念と本学法科大学院の目的および実現の体制と法科大学院制度の主旨

との関連を具体的に見ると、「実践性」は、地域連携型法科大学院として、横浜弁護士会

との教育上の密接な連携によって、実現に努めることとしている。横浜弁護士会との連携

により、実務家専任教員、みなし専任教員、実務家非常勤講師の派遣について積極的な協

力を得るのみならず、ローヤリング、法律相談等のフィールド・ワークについては同弁護

士会による十分な協力の下での、「実践的」な教育の実施を可能とする。それは、『実務へ

の架橋』という法科大学院の制度主旨との関連でも「実践的」である。 

３ 「開放性」という面では、他の法科大学院に比べて一層、非法学部出身者や社会人に

も『広く門戸を開いた』法科大学院とする。それをこれまでの法律系大学院での教育の伝

統を継承することによって裏打ちする。（「Ⅰ対象法科大学院の現況及び特徴」の「２特徴」

を参照） 

４ 「国際性」、「先進性」に富んだ教育という面では、国際取引法分野などの先進的な国

際企業法務に関して視野の広い知見に富んだ法曹や、知的財産権法分野をはじめとする経

済活動に関連する先進法領域、とくに租税法務等の領域に専門的知識を有する『先端的』

な法曹の育成に努める。このとき、別の法律系専攻である国際関係法専攻との教育的連携

をも活用する。法曹の原点である市民密着型法曹の養成にあっても『実務の先端』を意識

した教育によって、競争の激化が予想される法曹界において先端に立つことのできる市民

密着型法曹を養成する。この点では横浜弁護士会との教育的連携が行われており、その実

績により、平成 16 年度ないし 18 年度においては、「法科大学院等専門職大学院形成支援

プログラム：実践的教育推進プログラム」の１つとして「持続可能な実務教育教材開発

－『横浜モデルの導入』－」により、文部科学省より補助金の交付を受けて、民事系・

刑事系の教材開発を行い、成果をホームページに公開したほか、これらをさらに発展さ

せて、平成 19 年度および 20 年度の文部科学省専門職大学院等教育推進プログラムとし

て「展開・先端科目を中心とした教材開発－地域弁護士会と連携して」が採択されてい

る。また、国際社会科学研究科の１専攻として、国際関係法専攻など他の法律系専攻に学

ぶ留学生である外国人法曹との大学生活および共通授業における日常的な交流によって、

「国際性」を高める環境を提供する。 
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５ さらに、法科大学院の主旨と本学法科大学院の目的および教育体系との関連を具体的

にみると、まず、すべての法曹に共通に必要な『法的資質・能力を育成』するためのカリ

キュラムとして、法曹養成の核となるコア科目群を設定し、法律基本科目群、法律実務基

礎科目群、総合演習科目群を置く。 

６ 次に、本学に特徴的な法曹を養成するため、展開・先端科目Ⅰ群・Ⅱ群を置き、展開・

先端科目Ⅰ群には、『先端的法領域』である租税法務と国際企業法務に関する科目を配置

し、展開・先端科目Ⅱ群には、市民密着型法務で『実務の先端』を中心に講じる科目を配

置する。Ⅰ群は、①租税法務に強い法曹、②国際企業法務に強い法曹を養成することを目

的とし、Ⅱ群は、③市民密着型法曹を養成することを目的とする。 

７ コア科目群に、法律実務基礎科目群とともに、研究者教員と実務家教員とが合同で行

うことにより、法理論と実務とを統合させ、法科大学院における法学教育を完成させる科

目群として、総合演習科目群を置いて、『実務への架橋』をいっそう実際的なものとする。 

８ 選択科目に、別の専攻において英語で開催される科目や留学生も含め共通に受講でき

る科目を加えて、その受講により「国際性」を高めることを可能とする。 

９ 非法学部出身者や社会人に『広く門戸を開く』ことから、第１年次の必修科目数を少

なめに設定し、円滑な履修の可能なカリキュラムを設定する。 
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Ⅲ 章ごとの自己評価  

 

第１章 教育目的  

 

 １ 基準ごとの分析 

 

 １－１ 教育目的 

 

 （基準１－１－１に係る状況） 

（基準に係る状況） 

本学に特色的な法曹、具体的には①租税法務に強い法曹②国際企業法務に強い法曹③

市民密着型法曹を養成するため、修得されるべき能力を、法曹に共通に必要とされる能

力と先端的な法曹としての能力とに整理して、以下のような工夫によりその修得を実現

する理論的かつ実践的な教育を体系的に行っている。 

具体的には、法曹としての実務に「必要な学識を習得」させるものとして法律基本科

目群とくに双方向型講義科目群を、その「応用能力を涵養」するものとして演習科目群

を、法律「実務の基礎的素養を涵養」するものとして実務基礎科目群を置いてカリキュ

ラム構成の基礎としている。それを踏まえて、総合演習科目群により、関連法分野の総

合的理解および理論と実務の統合的理解に到達させるよう創意工夫している。（【資料１

－１－１－１】開講科目一覧表参照） 

 法曹に必要な基本的学識を習得させるこれらの科目群をコア科目群と呼び、その授業

体系において、段階的学習方式をとり、基礎から応用へ、理論から実務への架橋が実効

的に行われるよう、組み立てられている。コア科目群により修得すべき、法曹に共通に

必要な法的資質・能力は、（イ）専門的な法知識、（ロ）柔軟で批判的創造的な法的思考

力、（ハ）説得・交渉能力、（ニ）法知識を文書作成など実務に反映させる能力、（ホ）法

曹としての倫理観と捉え、これを、第１段階「双方向型講義（法律基本科目）」、第２段

階「演習」、第３段階「発展的演習（法律実務基礎科目と総合演習科目）」という、着実

な段階的学習によって、体系的に修得させる。（【資料１－１－１－２】段階的学習・科

目群・修得される資質の対照表参照） 

以上の科目群とそれにより修得される学識・能力を支える科目群として専門的学識の

基礎となる基礎法学・隣接科目群を、それらの学識・能力を発展させ特徴のある法曹を

養成する科目群として展開・先端科目Ⅰ群・Ⅱ群を置いている。展開・先端科目Ⅰ群は、

租税法務・国際企業法務に関する科目を配置し、別の法律系専攻である国際関係法専攻

からの兼担教員が主として担当する。展開・先端科目Ⅱ群には、市民密着型法務に関す

る科目を配置し、横浜弁護士会の第一線の弁護士である兼任教員が主として担当する。

基準１－１－１  

各法科大学院においては、その創意をもって、将来の法曹としての実務に

必要な学識及びその応用能力並びに法律実務の基礎的素養を涵養するための

理論的かつ実践的な教育が体系的に実施され、その上で厳格な成績評価及び

修了認定が行われていること。  
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このことにより人的構成の面からも体系的な実施が図られているほか、研究者教員と実

務家教員が横浜弁護士会所属の中堅・若手の弁護士と共同して、展開・先端科目に関す

る教材開発に携わり、実際の教育にフィードバックしながら、学生の理解を深める努力

をしている（民事系・刑事系の法律基本科目に関する教材開発については、平成１６年

度ないし１８年度における「法科大学院等専門職大学院形成支援プログラム：実践的教

育推進プログラム」）（【資料１－１－１－３】法曹実務専攻ホームページ参照）。また、

展開・先端科目に関する教材開発については、【資料１－１－１－４】平成１９年度にお

ける「専門職大学院等教育推進プログラム」（平成１９年度選定分）の交付内定等につい

て参照）。 

こうした本学のカリキュラムの特色は、学生インタビューによれば、受験生段階でも

すでに広く知られており、特に展開・先端法分野を自己の専門領域とする法曹になろう

とする学生を集める誘因効果を持つことがわかっている（【資料１－１－１－５】『法学

教室』記事参照）。 

 成績評価も、各分野における教育内容・方法・試験問題の相互点検、分野間の情報交

換・協議、採点基準の設定・公表、成績分布の点検・公表などによって、厳格な性格を

保つよう設計され、実施されている。具体的には①各学期開始前および学期途中に行わ

れる教育内容・方法のＦＤを経て学期末試験問題を各法分野の教員間で試験実施前に点

検し、②全科目の成績分布を教員および学生に配布することにより、成績分布・到達度

の相互点検を行い、③司法試験委員の経験のある教員（川島、野村）を中心に司法試験

合格基準を参考とした到達度基準を策定し、これに基づき成績評価水準を点検するとい

う、厳格な制度を採っている。（詳細については、第４章の本文および資料参照） 

修了認定は、以上の段階的履修を基礎とする厳格な成績評価の蓄積と最終年次に置か

れる必修科目としての総合演習の単位取得を経て実施される。 
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資料１－１－１－１（１） 開講科目一覧表 

 

                 出典：平成 20 年度履修案内 Ｐ64-65 
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資料１－１－１－２ 段階的学習・科目群・修得される資質の対照表 

 段 階 的 学 習 ・ 科 目 群 ・ ・ 資 質 の 対 照 表  

学 習 レ ベ ル  第 １ 段 階  第 ２ 段 階  第 ３ 段 階  
法律基本科目   

科 目 群  
（ 履 修 単 位 数 ）  

双方向型講義科目  

 
（ 必 修 4 2 単 位 ）  

演習科目  

 
（ 必 修 1 4 単 位 ）

実務基礎科目  

 
 
（必修 13単位）  

総合演習科目  

 
 

（ 必 修 8単 位 ）  
年   次  ← ― ― １ 年  ― ― →  ← ― ― ― ― ―  ２ 年  ― ― ― ― ― →  ← ― ― ―  ３ 年  ― ― ― →  

 
 

修 得 さ れ る  
資   質  

      専  門  的  法  知  識  
                法  的  思  考  力  
                             説  得・交  渉  能  力  
                                  法  実  務  能  力  
                                  法  曹  倫  理  観  
                                        総  合  的  資  質  

出典：平成 20 年度履修案内 Ｐ69 

資料１－１－１－１（２） 開講科目一覧表 

                 出典：平成 20 年度履修案内 Ｐ66 
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資 料 １ － １ － １ － ３ （ １ ）  法曹実務専攻ホームページ 
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資 料 １ － １ － １ － ３ （ ２ ）  法曹実務専攻ホームページ 
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資 料 １ － １ － １ － ３ （ ３ ）  法曹実務専攻ホームページ 
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資 料 １ － １ － １ － ４  平成１９年度における「専門職大学院等教育推進プログラム」

（平成１９年度選定分）の交付内定等について 
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資 料 １ － １ － １ － ５ （ １ ）『 法 学 教 室 』  

 

               

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出 典 ：『 法 学 教 室 』 有 斐 閣  
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資 料 １ － １ － １ － ５ （ ２ ）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出 典 ：『 法 学 教 室 』 有 斐 閣  
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基準１－１－２  

各法科大学院の教育の理念、目的が明確に示されており、その内容が基準

１－１－１に適合していること。各法科大学院の養成しようとする法曹像に

適った教育が実施され、成果を上げていること。  

 

 （基準１－１－２に係る状況） 

（基準に係る状況） 

ＨＰ、パンフレット、学生募集要項（入学者選抜要項）において、本学法科大学院の

特色・目標、教育上の理念・目的、養成しようとする法曹像を明らかにするとともに、

それと関連付けて、開講科目の特色・位置づけおよび開講科目一覧を示し、内容の細部

については、履修案内においてシラバスを提示している。 

即ちまず、本学法科大学院の特色を①法学部をもたない、ロースクールの趣旨に相応

しい法科大学院、②他法科大学院よりもいっそう広く門戸を開く法科大学院、③教員（専

任も兼任も）全員大学院専任でかつ設置基準の２倍程度の専任教員による充実した少人

数教育の法科大学院、④租税法務・国際企業法務に関して充実した法科大学院、⑤横浜

弁護士会の全面的な協力を背景とした実務にも強い法科大学院と表記している（Ｉ「対

象法科大学院の現況及び特徴」）の「２特徴」参照）。ついで教育の理念・目標を、①本

学の「実践性」、「先進性」、「開放性」、「国際性」を基礎とし、②租税法務に強い法曹、

国際企業法務に強い法曹、市民密着型の法曹を、それぞれ養成することに置くことを明

らかにしている（Ⅱ「目的」参照）。それを具現化するため、法曹に共通に必要な法的

能力を修得させるコア科目群と、本学に特色的な法曹に必要な先端的な能力を修得させ

る展開・先端科目群を設置し、そのことを提示している。 

【別添資料Ｉ「法科大学院パンフレット」参照】 

 こうした本学のカリキュラムの特色は、前述のとおり、学生インタビューにより、受

験生段階でもすでに広く知られており、特に展開・先端法分野を自己の専門領域とする

法曹になろうとする学生を集める誘因効果を持つことがわかっている（【資料１－１－１

５】『法学教室』記事参照）。また、展開・先端科目に関する教材開発に当たっては、研

究者教員・実務家教員・横浜弁護士会が連携して研究を重ねており、この実績に基づき、

平成 19・20 年度の文部科学省専門職大学院等教育推進プログラムとして「展開・先端科

目を中心とした教材開発－地域弁護士会と連携して」が採択されている（【資料１－１－

１－４】平成 19 年度における「専門職大学院等教育推進プログラム」（平成 19 年度選定

分）の交付内定等について〔前出 12 ページ〕参照）。 

本学法科大学院を特徴付ける科目群としての展開・先端科目群を、Ⅰ、Ⅱに分け、Ⅰ

には本学他専攻の研究者教員による租税法務・国際企業法務と関連する応用法学科目群

を配置した上で、Ⅱには実務家教員を中心とした実践的科目を配置して、本学法科大学

院の養成しようとする法曹像に適合的な履修モデルを提示している（【資料１－１－２

－１】履修モデル参照）。 

また、広く門戸を開きはじめて法学を学ぶ学生も受け入れることから次のような工夫

をしている。①第一年次の必修科目数を少なめに設定して円滑な履修を可能にしている。
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②ディスカッション中心の演習科目への移行が容易となるよう、少人数討論形式の

Tutorial という名称のプレ演習科目を設置している。③夏期および冬春期休業中にも一

定の科目の履修を設定して前後学期を含む３年間の履修を合理的に配分している（【資

料１－１－２－１】履修モデル及び【資料１－１－２－２】年次配当表参照）。 

この教育の実績として、学生相談を担当するために組織された教員３名（うち１名は

実務家教員を含む）のチームによる、アカデミックアドバイスの結果（【別添資料Ⅱ】 

法曹実務専攻アカデミックアドバイス学生個人カード参照）、履修モデルに従った適切

な科目選択と履修がなされていることがわかる（詳細は【別添資料Ⅴ】平成 20 年度 LS

科目及び共通科目履修登録状況参照）。次に、3 年次生におけるいわゆる留年者の数が少

ないことがあげられる。これは少人数教育と個別指導体制の成果と考えられる（詳細は

第４章基準４－１－３の本文及び資料参照）。以上により、適切な履修を実現している

と判断される。 

【解釈指針１－１－２－１】との関係では、修了生のうち新司法試験に合格した数及

びその割合は資料に記載したとおり、平成 16 年度既修者については、11 名の入学者の

うち、旧司法試験を合格して退学した１名を除く 10 名の修了者のうち、１回目の受験

（平成 18 年度新司法試験）において５名が、２回目の受験において４名が合格してお

り、90％の合格率を達成することができた。しかし、平成 16 年度未修者及び平成 17 年

度既修者が受験した第２回の新司法試験の合格率は芳しいものではなかったので、在学

生に対して、新司法試験の合否結果と本学の成績との相関を説明する資料を配付し、学

習の目安を明らかにした（【別添資料Ⅲ】「法曹実務専攻新司法試験受験状況表」、「平成

１９年度新司法試験結果の分析と本専攻の取組について」及び「法曹実務専攻の成績と

新司法試験合格との相関について」参照）。 

なお、修了生のうち新司法試験の合格者に対しては、本学 OB の法曹（本学経済学部卒

業生及び独立大学院国際経済法学研究科修了生）によって構成される同窓会が、実務的

な進路指導等のバックアップを担当している（【資料１－１－２－３】『富丘会報』参照）。 
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資料１－１－２－１ 履修モデル 

 

 

                出典：平成 20 年度履修案内 Ｐ80-81
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資料１－１－２－２（１） 年次配当表（平成 20 年度入学者法学未修者） 

 

出 典 ： 平 成 20 年 度 履 修 案 内  Ｐ 78 
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資料１－１－２－２（２） 年次配当表（平成 19 年度入学者法学未修者・平成 20 年度

入学法学既修者） 

 

出 典 ： 平 成 20 年 度 履 修 案 内  Ｐ 91 
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資料１－１－２－３（１）『富丘会報』132 号 37 頁新司法試験合格祝賀会 

 

出典：『富丘会報』132 号 
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資料１－１－２－３（２）『富丘会報』132 号 新司法試験合格祝賀会 

 

 

出典『富丘会報』132 号Ｐ37 
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 ２ 優れた点及び改善を要する点等 

 

（１）優れた点 

①法科大学院の教育目的を、法科大学院制度の主旨だけでなく、本学の大学全体の教育   
理念とも関連づけて構成していること。 

②教育目的の設定が、沿革的かつ組織的な実績・裏付けの下でなされていること。 

③教育目的を実現するために、修得させるべき資質・能力を明確にするとともに、それ     
に相応しいカリキュラム構成とし、かつ、その実現過程を 3 年間の期間の中で明確に

して、科目配置にも結びつけていること。 

④「広く門戸を開く」という法科大学院制度の理念・目的を入試という受入段階だけで

なく、受入後の履修の段階にも反映していること。具体的には、第一に、はじめて法

学を勉強する学生にあっても円滑な履修が可能となるよう、第一年次の必修科目数を

少なめに設定していること。第二に、法学部以外の出身者にあってもディスカッショ

ンを中心とする演習科目への移行がスムーズに行えるよう、双方向型講義科目と演習

科目との間に、少人数討議形式の Tutorial という名称のプレ演習科目を設置している

こと。 

⑤法学部出身者を含めて「専門的資質能力の修得」という理念・目的を 3 年あるいは 2
年で達成することを現実的なものとするために、学期中の履修だけでなく、夏期休業

期間・冬春期休業期間中にも適切な科目を合理的に配置して、年間として修学期間を

通じて効率的な教育が可能となるように工夫していること。 

⑥「実務への架け橋」という理念・目的を実現するために、単に実務家による実務基礎

科目を置くにとどまらず、実務への架け橋を意識したまとめ科目として、総合演習科

目群の中に研究者教員と実務家教員の合同で行われる、理論と実務を統合する科目を

置いていること。 

⑦租税法務・国際企業法務という本学に特徴的な展開・先端科目として、研究者教員を

中心とした充実した教員によるⅠ群とともに、市民密着型法曹にとって特に必要な実

務感覚を育成できるよう、市民密着型法分野について実務的問題をも講じるⅡ群を置

き、実務家を中心として実施していること。そして、研究者教員と実務家教員とが密

接に共同して独自の教材を開発し、教育の実をあげるように工夫していること。 

 

（２）改善・検討または努力を続けるべき点 

 平成 16 年度未修者・平成 17 年度既修者が受験した第 2 回新司法試験の平均合格率が、

未修受験者の全国平均合格率とほぼ等しい状況であり、予測よりもあまり良くなかった

ことがあげられる。この点については、専任教員が司法制度改革や法科大学院制度の理

念を遵守しつつも、法曹養成機関として、新司法試験問題を分析し、それに応えられる

ような教育内容を工夫すべき課題であると認識している。 
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第２章 教育内容 

 

 １ 基準ごとの分析 

 

 ２－１ 教育内容 

 

基準２－１－１ 

教育課程が、理論的教育と実務的教育の架橋に留意しつつ、法曹としての

実務に必要な専門的な法知識、思考力、分析力、表現力等を修得させるとと

もに、豊かな人間性並びに法曹としての責任感及び倫理観を涵養するよう適

切に編成されていること。 

 

 （基準２－１－１に係る状況） 

（１）本学には、法科大学院開設前には経済学部に経済法学科という学科が存在し、学

部段階での法学教育を行ってきたが、法科大学院開設とともに同学科は廃止されたため、

本学法科大学院（法曹実務専攻）は基礎になる学部を有しない全国でもユニークな法科

大学院として存在している。また、本学法科大学院は、法学部出身者・非法学部出身者、

社会人・非社会人といった様々な経歴を問わず、広く人材を受け入れることを旨として

いる。したがって、本学法科大学院は特定の法学部における法学教育を念頭におかずに、

１から法律を学ぶ者にも対応しうるように教育課程を編成している（【資料２－１－１－

１】法科大学院案内参照）。もっとも、既に一定程度の法律知識を有する者を排斥してい

るわけではなく、そのような者に対しては、憲法、民法、刑法の試験を行うことにより

基礎的な法律知識を有していることが確認できれば、これらの科目に対応した法律基本

科目中の双方向型講義科目の履修を免除することにより、２年間で課程を修了する途を

開いている（【資料２－１－１－２】法学既修者参照）  
(２)以上のような一般的前提の下に、具体的には教育課程は次のように編成されている。 

 開講される科目は、コア科目群としての法律基本科目群、法律実務基礎科目群、総合

演習科目群と、本専攻の特色を有する科目群としての展開・先端科目Ⅰ群・Ⅱ群、及び、

それらの科目群の基礎を提供する科目群としての基礎法学・隣接科目群と Tutorial（小

集団学習指導）に分けられる。法律基本科目群に属する科目は、さらに、公法系科目、

民事系科目、刑事系科目に細分される。 

コア科目群たる法律基本科目群の科目は本専攻に所属する専任教員が担当する（ただ

し、行政法Ⅱ、民法Ⅰ、Ⅲ、民法Ⅴ、刑法Ⅱは非常勤講師が担当している）。総合演習科

目群は、実体法を専攻する研究者教員と手続法を専攻する研究者教員、研究者教員と実

務家教員といったように異なった背景を有する教員が合同で担当することにより、理論

の統合、理論と実務の統合を目指す法科大学院における法学教育を完成させる科目とし

て開設されるものである。展開・先端科目Ⅰ群には、本学法科大学院が養成を目指す法

曹に必要な租税法務と国際企業法務に関する科目を配置し、本学国際社会科学研究科内

のもうひとつの法律系専攻である国際関係法専攻からの兼担教員が主として担当する。

展開・先端科目Ⅱ群には、本学法科大学院が養成を目指すもうひとつの類型の法曹に必

要な市民密着に関する科目を配置し、横浜弁護士会の第一線の弁護士である兼任教員が
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主として担当する。基礎法学･隣接科目群の科目は、国際関係法専攻の兼担教員と兼任教

員が担当する。 

コア科目群では、段階的学習による、法曹に共通に必要な法的資質・能力の体系的修

得を目指す。この資質・能力は、（イ）専門的な法知識、（ロ）柔軟で批判的創造的な法

的思考力、（ハ）説得・交渉能力、（ニ）法知識を文書作成など実務に反映させる能力、

（ホ）法曹としての倫理観と捉えられうる能力、これを、第１段階「双方向型講義（法

律基本科目）」、第２段階「演習」、第３段階「発展的演習（法律実務基礎科目と総合演習

科目）」という、着実な段階的学習によって、体系的に修得させる。（各科目の具体的な

内容は、【別添資料Ⅳ】平成 20 年度履修案内 135 頁(Ⅷ。シラバス)参照）。 

その際、第３段階を実務への架橋と位置づけるとともに、法律実務基礎科目群だけで

なく総合演習科目群を設定し、一層確実な実務への架橋を図り、理論と実務の統合によ

る法科大学院教育の完成を目指している。実地教育の一環としての法律相談や模擬裁判

など実務への橋渡しとなる科目を、民事実務演習や刑事実務演習など教室で行なわれる

授業科目とともに配置し、法律実務基礎科目群として比較的多い単位数を設定している。 

この段階的学習と、科目群、年次、習得される資質の関係は、【資料１－１－１－２】

段階的学習・科目群・修得される資質の対照表［前出８ページ］のとおりである。年次

が進むにつれ、実務家教員の関与と実務的な視点が強まり、実務との架橋が十分に意識

される。基礎法学・隣接科目は、基本的に１年次を中心に履修する。展開･先端科目群Ⅰ・

Ⅱ群の科目は、１年次から３年次に履修し、年次が進むにつれ、より多く履修すること

が期待される。【解釈指針２－１－１－１】。 

  【資料２－１－１－３】法曹実務専攻履修細目、【資料２－１－１－４】法曹実務専攻

案内参照。 
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【資料２－１－１－１】法科大学院案内  

は じ め に 

 新しい法曹養成制度の中核をなす法科大学院においては、法曹人口の増大とともに、社

会のさまざまな分野で質の高い法的サービスを提供することができる法曹の養成が求め

られています。また、横浜国立大学は、実践性、先進性、開放性、国際性に富んだ教育を

理念とし、これまで、法学部を有しない法学教育・研究機関として、全国的にもユニーク

な法学教育を国際経済法学研究科や国際社会科学研究科において行ってきました。そのよ

うな横浜国立大学に設置された法科大学院・法曹実務専攻（以下「本専攻」といいます。）

は、この伝統を継承しつつ、上記のような社会的要請に応えるために、上記の大学の理念

に基づいた法曹実務教育を展開することとしています。 

 まず、実践性という観点からは、地域連携型法科大学院として、横浜弁護士会との教育

上の密接な連携を図り、実務家専任教員、みなし専任教員、実務家非常勤講師の派遣につ

いてのみならず、ローヤリング、法律相談等のフィールド・ワークについても同弁護士会

による十分な協力を得て、実践的な教育を実施する体制を整えています。大学と地域弁護

士会がこのような密接な教育的提携をとっていることは、日本の中でも極めて稀なケース

であり、地域連携型の法科大学院として特色あるものといえましょう。 

 社会のさまざまな分野での質の高い法的サービスを提供するという社会的要請や国際

性、開放性、先進性に富んだ教育という観点からは、視野の広い国際的な知見に富んだ法

曹実務家や経済活動に関連する法領域、とくに租税法務等の領域に専門的知識を有する法

曹実務家の育成に努めることを目標としています。 

 他方で、いわゆる法曹のうち、在野法曹としての弁護士は、自らの法的資質と良心に従

い、未成年者や高齢者などの法的弱者や一般市民の保護の役割を担う、法治国家における

重要な存在であることはいうまでもないところです。本専攻の目標の１つが、そのような

在野法曹として、刑事弁護や民事調停などの市民の法的需要に的確に応ずることのできる

専門家を養成することにもあることは当然のことです。 

 また、本専攻は、横浜国立大学の教育の開放性という理念の１つの現れとして、非法学

部出身者、法学部出身者そして法学既修者という多様な学生を受け入れることとしていま

す。本専攻は、このような法学知識について異なった基盤を有する多様な学生を受け入れ

つつ、カリキュラム上、教育指導上で手厚く、きめの細かい教育を行う体制をとることに

より、入学当初における法律的基盤の相違を克服できるように配慮し、教育していきます。

 この履修案内は、多様な学生が本専攻の教育目標に沿った法曹になるための勉学の手順

を示したものです。学生の皆さんが、これを熟読したうえで勉学に励まれることを希望し

ます。 

出典：平成 20 年度履修案内  
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【資料２－１－１－２】法学既修者  
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：平成 20 年度履修案内 Ｐ84 

(2)法学既修者  
 法学既修者と認定された者に関しても、卒業に必要な単位数は、その他の者に関して

と同様とする。  
 ただし、合格した科目に対応する授業科目に関しては、必要な単位数を修得したもの

とみなす（下記の表を参照のこと）。これにより、１年の在学期間の短縮が可能となる。 
 法学既修者と認定されるためには、入学前に行われた法学既修者認定試験に合格して

いなければならない。この試験の結果、全科目の試験科目に合格した者が法学既修者と

認定される。  

 試験科目 対応する授業科目  修得したものとみなす単

位数  
 憲 法   憲法Ⅰ・Ⅱ   計４単位  
 民 法   民法Ⅰ～民法Ⅶ   計14単位  
 刑 法  刑事法基礎、刑法Ⅰ・Ⅱ  計６単位  
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資料２－１－１－３（１） 法曹実務専攻履修細目  
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資料２－１－１－３（２） 法曹実務専攻履修細目  
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資料２－１－１－３（３） 法曹実務専攻履修細目  

出典：平成 20 年度履修案内 Ｐ69-74 
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資料２－１－１－４ 法曹実務専攻案内  

出典：平成２０年度学生募集要項（Ａ日程）Ｐ１２－１３  
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基準２－１－２ 

次の各号に掲げる授業科目が開設されていること。  
 （１）法律基本科目  

（憲法、行政法、民法、商法、民事訴訟法、刑法、刑事訴訟法に関す

る分野の科目をいう。）  
 （２）法律実務基礎科目  

（法曹としての技能及び責任その他の法律実務に関する基礎的な分

野の科目をいう。）  
 （３）基礎法学・隣接科目  
    （基礎法学に関する分野又は法学と関連を有する分野の科目をいう。）

 （４）展開・先端科目  
（応用的先端的な法領域に関する科目、その他の実定法に関する多

様な分野の科目であって、法律基本科目以外のものをいう。）  
 

 （基準２－１－２に係る状況） 

 （１）法律基本科目としては、双方向型講義科目として、憲法に関する科目２科目、

行政法２科目、民法に関する科目７科目、民事訴訟法１科目、商法に関する科目３科目、

刑法に関する科目３科目、刑事訴訟法１科目を開設している。これらの科目は、将来ど

のような法曹を目指すかに関係なく必要とされる基礎的な法律科目について基本的な

知識を身につけさせることを目的としており、そのような内容となっている。 

法律基本科目としては、そのほか、演習科目として、公法演習２科目（憲法中心の科

目と行政法中心の科目）、民法演習３科目、民事訴訟法演習、刑法演習を設けている。

これらは、双方向・多方向の議論により、双方向型講義科目により得られた知識を定着

させるとともに、その応用能力を涵養するための科目である。【解釈指針２－１－２－

１】 

（２）法律実務基礎科目としては、法律文献情報、法曹倫理Ⅰ・Ⅱ、民事実務演習、商

事法務演習、刑事実務演習、実務民事訴訟演習、実務刑事訴訟演習、ローヤリング、民

事模擬裁判、刑事模擬裁判、民事要件事実・事実認定論、English Legal Writing、法

律相談、裁判員制度と刑事訴訟の 15 科目を開設している。これらは法律基本科目を踏

まえた上での実務への導入教育となっている。これらの科目の多くは横浜弁護士会所属

の実務家専任教員によって担われている。なお、法律文献情報は、法科大学院における

教育を始めるにあたって必須の基礎的・技術的知識を与えるものとして、１年次の前学

期の冒頭に開講される（【資料２－１－２－１】法科大学院４月当初予定参照）。【解釈

指針２－１－２－２】 

（３）基礎法学・隣接科目としては、政治学、開発協力論、基礎法学、行政学、法医学、

アメリカ法、中国法、EU 法を開設している。これらの科目は、法科大学院で主として学

ぶ日本の実定法に関わる知識を相対化し、それを異なった角度から考察する視点の基礎

を与えることを目指すものである。【解釈指針２－１－２－３】 

（４）展開・先端科目はⅠ群とⅡ群に分けて開設される。本学法科大学院では租税法務、

国際企業法務に強い法曹と市民密着型の法曹の養成を目指しており、Ⅰ群には主として
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前者に関わる科目を、Ⅱ群には主として後者に関わる科目を配置している。 

具体的には、Ⅰ群には、租税法に関する科目を７科目、国際企業法務に関連した科目

として、国際法Ⅰ、国際法Ⅱ、国際経済法、国際私法総論、国際私法各論、国際取引法

を配置している。さらに、Ⅰ群には、知的財産法に関する科目を５科目、労働法に関す

る科目を２科目のほか、独占禁止法、環境法、社会保障法を配置している。これらの科

目の多くは、本学法科大学院と並ぶ本学国際社会科学研究科内のもう１つの法律系の専

攻である国際関係法専攻所属の兼担教員によって担われているほか、みなし専任、兼任

の実務家教員も相当数の科目を担当している。以上に対し、Ⅱ群には、専任教員が担当

する執行・保全法、倒産法Ⅰ、倒産法Ⅱ、司法書士が担当する実務登記法のほか、横浜

弁護士会所属の弁護士が兼任教員として担当する「実務ジェンダーと法」等の実務的な

科目６科目が配置されている。【解釈指針２－１－２－４】 

（５）本学法科大学院では、上級の演習科目は、法律基本科目としての演習科目とは別

建ての総合演習科目としている。ここには、公法総合演習、民事法総合演習、刑事法総

合演習Ⅰ、刑事法総合演習Ⅱが配置されており、いずれも実体法の研究者と訴訟法の研

究者、研究者教員と実務家教員といったように、異なった背景を有する教員が合同で担

当し、最終的な仕上げの教育にあたっている。そのほか、比較的早期の段階で発表能力

や議論の能力を高めるために Tutorial５科目を開設している（【資料１－１－２－２】

年次配当表〔前出 18-19 ペ－ジ〕参照）。 

（６）総合演習科目群に属する授業科目のうち、刑事法総合演習Ⅰは内容的には法律基

本科目に相当し、その他の総合演習科目群に属する授業科目は法律実務基礎科目に相当

する。また、Tutorial 群に属する５科目は内容的には法律基本科目に相当する。 

内容的に法律基本科目にあたる授業科目で履修細目上の法律基本科目群に配置され

ていないもの、内容的に法律実務基礎科目にあたる授業科目で履修細目上の法律実務基

礎科目群に配置されていないものは以上の授業科目だけである。【解釈指針２－１－２

－５】 

 【別紙様式１】開講授業科目一覧） 

【別添資料Ⅳ】平成 20 年度履修案内」P135(Ⅷシラバス) 
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資料２－１－２－１ 法科大学院４月当初予定  
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基準２－１－３ 

基準２－１－２の各号のすべてにわたって教育上の目的に応じて適当と認

められる単位数以上の授業科目が開設されているとともに、学生の授業科目の

履修が同基準各号のいずれかに過度に偏ることがないように配慮されている

こと。また、法科大学院の目的に照らして、必修科目、選択必修科目、選択科

目等の分類が適切に行われ、学生による段階的履修に資するよう各年次にわた

って適切に配当されていること。 

 

 （基準２－１－３に係る状況） 

（１）法律基本科目  
法律基本科目群では、公法系科目として、双方向型講義科目 8 単位（憲法Ⅰ、憲法Ⅱ、

行政法Ⅰ、行政法Ⅱ 各２単位）、演習科目４単位（公法演習Ⅰ、公法演習Ⅱ 各２単位）、

合計 12 単位分が開設されている。民事系科目として、双方向型講義科目 24 単位（民法

Ⅰ、民法Ⅱ、民法Ⅲ、民法Ⅳ、民法Ⅴ、民法Ⅵ、民法Ⅶ、民事訴訟法、商法Ⅰ、商法Ⅱ、

商法Ⅲ。民事訴訟法は 4 単位、その他は各 2 単位）、演習科目 8 単位（民法演習Ⅰ、民

法演習Ⅱ、民法演習Ⅲ、民事訴訟法演習。各 2 単位）、合計 32 単位分が開設されている。

刑事系科目として、双方向型講義科目 10 単位（刑事法基礎、刑法Ⅰ、刑法Ⅱ、刑事訴

訟法。刑事訴訟法は 4 単位、その他は各 2 単位）、演習科目２単位（刑法演習）、合計 12
単位分開講されている。  

総合演習科目群の中で、刑事法総合演習Ⅰ（2 単位）は内容的には法律基本科目に当

たる。  
以上をまとめると、公法系科目 12 単位、民事系科目 32 単位、刑事系科目 14 単位であ

り、合計 58 単位である。以上の科目はすべて必修科目である。【解釈指針２－１－３－

１】  
（２）法律実務基礎科目  

イ）法律実務基礎科目としては、まず、法曹倫理Ⅰ、法曹倫理Ⅱ（各 1 単位、いずれ

も必修科目）が開設されている。また、要件事実及び事実認定に関する基礎的な教育を

含む民事実務演習（２単位、必修科目。そのシラバスについては【資料２－１－３－１】

シラバス（民事実務演習）参照）、商事法務演習（２単位、必修科目）、実務民事訴訟演

習（1 単位、必修科目）が開設されている。なお、要件事実及び事実認定に関しては、

民事要件事実・事実認定論（2 単位、必修科目）でより詳しく学ぶ機会が設けられてい

る。事実認定に関する基礎的な教育を含む刑事訴訟実務の基礎に関しては、刑事実務演

習（２単位、必修科目）が開設されている。以上の合計単位数は 11 単位となる。  
法曹倫理Ⅰでは、法曹や法曹を利用する人々との交流等を通じて、法曹の果たしてい

る、あるいは果たすべき役割についての理解を深め、法曹の責任感・倫理観を涵養する

教育の第一歩としている。法曹倫理Ⅱでは、具体的ケースを題材とした議論を通じて、

法曹倫理が問題となる場面に関する知識の修得、法曹倫理に関する理解の深化に努めて

いる（例として法曹倫理Ⅱのシラバスを示す。【資料２－１－３－２】シラバス（法曹

倫理Ⅱ（法曹実務と懲戒事例の研究））参照）。  
ロ）法情報調査に関しては、1 年次の前学期にすべての科目に先立って開講される法
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律文献情報（２単位、必修科目）において十分な教育が行われている。法文書作成に関

しては独立の科目は設けられていないが、民事実務演習、刑事実務演習、実務民事訴訟

演習、民事法総合演習、刑事法総合演習Ⅱ（すべて必修科目）などの中で適宜指導が行

われている。また、そのほか必修科目ではないが、実務刑事訴訟演習、執行・保全法な

どの科目の中でも指導が行われている。  
ハ）総合演習科目群に配置されている 4 科目のうち、民事法総合演習（２単位、必修

科目。そのシラバスについては【資料２－１－３－３】シラバス（民事法総合演習Ⅱ）

参照）には実務家専任教員も関与し、教材も横浜弁護士会作成のものを用いるなど、相

当実務的な内容のものとなっているので、内容的には法律実務基礎科目に相当する。公

法総合演習と刑事法総合演習Ⅱ（各２単位、いずれも必修科目）も内容的には法律実務

基礎科目に相当する。  
ニ）法律実務基礎科目としては、以上の必修科目、既に言及した選択科目としての実

務刑事訴訟演習（２単位）のほか、ローヤリング、民事模擬裁判、刑事模擬裁判、English 

Legal Writing、法律相談、裁判員制度と刑事訴訟が開設されている。これらは、すべ

て１単位の選択科目である。 

ホ）法律実務基礎科目としては、公法系の諸問題を含む訴訟実務に関する科目は開設

されていない。本学法科大学院が目的の一部としている租税法務についての訴訟領域の

実務に関する科目も現状では開設されていないが、国際企業法務との関連では、基礎法

学・隣接科目群の中のアメリカ法（２単位、選択科目）、展開・先端科目Ⅰ群の中の国

際取引法（２単位、選択科目）が、弁護士であるみなし専任教員により開講されている。

これに対し、市民密着型法務とのとの関連では医療過誤（そのシラバスについては【資

料２－１－３－４】シラバス（医療過誤）参照）等、主として横浜弁護士会から派遣さ

れている実務家兼任教員による特定の専門領域に関する実務的な科目７科目が開設さ

れている。【解釈指針２－１－３－２】 

（３）基礎法学・隣接科目群には８科目（すべて２単位）が開設されており、このうち

４単位を修得しなければならない。【解釈指針２－１－３－３】 

（４）展開・先端科目Ⅰ群には、23 科目（すべて２単位）を配置している。展開・先端

科目Ⅰ群と同Ⅱ群（10 科目、執行・保全法、倒産法Ⅰ、倒産法Ⅱは各２単位、他の７科

目は各１単位）の科目から 12 単位以上を履修することを求め、これによって本学法科大

学院が掲げる租税法務と国際企業法務に強い法曹の要請という目標の達成を期している。

【解釈指針２－１－３－４】 

（５）学生の選択した特定の課題について、責任指導教員の指導の下に、相当な長さの

論文を執筆することを目的とする科目として、リサーチ・ペーパー（２単位）を開設し

ている。リサーチ・ペーパーの責任指導教員になりうるのは、原則として法曹実務専攻

の教授・准教授であるが（ただし、実務家教員は除く）、必要と認めた場合には国際関

係法専攻の兼担教員も責任指導教員になりうる。自ら資料を収集して思考を重ねること

により研究成果をまとめる訓練をすることを目的とする科目である。なお、リサーチ・

ペーパーの単位は修了必要単位に算入しない。 

（６）各科目と学年による段階的履修との関係については【基準２－１－１】の（基準

に係る状況）の説明(2)において詳述した。そこで述べた考え方に基づいて、具体的な
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個々の科目を年次別に配置している。 

【別紙様式１】開講授業科目一覧 

【資料２－１－３－５】修了要件一覧表 

【資料２－１－３－６】時間割表、前学期、後学期 

【資料１－１－２－２】年次配当表（前出 18-19 ページ） 
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資料２－１－３－１（１） シラバス（民事実務演習）  
 

 
出典：平成２０年度履修案内 Ｐ204-205 
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資料２－１－３－２ シラバス（法曹倫理Ⅱ（法曹実務と懲戒事例の研究））  
 

 

出典：平成 20 年度履修案内 P222-223 
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資料２－１－３－３ シラバス（民事法総合演習Ⅱ）  

出典：平成 20 年度履修案内Ｐ230-231
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資料２－１－３－４ シラバス（医療過誤）  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：平成 20 年度履修案内 Ｐ316-317 
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資料２－１－３－５ 修了要件一覧表  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
」  
 
 
 
 

出典：平成 20 年度履修案内 P70 

（１）修了要件  
    開講科目の総単位数は１６５単位である。修了のためには、本専攻に３年以上在学し、

かつ、次に掲げる単位を修得しなければならない。  
 
      法律基本科目群          必  修  ５６単位  
      法律実務基礎科目群        必  修  １３単位  
      総合演習科目群          必  修   ８単位  
      基礎法学・隣接科目群     選  択   ４単位  
      展開・先端科目Ⅰ群・Ⅱ群   選     択  １２単位  
 
    その他、以上において選択しなかった法律実務基礎科目群、基礎法学・隣接科目群、展

開・先端科目Ⅰ群と展開・先端科目Ⅱ群、チュートリアルの中から選択として合わせて３

単位以上（ただし、チュートリアルは２単位までしか修了要件単位に算入しえず、リサー

チ・ペーパーは修了要件単位に算入しえない。）  
 
                合  計         ９６単位以上  
 
        修了要件一覧表  
 

必     修  選  択  
法律基本科目

公  
法  
系  

民  
事  
系  

刑

事

系

基実  
礎務  
科  
目  

演総

習合

科 

目 

隣基

接礎

科法

目学

科展

目開

Ⅰ先

 端

科展

目開

Ⅱ先

 端

12 32 12 13 8 4 12 

 
そ  
の  
他  

 
修

了

要

件

77 16 3 96
                        出典平成 20 年度履修案内 P70 
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資料２－１－３－６（１） 時間割表（前学期）  
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資料２－１－３－６（２） 時間割表（後学期）  
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基準２－１－４ 

 各授業科目における、授業時間等の設定が、単位数との関係において、大学

設置基準第２１条から第２３条までの規定に照らして適切であること。 

 

 （基準２－１－４に係る状況） 

本学法科大学院においては、前学期及び後学期の通常の授業期間のほか、夏期、冬期、

春期の休業期間中にも授業を行うという独自の制度を採用している。これは、学生の予

習・復習を含めての負担が一時期に偏らないようにし、１年を通じての円滑で効果的な

教育を実施するためのものである（【資料１－１－２－２】（年次配当表）〔前出 18-19

ページ〕、【資料２－１－３－６】（時間割表）〔前出 42-43 ページ〕参照）。 

前期・後期の通常の授業期間中に実施している科目に関しては、試験期間を含めて 90

分授業を 15 回行うことをもって２単位としている（【資料２－１－４－１】（学年暦）参

照）。 

２単位の授業は１週間に１回行われるのが通常である。しかし、中には、１週間に２

回の授業を毎週行い８週（ただし、８週のうちの１週は１回）で終了する２単位の授業

科目（民事実務演習）、学期を通して１週間に２回の授業を隔週で行う２単位の授業科目

（公法総合演習、民事法総合演習（旧：民事法総合演習Ⅱ）、刑事法総合演習Ⅰ、刑事法

総合演習Ⅱ）もある。 

また、１週間に２回の授業を毎週行う４単位の授業科目（民事訴訟法、刑事訴訟法）、

1 週間に１回の授業を８回行う１単位の授業科目（裁判員制度と刑事訴訟）もある。な

お、これらについても【資料１－１－２－２】（時間割表）（前出 18-19 ページ）参照。 

休業期間中に開講される授業科目の単位数も以上に準じている。ただし、休業期間中

に開講される科目の大部分は集中講義の形式をとっており、また、弁護士等の実務家教

員による実務的な科目が多く配置されているのが特徴である（これらについても、【資料

２－１－２－１】年次配当表〔前出 33 ページ〕、【資料２－１－３－６】時間割表〔前出

42-43 ページ〕のほか【資料２－１－４－２】平成 20 年度春季集中講義等日程参照）。 

なお、授業は諸般の事情により止むを得ず休講になることがないわけではないが、休

講にした場合は補講により補うこととしている（【資料２－１－４－３】休講と補講に関

するお知らせ参照）。 

【別紙様式１】開講授業科目一覧 

【別添資料Ⅳ】平成 20 年度履修案内 P135（Ⅷシラバス）参照 



横浜国立大学大学院国際社会科学研究科法曹実務専攻 第２章     

 45

資料２－１－４－１（１） 学年歴  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：平成 20 年度履修案内 P333-335）  
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資料２－１－４－１（２） 学年歴  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

出典：平成 20 年度履修案内 P333-335）  
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資料２－１－４－２ 春季集中講義日程  
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資料２－１－４－３ 休講・補講に関するお知らせ（休講と補講の掲示物の実例）  



横浜国立大学大学院国際社会科学研究科法曹実務専攻 第２章     

 49

 ２ 優れた点及び改善を要する点等 

（１）優れた点 

①本学法科大学院においては、十分な数の基本的法律科目が開設されており、その履修

により基礎的法律知識を身につけうるよう配慮されている。そして、それを踏まえた

上で、法律実務基礎科目の履修に進み、最後に総合演習科目をおいて仕上げの教育と

している。このように、段階的学習を明確に意識した教育課程の編成をしている点は、

優れた点として指摘しうると思われる。  
②法律実務基礎科目のみならず、法律基礎科目、総合演習科目の幾つかにおいても研究

者教員と実務家教員との共同で授業を行っている。これにより、学生は理論と実務と

がいかに架橋されるか、研究者の視点と実務家の視点がいかに異なり、双方がともに

他を必要としているかを理解することが可能となっている。また、展開・先端科目Ⅱ

群においては、弁護士等の兼任教員により多くの実務的な科目が開講されており、こ

れによっても、学生は、法律基本科目等において身につけた法律知識がいかに実務に

おいて適用・応用されているかを理解しうるようになっている。これらのことは、本

学法科大学院が設置・運営について横浜弁護士会の全面的な協力を得ている地域密着

型の法科大学であることにより可能となっていることである。  
③法曹としての責任感や倫理観を涵養するため、法曹倫理に関する授業科目が「法曹倫

理Ⅰ」および「法曹倫理Ⅱ」として、独立して開設されている。  
④前述のように、本学法科大学院は横浜弁護士会の全面的な協力を得ている。そして、

その一環として、同弁護士会から派遣されている専任・みなし専任の弁護士教員には、

１名につき同弁護士会所属の３名ないし４名の弁護士からなるバックアップ・チーム

が付されている。これらの弁護士教員が担当する、または担当者の１人となっている

科目に関してはバックアップ・チームの関与により充実した教材が作成されている。

さらに、横浜弁護士会との教育的連携の一環として、平成 19 年度・20 年度の文部科

学省専門職大学院等教育推進プログラムとして、「展開・先端科目を中心とした教材開

発―地域弁護士会と連携して―」が採択された。これらは本学法科大学院の特色ある

取組みとして特記すべきであろう。  
⑤本学法科大学院は展開・先端科目に租税法務・国際企業法務に関する授業科目を配置し、

実践性・国際性・開放性・先進性に富む教育の実現を目指している。さらに市民密着型の法

曹の養成をも目指している。このうち、国際企業法務に強い法曹、市民密着型の法曹

の養成は他の法科大学院でも特色として打ち出しているところが比較的多いように見

受けられるが、租税法務を前面に打ち出しているところは少ないのではなかろうか。

本学法科大学院は、国際社会科学研究科内のもう１つの法律系の専攻である国際関係

法専攻にも２名の租税法の専門家を擁しているという強みを生かし、多数の租税法関

係の科目を開設している点も、本学法科大学院の特色として指摘しうる点であろう。  
 
（２）改善・検討または努力を続けるべき点等  
①展開・先端科目では、Ⅰ群とⅡ群から 12 単位以上を修得すべきものとされている。

このため、学生がいずれか一方の群（特に、新司法試験選択科目の配置されているⅠ

群）に偏って履修しないか、検討を要するかもしれない。  
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②本学法科大学院では、現在のところ、公法系の諸問題を含む訴訟実務に関する科目は

開設されておらず、今後の課題として残されている。  
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第３章 教育方法 

 

 １ 基準ごとの分析 

 

 ３－１ 授業を行う学生数 

 

基準３－１－１ 

法科大学院においては、少人数による双方向的又は多方向的な密度の高い

教育が行われなければならないことが基本であることにかんがみ、一の授業

科目について同時に授業を行う学生数が、この観点から適切な規模に維持さ

れていること。 

  
（基準３－１－１に係る状況） 

（ １ ）本 学 法 科 大 学 院 に お い て は 、少 人 数 教 育 を １ つ の 特 色 と し 、学 生 定 員 １

学 年 50 人（ 収 容 定 員 150 人 ）に 対 し 、専 任 教 員 21 人 に よ り 手 厚 い 教 育 を 行 う

体 制 を 整 え て い る 。具 体 的 に は 、必 修 科 目 で あ る 法 律 基 本 科 目 中 の 双 方 向 型 講

義 科 目 に つ い て は １ ク ラ ス の み 開 講 で あ る が 、法 律 基 本 科 目 群 の 中 の 演 習 科 目 、

法 律 実 務 基 礎 科 目 群 の 中 の い く つ か の 科 目 及 び 総 合 演 習 科 目（ 公 法 演 習 Ⅰ・Ⅱ 、

民 法 演 習 Ⅰ ・ Ⅱ ・ Ⅲ 、 商 事 法 務 演 習 （ 商 法 演 習 ）、 刑 法 演 習 、 民 事 実 務 演 習 、

実 務 民 事 訴 訟 演 習 （ 民 事 訴 訟 演 習 ）、 刑 事 実 務 演 習 、 実 務 刑 事 訴 訟 演 習 （ 刑 事

訴 訟 演 習 ）、 公 法 総 合 演 習 、民 事 訴 訟 法 演 習 （ 民 事 法 総 合 演 習 Ⅰ ）、 民 事 法 総 合

演 習 （ 民 事 法 総 合 演 習 Ⅱ ）、 刑 事 法 総 合 演 習 Ⅰ ・ Ⅱ ） に つ い て は １ 学 年 の 学 生

を ２ つ に 分 け て ２ ク ラ ス を 開 講 し て い る （【 資 料 ３ － １ － １ － １ 】 ク ラ ス 分 け

参 照 ）。 そ の た め 、 大 規 模 の ク ラ ス は 未 修 者 と 既 修 者 が 一 ク ラ ス で 学 ぶ 若 干 の

必 修 科 目 （ こ れ に は 、 同 年 度 入 学 の 未 修 者 と 既 修 者 が 一 緒 に 学 ぶ 科 目 と し て 、

法 律 文 献 情 報 、法 曹 倫 理 Ⅰ が あ り 、異 年 度 入 学 の 未 修 者 と 既 修 者 が 一 緒 に 学 ぶ

科 目 と し て 、行 政 法 Ⅰ 、行 政 法 Ⅱ 、民 事 訴 訟 法 、商 法 Ⅰ 、Ⅱ 、Ⅲ 、刑 事 訴 訟 法 、

民 事 要 件 事 実・事 実 認 定 論 が あ る ）で あ る が 、こ れ で も 実 際 の ク ラ ス 規 模 は 49

名 か ら 57 名 で あ る 。 な お 、 ク ラ ス 分 け を す る 科 目 の ク ラ ス 規 模 は そ の 半 分 と

な る （【 別 添 資 料 Ⅴ 】 平成 20 年度 LS 科目及び共通科目履修登録状況参 照 ）。  

そ の 他 の 科 目 の ク ラ ス 規 模 の 詳 細 に つ い て は【 別 添 資 料 Ⅴ 】平成 20 年度 LS 科

目及び共通科目履修登録状況を 参 照 さ れ た い 。 そ こ か ら 明 ら か な よ う に 、 ク ラ ス

規 模 は 数 名 か ら 50 名 程 度 と な っ て お り 、 適 正 な 規 模 と な っ て い る こ と は 明 ら

か で あ る 。【 解 釈 指 針 ３ － １ － １ － １ 】  

（ ２ ）本 学 法 科 大 学 院 は 、本 学 国 際 社 会 科 学 研 究 科 内 に お け る 国 際 関 係 法 専 攻

と 並 ぶ 専 攻 の １ つ と し て 位 置 付 け ら れ て い る 。そ こ で 、法 律 実 務 基 礎 科 目 群（ 法

律 文 献 情 報 の み ）、 基 礎 法 学 ・ 隣 接 科 目 群 （ ８ 科 目 ）、 展 開 ・ 先 端 科 目 Ⅰ 群 （ 特

許 侵 害 訴 訟 を 除 く 22 科 目 ）、展 開・先 端 科 目 Ⅱ 群（ 10 科 目 ）は 国 際 関 係 法 専 攻

と の 共 通 科 目 と し て 開 講 さ れ て い る （ 41 科 目 ）。  

法 律 基 本 科 目 群 、 Tutorial、 法 律 実 務 基 礎 科 目 群 （ 法 律 文 献 情 報 を 除 く ）、

総 合 演 習 科 目 群 に 属 す る 授 業 科 目 は 国 際 関 係 法 専 攻 の 学 生 の 履 修 を 認 め て い



横浜国立大学大学院国際社会科学研究科法曹実務専攻 第 3 章 

 52

な い 。  

また、他大学大学院、本学大学院の他研究科、国際社会科学研究科の他専攻（国際関

係法専攻を除く。）所属の学生にも、展開・先端科目Ⅰ群、展開・先端科目Ⅱ群の科目の

履修を認めているが、これには正規学生の教育に支障がない限りとの留保を付している

（【資料３－１－１－２】他大学大学院・本学大学院他研究科等の学生による授業科目の

履修参照）。科目等履修生に関しても各授業科目の収容人数等を考慮して選考している

（【資料３－１－１－３】平成 20 年度科目等履修生募集要項参照）。いずれにせよ、上

記のような措置により、法科大学院の学生の教育に支障が出るようなクラス規模となっ

ていないことは以下の資料により明らかである。【解釈指針３－１－１－２】【解釈指針

３－１－１－３】 

 
資料３－１－１－１ クラス分け   

クラス分け  
   (ｲ)  演習科目・法曹倫理Ⅱ  
     ２年次以上の各学生は、ＡまたはＢのいずれかのクラスに所属する。このクラ

スは、同一内容の授業が２コマ開講される次の科目の受講単位となる。  
 

    公法演習Ⅰ･Ⅱ、民法演習Ⅰ～Ⅲ、商事法務演習、刑法演習、民事実務演習、

実務民事訴訟演習、刑事実務演習、実務刑事訴訟演習、法曹倫理Ⅱ、公法総合演

習、民事訴訟法演習、民事法総合演習、刑事法総合演習Ⅰ･Ⅱ  
 
          学生は所属するクラスの授業を受けなければならない。ただし、履修登録状況

上、上記の科目履修に支障を生じる者は、クラスの一部を変更することができる。

（支障を生じる科目に限る）  
   (ﾛ) チュートリアル  
     チュートリアルの１クラスの上限は１０人程度とする。このクラスの編成につ

いては、担当教員による指定を行うことがある。  
   (ﾊ) ローヤリング  
     ローヤリングは、横浜弁護士会での集合研修と各法律事務所での個別研修から

なる。各学生の各法律事務所への割り振りは、春季休業期間の初めに行う。 

出典：平成 20 年度履修案内 72 頁(2) 
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資 料 ３ － １ － １ － ２   他 大 学 大 学 院・本 学 大 学 院 他 研 究 科 等 の 学 生 に よ る 授 業          

科 目 の 履 修  

Ⅴ 横浜国立大学大学院国際社会科学研究科法曹実務専攻規則  

（抜粋）  

（平成 16 年４月１日制定  最新改正  平成 20 年４月１日）

（他大学大学院等の学生による授業科目の履修）  
第８条 教育上有益と認めるときは、展開・先端科目等において、正規学生の教育に支障

のない範囲で、別に定めるところにより、他大学大学院と協議の上、当該大学院に所属す

る学生の授業科目の履修を認めることができる。  
２ 教育上有益と認めるときは、展開・先端科目等において、正規学生の教育に支障のな

い範囲で、横浜国立大学の他研究科若しくは学府又は国際社会科学研究科の他専攻（国際

関係法専攻を除く。）と協議の上、当該研究科若しくは学府又は専攻に所属する学生の授

業科目の履修を認めることができる。  

３ 国際関係法専攻に所属する学生は、展開・先端科等において、担当教員の許可を得て、

授業科目を履修することができる。 

出典：平成 20 年度履修案内 P62（法曹実務専攻規則第８条） 
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資料３－１－１－３ 平成 20 年度科目等履修生募集要項 
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基準３－１－２ 

法律基本科目について同時に授業を行う学生数は、５０人を標準とするこ

と。 

 

 （基準３－１－２に係る状況） 

法 律 基 本 科 目 群 に 配 置 さ れ て い る 科 目 で 50 人 以 上 の 学 生 に 対 し て １ ク ラ ス

で 授 業 を 行 っ て い る も の は 、 行 政 法 Ⅰ （ 57 名 ）、 行 政 法 Ⅱ （ 55 名 ）、 民 事 訴 訟

法（ 55 名 ）、刑 事 訴 訟 法（ 55 名 ）、商 法 Ⅰ 、商 法 Ⅱ 、商 法 Ⅲ（ 各 54 名 ）で あ る 。

こ れ 以 外 の 法 律 基 本 科 目 の 一 ク ラ ス の 受 講 者 数 は 50 名 未 満 で あ る 。す な わ ち 、

民 法 Ⅵ （ 43 名 ）、 刑 法 Ⅰ 、 刑 法 Ⅱ （ 各 42 名 ）、 憲 法 Ⅰ 、 憲 法 Ⅱ 、 民 法 Ⅰ 、 民 法

Ⅱ 、 民 法 Ⅲ 、 民 法 Ⅳ 、 民 法 Ⅴ 、 民 法 Ⅶ 、 刑 事 法 基 礎 （ 各 41 名 ） で あ る 。  

法 律 基 本 科 目 群 に 配 置 さ れ て い る 演 習 （ 公 法 演 習 Ⅰ ・ Ⅱ 、 民 法 演 習 Ⅰ ・ Ⅱ ・

Ⅲ 、 刑 法 演 習 、 民 事 法 総 合 演 習 、 刑 事 法 総 合 演 習 Ⅰ ）は ク ラ ス 分 け を し て い る

た め に １ ク ラ ス の 受 講 者 数 は 30 名 以 下 で あ る 。  

な お 、総 合 演 習 科 目 群 に 配 置 さ れ て い る 科 目 の う ち 、民 事 法 総 合 演 習 Ⅰ（ 平

成 19 年 度 入 学 未 修 者 、平 成 20 年 度 入 学 既 修 者 か ら は 法 律 基 本 科 目 群 に 配 置 さ

れ て い る 民 事 訴 訟 法 演 習 に 対 応 す る ）と 刑 事 法 総 合 演 習 Ⅰ は 内 容 的 に は 法 律 基

本 科 目 で あ る が 、い ず れ も ク ラ ス 分 け を し て い る た め に １ ク ラ ス の 学 生 数 は 30

名 以 下 で あ る 。 以 上 に つ い て は 前 出 の 【 別 添 資 料 Ⅴ 】 平成 20 年度 LS 科目及び共

通科目履修登録状況参 照 。  

【 解 釈 指 針 ３ － １ － ２ － １ 】  
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 ３－２ 授業の方法 

 

基準３－２－１ 

法科大学院における授業は、次に掲げるすべての基準を満たしていること。

（１）専門的な法知識を確実に修得させるとともに、批判的検討能力、創

造的思考力、事実に即して具体的な問題を解決していくために必要な法

的分析能力及び法的議論の能力その他の法曹として必要な能力を育成す

るために、授業科目の性質に応じた適切な方法がとられていること。 

（２）１年間の授業の計画、各授業科目における授業の内容及び方法、成

績評価の基準と方法があらかじめ学生に周知されていること。 

（３）授業の効果を十分に上げられるよう、授業時間外における学習を充

実させるための措置が講じられていること。 

 

 （基準３－２－１に係る状況）  
（ １ ）授 業 科 目 の 性 質 に 応 じ た 授 業 方 法 と し て は 、以 下 の よ う な 方 法 が と ら れ  

て い る 。  

【 別 添 資 料 Ⅳ 】 平 成 20 年 度 履 修 案 内  P135(Ⅷ シ ラ バ ス )参 照  

ま ず 、 法 律 基 本 科 目 中 の 双 方 向 型 講 義 に 属 す る 科 目 、 展 開 ・ 先 端 科 目 Ⅰ 群 ・

Ⅱ 群 に 属 す る 多 く の 科 目 に お い て は 、予 め 配 布 さ れ た 教 材 、指 定 さ れ た 教 科 書

の 該 当 箇 所 を 学 生 が 読 ん で き て い る こ と を 前 提 に 、そ れ ら に 関 連 し た 基 礎 的 知

識 を 質 問 に よ り 確 認 し つ つ 、場 合 に よ っ て は 具 体 的 な 事 例 を 検 討 す る と い っ た

方 法 で 授 業 が 行 わ れ て い る 。  

演 習 科 目 、総 合 演 習 科 目 に お い て は 、よ り 複 雑 な 事 例 問 題 に つ い て 学 生 に 予

め ま た は そ の 場 で 作 成 ・提 出 さ せ た 書 面 を 基 に 双 方 向 、多 方 向 の 議 論 を 行 い つ

つ 授 業 を 進 め て い る 。 ま た 、 実 務 的 な 演 習 科 目 や 刑 事 ・ 民 事 の 模 擬 裁 判 、 法 曹

倫 理 Ⅱ な ど に お い て は 、教 材 と し て 、教 室 事 例 で は な く 、具 体 的 な 事 件 記 録 に

基 づ く 記 録 を 用 い る こ と も 行 っ て い る 。  

法 曹 倫 理 Ⅰ 、ロ ー ヤ リ ン グ に お い て は 、実 地 見 学 、実 地 研 修 が 行 わ れ て い る 。

法 律 相 談 で は 、弁 護 士 教 員 の 指 導 の 下 、実 際 の 事 件 に 向 き 合 う 機 会 を 設 け て い

る 。【 解 釈 指 針 ３ － ２ － １ － １ 】【 解 釈 指 針 ３ － ２ － １ － ２ 】【 解 釈 指 針 ３ － ２

－ １ － ３ 】  

（ ２ ）ロ ー ヤ リ ン グ に お い て は 、参 加 学 生 か ら 守 秘 義 務 等 に 関 す る 誓 約 書 を 法

曹 実 務 専 攻 長 宛 と 指 導 弁 護 士 宛 て に 提 出 さ せ 、か つ 、各 弁 護 士 事 務 所 で の 個 別

研 修 に 先 立 ち 、 本学法科大学院兼任教員である弁護士教員の下で行われる集合研修の

場で適切な指導が行われている(【別 添 資 料 Ⅵ 】 平 成 19 年 度 ロ ー ヤ リ ン グ 配 属 先

一 覧 、【 資 料 ３ － ２ － １ － １ 】 横 浜 国 立 大 学 大 学 院 国 際 社 会 科 学 研 究 科 法 曹 実

務 専 攻 規 則 （ 抜 粋 ） 学 生 の 守 秘 義 務 等 、【 資 料 ３ － ２ － １ － ２ 】 横 浜 国 立 大 学

大 学 大 学 院 学 則 （ 抜 粋 ） 懲 戒 、【 別 添 資 料 Ⅶ 】 誓 約 書 、【 資 料 ３ － ２ － １ － ３ 】

ロ ー ヤ リ ン グ 心 得 参 照 )。  

ローヤリングの成績評価は、受入弁護士からの報告に基づき、集合研修を担当する弁

護士教員によって責任を持って行われている（【 別 添 資 料 Ⅷ 】学 生 か ら ロ ー ヤ リ ン グ



横浜国立大学大学院国際社会科学研究科法曹実務専攻 第 3 章     

 57

担 当 弁 護 士 教 員 へ の 学 習 結 果 報 告 書 、【 別 添 資 料 Ⅸ 】 受 入 弁 護 士 か ら ロ ー ヤ リ

ン グ 担 当 弁 護 士 教 員 へ の 成 績 評 価 報 告 書 参 照 ）。参加学生が研修先等から報酬を受

け取ってはならないことはもちろんであり、この旨もローヤリング心得に明記され、か

つ、集合研修の場で指導が行われている（【 資 料 ３ － ２ － １ － ３ 】 ロ ー ヤ リ ン グ 心

得 参 照 ）。【 解 釈 指 針 ３ － ２ － １ － ４ 】  

（ ３ ）授 業 計 画 は シ ラ バ ス に よ り 予 め 学 生 に 周 知 さ れ て い る ほ か 、そ れ ぞ れ の

授 業 に お い て 、次 回 の 予 習 箇 所 の 指 示 の 際 に 次 回 授 業 の 内 容 が 予 告 さ れ る 。成

績 評 価 の 基 準 も シ ラ バ ス に お い て 明 示 さ れ て い る ほ か（【 資 料 ３ － ２ － １ － ４ 】

成 績 評 価 参 照 ）、 よ り 詳 細 に つ い て は 、 学 期 末 の 試 験 前 に 別 途 、 学 生 に 書 面 に

よ っ て 開 示 し て い る 。【 解 釈 指 針 ３ － ２ － １ － ５ 】  

（ ４ ） 授 業 時 間 外 に お け る 学 習 を 充 実 さ せ る た め の 措 置 は 次 の と お り で あ る 。 

イ ）本 学 法 科 大 学 院 で は 、平 成 19 年 度 入 学 未 修 者 ・ 平 成 20 年 度 入 学 既 修 者

か ら 、 履 修 登 録 制 限 は 休 業 期 間 中 （ 入 学 直 後 、 夏 休 み 、 冬 休 み 、 春 休 み ） に 開

講 さ れ る 科 目 に 対 し て も 及 ぶ こ と と し た 。履 修 登 録 制 限 単 位 数 は 、具 体 的 に は 、

１ 年 次 及 び ２ 年 次 で 各 36 単 位 、３ 年 次 で は 42 単 位 で あ る 。２ 年 次 の 履 修 登 録

制 限 は 未 修 者 ・ 既 修 者 い ず れ に 対 し て も 等 し く 適 用 さ れ る 。  

履 修 登 録 制 限 の 結 果 、１ 年 次 及 び ２ 年 次 で は 前 学 期 お よ び 後 学 期 に そ れ ぞ れ

18 単 位 取 得 す る こ と が 標 準 と な り 、 １ 週 間 で は 90 分 の 授 業 ９ コ マ に 出 席 す る

こ と に な る 。 こ れ は 、 １ 週 間 の う ち 44 日 間 は 各 ２ 科 目 履 修 し 、 残 る １ 日 は １

科 目 を 履 修 す る こ と を 意 味 す る か ら 、学 生 の 予 習 復 習 に 回 す 時 間 は 十 分 確 保 で

き る 。  

ま た 、休 業 期 間 中 に 開 講 さ れ る 科 目 を 履 修 す る 場 合 は 、履 修 登 録 制 限 の 結 果 、

履 修 登 録 し 得 る 学 期 中 開 講 科 目 の 数 が 減 少 し 、そ の 結 果 、予 習 復 習 に 回 し 得 る

時 間 は 増 加 す る 。  

３ 年 次 で は 前 学 期 と 後 学 期 に そ れ ぞ れ 21 単 位 修 得 す る こ と が 標 準 と な り 、

１ 週 間 で は 90 分 の 授 業 10.5 コ マ に 出 席 す る こ と に な る 。こ れ は 、毎 日 2.1 科

目 履 修 す る こ と を 意 味 す る か ら 、学 生 の 予 習 復 習 に 回 す 時 間 は 十 分 確 保 で き る 。

休 業 期 間 中 に 開 講 さ れ る 科 目 を 履 修 す る 場 合 に 、履 修 登 録 し 得 る 学 期 中 開 講 科

目 の 数 が 減 少 す る こ と は 、 １ 、 ２ 年 生 に つ い て 述 べ た の と 同 様 で あ る 。  

ロ ）各 授 業 に お い て は 、予 め 教 材 を 配 布 し た り 、次 回 授 業 の 範 囲 を 予 告 し た

り し て い る ほ か 、必 要 に 応 じ て 復 習 に 際 し て 留 意 す べ き 事 項 な ど も 指 示 さ れ る 。 

ハ ）自 習 の た め に は 、各 学 生 の た め に 固 定 机 を 備 え た 自 習 室 が 用 意 さ れ て い

る 。こ の 自 習 室 は 、日 曜・祝 日 を 含 め 、24 時 間 利 用 可 能 で あ る 。自 習 室 に は 無

線 LAN が 備 え ら れ 、学 生 は 自 己 の パ ソ コ ン に よ り 各 種 デ ー タ ベ ー ス を 利 用 し う

る 。 ま た 、 図 書 資 料 は 中 央 図 書 館 、社 会 科 学 系 研 究 図 書 館 、 国 際 経 済 法 学 資 料

室 （ 以 下 「 国 経 法 資 料 室 」 と い う ） な ど に 備 え ら れ て い る 。 最 近 の 文 献 の 多 く

が 置 か れ て い る 国 経 法 資 料 室 が こ の う ち で は 最 も 重 要 で あ る が 、こ の 資 料 室 は

月 曜 日 か ら 金 曜 日 ま で は 午 前 ９ 時 か ら 午 後 ９ 時 45 分 ま で 、土 曜 日 は 午 前 10 時

か ら 午 後 ４ 時 30 分 ま で 開 室 し て 、 学 生 の 利 用 に 供 さ れ て い る 。  

な お 、 後 出 の 基 準 １ ０ － １ － １ の （ 基 準 に 係 る 状 況 ） の ５ お よ び ６ の 説 明 、
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基 準 １ ０ － ２ － １ の （ 基 準 に 係 る 説 明 ） も 参 照 の こ と 。【 解 釈 指 針 ３ － ２ － １

－ ５ 】  

（ ５ ）休 業 期 間 中 に 開 講 さ れ る 科 目 の 多 く は 集 中 講 義 と し て 行 わ れ る 。集 中 講

義 の 履 修 登 録 を し た 学 生 に は 、担 当 教 員 の 用 意 し た 教 材 を 授 業 開 始 の 1 カ 月 前

に 配 布 し 、も っ て 学 生 が 十 分 な 予 習 を し て 授 業 に 臨 め る よ う 配 慮 し て い る 。ま

た 、集 中 講 義 に つ い て は 、最 後 の 授 業 か ら 間 を 置 い た 休 業 期 間 末 に 試 験 を 行 う

な ど し て 復 習 の 時 間 を 確 保 し て い る 。【 解 釈 指 針 ３ － ２ － １ － ６ 】  
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資料３－２－1－１ 横浜国立大学大学院国際社会科学研究科  
法曹実務専攻規則（抜粋）  

（学生の守秘義務等）  
第 14 条 法律相談、ローヤリングを履修する学生は、法律相談実施要項、ローヤリング

心得に定められた守  
 秘義務等を遵守しなければならない。これら法律相談実施要項、ローヤリング心得に定

められた義務に違  
 反した学生は、横浜国立大学学則第６１条により懲戒の対象とする。  
 

出典：平成 20 年度履修案内 Ｐ63
 
資料３－２－1－２ 横浜国立大学大学院学則（抜粋）  
（懲戒）  
第６１条 学長は、教育上必要があると認めたときは、当該学部教授会の議を経て、学生

を懲戒することができる。ただし、特に必要があると認めたときは、教育研究評議会の

意見を求めることができる。  
２ 前項に規定する懲戒の種類は、退学、停学及び訓告とする。  
３ 前項に規定する退学は、次の各号の一に該当する者に対して行う。  
 (1) 性行不良で改善の見込みがないと認められる者  
(2) 正当の理由がなくて出席常でない者  
 (3)  本学の秩序を乱し、その他学生としての本分に反した者  
４ 第１項及び第２項の規定による停学の期間が３月を超える場合は、第１５条に規定す

る修業年限に算入しない。  
出典：平成 20 年度履修案内 Ｐ38
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資料３－２－１－３ ローヤリング心得  
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資 料  ３ － ２ － １ － ４  成 績 評 価  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出 典 ： 平 成 20 年 度 履 修 案 内 Ｐ 73-74 
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３－３ 履修科目登録単位数の上限 

 

基準３－３－１ 

 法科大学院における各年次において、学生が履修科目として登録することの

できる単位数は、原則として合計３６単位が上限とされていること。 

在学の最終年次においては、４４単位が上限とされていること。 

 

 （基準３－３－１に係る状況）  
 （１）履 修 登 録 上 限 に 関 し て は 、法 曹 実 務 専 攻 規 則 ５ 条 １ 項 に よ り 、次 の よ う

な 規 則 を 設 け て い る （【 資 料 ３ － ３ － １ － １ 】 横 浜 国 立 大 学 大 学 院 国 際 社 会 科

学 研 究 科 法 曹 実 務 専 攻 規 則 （ 抜 粋 ）（ 履 修 登 録 ） 参 照 ）。「１年次 36 単位、２年次

36 単位、３年次 42 単位を超えて履修登録をすることはできない。この単位数には、前

年度に不合格となったため、再履修する科目の単位数を含む。」  
この規定は、平成 20 年度入学未修者・平成 21 年度入学既修者から適用される。この

規則では、各年次において授業時間外の事前事後の学習時間を十分に確保できるように、

1 年次、2 年次の履修登録制限を標準に合わせ、3 年次の履修登録制限を標準より 2 単位

少なくした。3 年次で標準より 2 単位少なくしたのは、本学法科大学院では法科大学院

における学習の仕上げとして 3 年次に総合演習が配当されているので、総合演習の学習

に支障を来さないようにする配慮に出るものである。  
  なお、履修登録制限は、平成 18 年度入学未修者・平成 19 年度入学既修者までは、1
年次 30 単位、2 年次 42 単位、3 年次 42 単位であり、この制限は休業期間中科目には及

ばなかった。また、平成 19 年度入学未修者・平成 20 年度入学既修者については、1 年

次 34 単位、2 年次 38 単位、3 年次 42 単位であり、この制限は休業期間中科目にも及ぶ。

【解釈指針３－３－１－１】【解釈指針３－３－１－２】【解釈指針】３－３－１－３】

【解釈指針３－３－１－４】  
（ ２ ） 学 生 の 履 修 登 録 状 況 は 上 記 の 制 限 内 に 収 ま っ て い る （【 別 添 資 料 Ⅹ 】 平

成 20 年 度 学 生 別 履 修 登 録 状 況 参 照 ）。  

 

 
資料３－３－１－１ 横 浜 国 立 大 学 大 学 院 国 際 社 会 科 学 研 究 科 法 曹 実 務 専 攻 規

則 （ 抜 粋 ）  

 （ 履 修 登 録 ）  

第 ５ 条  １ 年 次 ３ ６ 単 位 、 ２ 年 次 ３ ６ 単 位 、 ３ 年 次 ４ ２ 単 位 を 超 え て 履 修 す

 る こ と は で き な い 。 こ の 単 位 数 に は 、 前 年 度 に 不 合 格 と な っ た た め 、 再 履

修 す る 科 目 の 単 位 を 含 む 。  
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 ２ 優れた点及び改善を要する点等 

 

（１）優れた点 

①本学法科大学院は、学生定員１学年 50 人（収容定員 150 人）に対し、専任教員 21 人

により手厚い教育を行う体制を整えている。その結果、実際にも、文字どおり少人数

教育を実現し得ていることは、本学法科大学院の優れた点として指摘しうると考える。

また、本学法科大学院は、少人数教育とともに、横浜弁護士会の全面的な協力の下に

設置・運営されている点も特色としており、そのため、ローヤリングの授業につき希

望者全員（選択科目であるが、約 40％の学生が履修を希望する。）に受講の機会を与

え得ている。これも大規模校にはない長所の１つということができよう。 

②前述のように、本学法科大学院は横浜弁護士会の全面的な協力を得ている。そして、

その一環として、同弁護士会から派遣されている専任・みなし専任の弁護士教員には、

１名につき同弁護士会所属の３名ないし４名の弁護士からなるバックアップ・チーム

が付されている。これらの弁護士教員が担当する、または担当者の１人となっている

科目に関してはバックアップ・チームの関与により充実した教材が作成されている。

さらに、横浜弁護士会との教育的連携の一環として、平成 19 年度・20 年度の文部科

学省専門職大学院等教育推進プログラムとして、「展開・先端科目を中心とした教材

開発―地域弁護士会と連携して―」が採択された。これらは、前章においても本学法

科大学院の特色ある試みとして指摘したことであるが、ここで繰り返し優れた点とし

て特記することが許される点であろう。 

③本学法科大学院は、履修登録単位数の上限として、１年次 36 単位、２年次 36 単位、

３年次 42 単位というように、標準に従って単位数を設定しており、この制限は休業期

間中科目に対しても及ぶ。これは、各年次において学生が予習復習の時間を十分に取

ることができるよう配慮したためであり、本学法科大学院の特色の１つである。 

④本学法科大学院は、夏期、冬期、春期休業期間中にも、主として弁護士教員による実

務的な科目を中心に相当数の科目を開講している。これは、日頃実務に忙しい多くの

実務家を専任・兼任の教員として迎え入れて多様な科目を開講する可能性を大きくす

るとともに、学生の学習の負担を平準化する試みとして、１つの特色ということがで

きよう。 

⑤本学法科大学院にはおいては、Tutorial という少人数による一種の演習科目を設け、

基礎的な法的討論能力（①法的議論の中で自他の見解の共通点・類似点・相違点を把

握、整理する基礎的能力、②議論の筋道から逸れずに積極的に自己の意見を主張し噛

み合わせていくための主体的発言能力、③議論の過程を文書にまとめる基礎的能力）

を身につけさせることを目指している。これは、後続する演習、総合演習をより効果

的なものにするために、法律基本科目の双方向型講義と本格的な演習との間に位置づ

けられる、本格的な演習への橋渡しをなす予備的演習である。本格的な演習の行われ

る学期の直前の夏期または春期の休業期間を利用して行われ、選択科目に位置づけら

れる。法学に関する演習の経験がない非法学部出身者を含め、多様な学生に対してき

め細かい教育を行う本学法科大学院の教育上の特徴の１つであり、学生数に比して多
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くの専任教員を配置している本学法科大学院でこそ可能な取組みと考える。 

⑥本学法科大学院は、学生の自習のために、固定机が備えられた自習室を用意し、各学

生に一個の机を割り当てて専用としている。自習室は日曜・祝日を含めた 24 時間い

つでも利用しうる体制を整えている。この結果、自宅で勉強する環境にない学生でも

予習・復習に十分な時間をかけることができる。 

 

（２）改善・検討または努力を続けるべき点等 

該当なし。 
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第４章 成績評価及び修了認定  
 １ 基準ごとの分析 

 

 ４－１ 成績評価 

 

基準４－１－１  

学修の成果に係る評価（以下、「成績評価」という。）が、学生の能力及び資

質を正確に反映する客観的かつ厳正なものとして行われており、次に掲げるす

べての基準を満たしていること。 

（１）成績評価の基準が設定され、かつ、学生に周知されていること。 

（２）当該成績評価の基準にしたがって成績評価が行われていることを確保

するための措置がとられていること。 

（３）成績評価の結果が、必要な関連情報とともに学生に告知されているこ

と。 

（４）期末試験を実施する場合には、実施方法についても適切な配慮がなさ

れていること。 

 

 （基準４－１－１に係る状況）  

（ １ ） 成 績 評 価 基 準 の 設 定 と 学 生 へ の 周 知  

 成 績 評 価 に 関 す る 基 本 方 針 は 、「 法 曹 実 務 専 攻 に お け る 成 績 評 価 の 指 針 」（ 法

曹 実 務 専 攻 会 議 平 成 16 年 7 月 12 日 決 定 、平 成 19 年 5 月 21 日 改 正 。以 下 、「 指

針 」 と 呼 ぶ 。【 別 添 資 料 Ⅹ Ⅰ 】 法曹実務専攻における成績評価の指針・平成 16 年当

時、【別添資料ⅩⅡ】法曹実務専攻における成績評価の指針・平成 19 年改正現行参 照 ）

で 明 ら か に し 、 こ の 「 成 績 評 価 の 指 針 」 に 基 づ き 、 学 期 末 試 験 の 実 施 に 向 け て

８ 項 目 か ら な る「 法 曹 実 務 専 攻 に お け る 学 期 末 試 験 に 関 す る 申 し 合 わ せ 」（【 別

添 資 料 Ⅹ Ⅲ 】 法 曹 実 務 専 攻 に お け る 学 期 末 試 験 に 関 す る 申 し 合 わ せ 参 照 ・「 成

績 評 価 の 指 針 」と 同 日 の 専 攻 会 議 決 定 、以 下「 学 期 末 試 験 に 関 す る 申 し 合 わ せ 」

と 呼 ぶ ） を 取 り 決 め 、 そ れ ら に よ り 、 成 績 評 価 を 行 っ て い る 。 そ の 骨 子 は 、 ま

ず 基 本 的 な 方 針 と し て 次 の ２ 点 を 挙 げ る も の で あ る 。  

第１に、成績評価に当たっては、授業の性質上不適当なものを除いて、学期末試験を

実施し、これと併せて学期中のレポートや小テスト、授業中の質問に対する応答の評価

などを織り込んだ多元的方法を用い、学期末試験と学期中の平常点の比率は講義形式の

科目にあっては７対３、演習形式の科目にあっては６対４を基本とする。  
第２に、専門職大学院設置基準第 10 条２項が求める成績評価基準の客観性と厳格性は、

担当教員が、予め受講生に明示した当該授業の到達目標に即して具体的な採点基準を設

け、これを適正に用いることによって確保すること。特に、学期末試験については、関

連する科目の担当教員が相互に出題内容等を検討し合い、問題の難易度の平準化、採点

基準の共通化を図る必要があり、このためにも、各科目の単位を認定するうえで最低限

度と考えられる水準については、関連科目ごとに具体的な最低水準（ミニマム・スタン

ダード）を設定しておくこと。  
次いで、成績評価の基準として、法律基本科目にあっては、基本的な法知識を基礎的

な法的思考力、演習科目にあっては、事例問題の解決における説得的な論理構成に基づ
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く妥当な結論を導く能力、実務基礎科目にあっては問題処理能力や柔軟な思考力・表現

力といった実務的な基礎能力、総合演習科目にあっては、事例問題解決に必要な応用能

力、基礎法学・隣接科目と展開・先端科目にあっては、基本課題についての説明、分析、

解決能力について、それぞれ特に秀でたレベルに達しているものを秀（100 点～90 点）、

優れたレベルに達しているものを優（89 点～80 点）、合格よりもやや優れたレベルに達

しているものを良（79～70 点）、一応の合格レベルに達しているものを可（69～60 点）、

まだ不足しているものを不可（59 点～0 点）と定めるものである。平常点についても「毎

回の授業における受け答え、小テストやレポートの成績を十分に加味して評価すること

とし、出席点のみによる評価を避けるものとする」という「成績評価等に関する申し合

わせ」に基づいた評価が実施されている（平成 17 年 1 月 24 日付けの教務厚生・研究教

育高度化合同委員会決定【別添資料ⅩⅣ】法曹実務専攻における厳正な成績評価等に関

する申し合わせ第１項参照、以下「成績評価等に関する申し合わせ」という）。  
成績評価は絶対評価方式を採用しているが、この方式による担当教員間の統一を図る

ため、開設当初から各学期各科目の成績ランク分布の教員間点検を実施して不断に分布

の再点検を行っている。その結果、毎学期相当数の科目で不合格者が生じている。また

新司法試験受験者の合否成績と法科大学院での成績の相関も点検している。その結果、

修了者は新司法試験合格の可能性があることおよび合格率と法科大学院での成績との相

関が高いことも判明している（【別添資料Ⅲ】「法曹実務専攻の成績と新司法試験合格と

の相関について」参照）。そのため、現在のランク分け、分布の在り方で基本的に客観性

が保たれ、それを教員および学生に示すことで、予め明確な基準となっていると思料さ

れるが、厳格な成績評価のより一層の定着を図るために、平成 18 年度以降は、法曹実務

専攻会議において専攻長から口頭で「授業の実施方法等により性質上避けがたい科目以

外では、受講者がごく少人数の科目を除けば、優以上が大半となるのは自然ではないの

で、成績基準は常に点検して欲しい」旨の注意と点検を促している。更に、平成 20 年度

からは、必要に応じて専攻長が、学期末試験前に個別に注意を与え、成績確定以前に確

認することとした。  
 上記「成績評価の指針」「成績評価に関する申し合わせ」及び「学期末試験に関する

申し合わせ」によって統一された成績評価の基本方針や学期末試験の実施方法は、教員

間での周知徹底にとどめるべき事項を除き、学生に対しても、科目ごとの具体的な評価

基準とともに伝達されている（【資料４－１－１－１】成績評価等の学生への周知参照、

以下「成績評価等の学生への周知」という）。シラバスでも、学期末試験と平常点の内訳

（小テスト・レポート、出席状況等）とともにそれぞれ示すようにしている。  
（以上により【解釈指針４－１－１－１】を充たしている。）  
（２）厳正な成績評価を確保するための措置 

 「学期末試験に関する申し合わせ」第３項にあるとおり、学期末試験は、原則として

筆記試験によることとされており、この筆記試験の採点に際しては、入学試験における

場合と全く同じ方法により、受験者の匿名性が確保されている。さらに、採点終了後は、

当該担当教員が、平常点を記入した点数表とともに採点済みの答案を法科大学院係に提

出し、法科大学院係において最終的な成績を集計する仕組みとなっている。これは、筆

記試験採点後の考慮によって成績評価が左右されないようにするための措置であり、採
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点者の教員も、法科大学院係から履修学生の成績集計表の通知を受けるまでその集計結

果を知ることができない厳格な方法である（【別添資料ⅩⅤ】法曹実務専攻成績集計参

照）。 

この平常点となる授業中の成績評価を正確かつ効率的に行うため、平成 16 年度当初か

ら科目ごとの座席指定制が導入されている。 

（以上により【解釈指針４－１－１－２（２）】を充たしている。） 

（３）成績評価等の各学生への告知  

 集計された学生の個人別成績表は、各学生に対し、学期末試験期間の経過後およそ１

か月以内に交付されている。これに基づき学生は、成績について質問が出来る。平成 19

年度からは、各科目とも、平常点と学期末試験得点の内訳も各学生に対して告知され、

学生が評点について質問しやすくなっている（【別添資料ⅩⅥ】学期末試験の模範解答

及び講評集参照）。各担当教員には、担当した科目の履修学生全員の成績集計表のほか、

学生の問い合わせや個別の学習指導に応じるために提出済みの答案の写しが返却され

る。実際、学生から相談を受けた担当教員が、個別に対応し、学習目標の到達度に見合

った助言・指導を与えるケースは少なくない。 

 成績表の交付を受けた学生は、同時に交付される解答・講評集により、科目ごとの学

期末試験の出題意図や採点基準、配点などを知ることができる。再試験の結果や他専攻

の成績を含めた最終成績表は、前学期分については 10 月中旬、後学期分については４

月中旬（３年生は３月中旬）に各学生に交付され、その際に併せて科目ごとの成績分布

が公表されている。 

（以上により【解釈指針４－１－１－２（１）】及び【解釈指針４－１－１－３】を充

たしている。） 

法曹実務専攻に在学する全学生の成績に関するデータは、法科大学院係で保存され、

専攻長及び教務委員長が、これを管理し、入試関係データとのすり合わせやまたは科目

ごとの有効活用に供する任を負っている。個人情報保護の観点から、既に述べた各科目

の成績分布の全教員への通知と相互点検を除いては、全教員が全データを共有する方法

は採用していないが、アカデミック・アドバイスのチームにも学生指導のために必要な

情報を提供するなど、教務厚生委員会を中心とするネット・ワークが、関係教員間での

データ共有を確保する機能を果たしている（【別添資料ⅩⅤ】法曹実務専攻成績集計参

照）。（これにより【解釈指針４－１－１－２（３）】を充たしている。） 

（４）学期末試験の適切な実施 

 前掲「成績評価に関する指針」に明記されているように、学期末試験を実施する前に

は、関連する科目の担当教員が相互に出題内容等を検討し合い、問題の難易度の平準化、

採点基準の共通化を図ることとされ、実施されている。民法関係科目を例にとれば、必

ず二度の検討会議を開き、相互に指摘された修正箇所の点検確認を励行している。 

 追試験及び再試験は、両試験に共通で学期末試験等とは異なる問題を用いて実施され

る。前者は、病気等のやむをえない事情により学期末試験を受験することができなかっ

た学生のため、後者は、学期末試験において不可の評価を受けた学生のためにその機会

が保障されており、科目間の実施時期を調整したうえ、学期末試験と同じ実施方法によ

るものとされている（【資料４－１－１－１】学期末試験に関する申し合わせ、【別添資
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料ⅩⅢ】法曹実務専攻における学期末試験に関する申し合わせ第８項参照）。再試験合

格を果たした者は、最終的に可の評価を受ける。厳格な成績評価の結果、再試験受験者

は必修科目で平均数名であり、再試験不合格者も科目により発生している。追試験受験

者は、通常の採点どおりの評価を受ける一方、不可と評価されても再試験はなく、全体

として公平で、利益にも不利益にもならないような制度となっている。 

（以上により【解釈指針４－１－１－４】を充たしている） 

 以上により【基準４－１－１】を充たしている。 
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資料４－１－１－１（１） 成績評価等の学生への周知  
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資料４－１－１－１（２）  
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基準４－１－２ 

学生が在籍する法科大学院以外の機関における履修結果をもとに、当該法科

大学院における単位を認定する場合には、当該法科大学院としての教育課程の

一体性が損なわれていないこと、かつ、厳正で客観的な成績評価が確保されて

いること。 

 
 （基準４－１－２に係る状況） 

 入 学 前 の 既 修 得 単 位 の 認 定 に つ い て は 、「 専 攻 規 則 」 第 ９ 条 が 次 の と お り 定

め て い る 。  

 「 専 攻 へ の 入 学 前 に 大 学 院 で 修 得 し た 授 業 科 目 の 単 位（ 科 目 等 履 修 生 と し て

修 得 し た 単 位 を 含 む 。） は 、 専 攻 の カ リ キ ュ ラ ム と 照 ら し 合 わ せ て 相 応 す る も

の に つ い て は 、専 攻 会 議 の 議 を 経 て 、こ れ を 専 攻 に お け る 単 位 と し て 認 定 す る

こ と が で き る 。」（【 資 料 ４ － １ － ２ － １ 】 横 浜 国 立 大 学 大 学 院 国 際 社 会 科 学 研

究 科 法 曹 実 務 専 攻 規 則 第 ９ 条 及 び 第 10 条 参 照 ）  

 同 条 の 具 体 的 な 適 用 に 当 た っ て は 、入 学 前 に 他 の 大 学 院 で 修 得 し た 授 業 科 目

に 対 応 す る 本 学 法 科 大 学 院 開 講 科 目 の 担 当 教 員 が 、 申 出 者 の 学 業 成 績 証 明 書 、

対 象 科 目 の シ ラ バ ス 等 の 内 容 を 精 査 し 、単 位 認 定 の 可 否 を 判 断 し た う え 、こ れ

を 受 け た 教 務 厚 生 委 員 会 に お い て さ ら に そ の 判 断 の 当 否 を 検 討 し 、そ こ で 到 達

し た 結 論 を 専 攻 会 議 に 提 案 し て そ の 承 認 を 得 な け れ ば な ら な い 。  

 既 修 得 単 位 が 認 定 さ れ た 事 例 と し て 、 平 成 16 年 度 に は 、 １ 名 の 申 し 出 が あ

り 、 本 学 入 学 直 前 に 在 籍 し て い た 北 海 道 大 学 大 学 院 法 学 研 究 科 （ 平 成 16 年 ３

月 修 了 ）に お け る 履 修 科 目 の 一 部 が 、本 学 法 科 大 学 院 の 展 開・先 端 科 目 Ⅰ 群「 著

作 権 法 」（ ２ 単 位 ） 及 び 基 礎 法 学 ・ 隣 接 科 目 群 「 ア メ リ カ 法 」（ ２ 単 位 ） に 相 応

す る も の と し て 選 択 必 修 計 ４ 単 位 分 が 認 定 さ れ た（【 別 添 資 料 Ⅹ Ⅶ 】平 成 16 年

度 既 修 得 単 位 認 定 参 照 ）。ま た 、平 成 17 年 度 に は 、や は り １ 名 の 申 し 出 が あ り 、

そ の 者 が 在 籍 し て い た 慶 応 義 塾 大 学 大 学 院 法 学 研 究 科（ 平 成 ８ 年 ３ 月 修 了 ）に

お け る 履 修 科 目 の 一 部 が 、 当 法 曹 実 務 専 攻 の 基 礎 法 学 ・ 隣 接 科 目 群 「 政 治 学 」

（ ２ 単 位 ）及 び 行 政 学（ ２ 単 位 ）に 相 応 す る も の と し て 選 択 必 修 ２ 単 位 分 が 認

定 さ れ た （【 別 添 資 料 Ⅹ Ⅷ 】 平 成 17 年 度 既 修 得 単 位 認 定 参 照 ）。    

以 上 に よ り 【 解 釈 指 針 ４ － １ － ２ 】 を 充 た し て い る 。
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資 料 ４ － １ － ２ － １  横 浜 国 立 大 学 大 学 院 国 際 社 会 科 学 研 究 科 法 曹 実 務  

専 攻 規 則 第 ９ 条 及 び 第 １ ０ 条  

 

 （入学前既修得単位の認定）  
第９条 専攻への入学前に大学院で修得した授業科目の単位（科目等履修生として修得

した単位を含む。）は、専攻のカリキュラムと照らし合わせて相応するものについては、

専攻会議の議を経て、これを専攻における単位としても認定することができる。  
 
（認定単位の上限）  
第10条 第７条第４項及び前条の規定により与えることのできる単位数は、合計１２

単位を超えないものとする。  
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基準４－１－３ 

一学年を終了するに当たって履修成果が一定水準に達しない学生に対し、次

学年配当の授業科目の履修を制限する制度（以下、「進級制」という。）が原則

として採用されていること。 

 
 （基準４－１－３に係る状況） 

 本 学 法 科 大 学 院 に お い て は 、上 記 の 意 味 で の「 進 級 制 」に 相 当 す る も の と し

て 、２ 年 次 以 降 の 法 律 基 本 科 目 群 、法 律 実 務 基 礎 科 目 群 及 び 総 合 演 習 科 目 群 に

属 す る 演 習 ・ 実 習 形 式 の 授 業 科 目 に つ き 、 憲 法 、 民 法 、 商 法 、 刑 法 、 民 事 訴 訟

法 、刑 事 訴 訟 法 等 の 関 連 す る 一 定 の 既 修 得 科 目 又 は 既 修 得 単 位 を 履 修 要 件 と す

る 制 度 が 設 け ら れ て い る（【 資 料 ４ － １ － ３ － １ 】横浜国立大学大学院国際社会科

学研究科法曹実務専攻規則 別表２参 照 ）。こ の 制 度 は 、「 履 修 案 内 」中 に 掲 載 さ れ

た 「 法 曹 実 務 専 攻 履 修 細 目 」（ 以 下 、「 細 目 」 と 略 称 ） で も 言 及 さ れ て お り 、 入

学 時 に 行 わ れ る 教 務 関 係 の オ リ エ ン テ ー シ ョ ン で も 注 意 を 喚 起 し て い る 重 要

事 項 の １ つ で あ る 。  

 同 制 度 に よ れ ば 、上 記 の 履 修 要 件 を 満 た す こ と が で き な い 学 生 は 、結 果 と し

て 原 級 に と ど ま る の と ほ ぼ 同 様 の 取 扱 い と な る 。現 実 に 、２ 年 次 か ら ３ 年 次 に

進 級 す る と き を 中 心 に 毎 年 数 名 が 次 学 年 の 科 目 の 履 修 要 件 を 充 た さ ず 、修 了 年

限 を 延 長 し て 学 習 し て い る （【 別 添 資 料 Ⅹ Ⅸ 】 履 修 要 件 を 満 た さ な か っ た た め

配 当 年 次 に 履 修 で き な か っ た 者（ 平 成 16 年 度 ～ 平 成 19 年 度 ）及 び【 別 添 資 料

Ⅹ Ⅹ 】 平 成 20 年 度 留 年 者 数 参 照 ）。 以 上 に よ り 【 解 釈 指 針 ４ － １ － ３ － １ 】 を

充 た し て い る 。  

 【 別 添 資 料 Ⅹ Ⅹ Ⅰ 】 平 成 19 年 度 法 曹 実 務 専 攻 修 了 者 数 及 び 未 修 了 者 数  
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資 料 ４ － １ － ３ － １  横浜国立大学大学院国際社会科学研究科法曹実務専攻規則 

別表２  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：平成 20 年度履修案内Ｐ67 
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４－２ 修了認定及びその要件 

 

基準４－２－１ 

法科大学院の修了要件が、次に掲げるすべての基準を満たしていること。 

（１）３年（３年を超える標準修業年限を定める研究科、専攻又は学生の履

修上の区分にあっては、当該標準修業年限）以上在籍し、９３単位以上を

修得していること。 

この場合において、次に掲げる取扱いをすることができる。 

ア 教育上有益であるとの観点から、他の大学院（他の専攻を含む。）

において履修した授業科目について修得した単位を、３０単位を超え

ない範囲で、当該法科大学院における授業科目の履修により修得した

ものとみなすこと。 

      なお、９３単位を超える単位の修得を修了の要件とする法科大学院

にあっては、その超える部分の単位数に限り３０単位を超えてみなす

ことができる。 

イ 教育上有益であるとの観点から、当該法科大学院に入学する前に大

学院において履修した授業科目について修得した単位を、アによる単

位と合わせて３０単位を超えない範囲で、当該法科大学院における授

業科目の履修により修得したものとみなすこと。 

     なお、当該単位数、その修得に要した期間その他を勘案し、１年を

超えない範囲で当該法科大学院が定める期間在学したものとみなす

ことができる。 

ウ 当該法科大学院において必要とされる法学の基礎的な学識を有す

ると認める者（以下、「法学既修者」という。）に関して、１年を超え

ない範囲で当該法科大学院が認める期間在学し、アとイによる単位と

合わせて３０単位（アのなお書きにより３０単位を超えてみなす単位

を除く。）を超えない範囲で当該法科大学院が認める単位を修得した

ものとみなすこと。 

（２）次のアからカまでに定める授業科目につき、それぞれアからカまでに

定める単位数以上を修得していること。 

 ただし、３年未満の在学期間での修了を認める場合には、当該法科大学

院において、アからウまでに定める授業科目について合計１８単位以上並

びにエからカに定める授業科目についてそれぞれエからカに定める単位

数以上を修得していること。 

ア 公法系科目       ８単位 

イ 民事系科目      ２４単位 

ウ 刑事系科目      １０単位 

エ 法律実務基礎科目    ６単位 

オ 基礎法学・隣接科目   ４単位 

カ 展開・先端科目    １２単位 

（３）法律基本科目以外の科目の単位を、修了要件単位数の３分の１以上修

得していること。（基準２－１－３参照。） 
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 （基準４－２－１に係る状況）  
 本学法科大学院、すなわち大学院国際社会科学研究科法曹実務専攻の学生は、「専攻規

則」第４条により、同専攻に３年以上在学し、かつ所定の単位数を修得しなければ修了

要件を満たすことができない。修了必要単位数は 96 単位である。  
平成 19 年度入学未修者・平成 20 年度入学既修者から，予備評価での指摘にしたがっ

て、修了必要単位数 96 単位のうち、法律基本科目群必修 56 単位、法律実務基礎科目群

必修 13 単位、総合演習科目群必修８単位、基礎法学・隣接科目群選択４単位、そして展

開・先端科目群選択 12 単位、以上において選択しなかった法律実務基礎科目群、基礎法

学･隣接科目群、展開・先端科目Ⅰ群と展開・先端科目Ⅱ群、チュートリアルの中から選

択として３単位以上（ただし、チュートリアルは２単位までしか修了要件単位に算入し

えず、リサーチ・ペーパーは修了要件単位に算入しえない。）と、改めている。（【資料４

－２－１－１】修了要件一覧表参照） 

予備評価で法律基本科目に分類すべきとされた「企業取引と法」「民事法総合演習Ⅰ」

はそれぞれ「商法Ⅲ」｢民事訴訟法演習｣と改名して法律基本科目 56 単位の中に組み込ん

でいる。「公法総合演習」は授業内容を改めて、「民事法総合演習」、「刑事法総合演

習Ⅱ」とともに、法律実務基礎科目と位置づけている。そのため、「TutorialⅠ～Ⅳ」、

「刑事法総合演習Ⅰ」は法律基本科目と位置づけているが、その単位数（「Tutorial」

２科目で２単位、「刑事法総合演習Ⅰ」2 単位）を合わせても、法律基本科目の修了必

要総単位数は 60 単位で、法律基本科目以外の総必要単位数 36 単位（96 単位－60 単位）

は修了要件単位数の 3 分の 1（32 単位）以上となり、その結果、基準の必要割合が確保

されている。また、展開・先端科目の単位数も基準の必要単位数が確保されている。 

以上のもとでいくつかの特例が認められている。 

 第１に、本学法科大学院の学生は、他大学大学院又は本学大学院の他の研究科若しく

は学府又は国際社会科学研究科の他の専攻の授業科目を履修することができ（【資料４

－２－１－２】横 浜 国 立 大 学 大 学 院 国 際 社 会 科 学 研 究 科 法 曹 実 務 専 攻 規 則（ 抜 粋 ）

７条１項ないし３項参照）、これによって修得した単位を一定の範囲で修了要件として

の総単位数に算入することができる。また、本学法科大学院に入学する以前に大学院で

修得した授業科目の単位についても、すでに述べたように、同専攻カリキュラムと照ら

し合わせて相応するものに限り、専攻会議の議を経て修了要件単位に算入することがで

きるものとされている（【資料４－２－１－２】横 浜 国 立 大 学 大 学 院 国 際 社 会 科 学 研

究 科 法 曹 実 務 専 攻 規 則（ 抜 粋 ）９条参照）。けれども、これらの特例によって修了要

件単位に算入可能な単位数は、合計 12 単位を超えることができない。 

 第２として、既修者認定試験に合格した者の特例がある。すなわち、同試験合格者は、

法律基本科目群の授業科目のうち認定された試験科目の合計 24 単位を修得したものと

みなされ、修業年限の１年短縮が可能となる（【資料４－２－１－２】横 浜 国 立 大 学 大

学 院 国 際 社 会 科 学 研 究 科 法 曹 実 務 専 攻 規 則 （ 抜 粋 ） 第 ６ 条 参照）。24 単位の内訳

は、公法系科目のうち憲法４単位、民事系科目のうち民法 14 単位、刑事系科目のうち

刑法６単位である。この場合にも法律基本科目を 32 単位（56 単位－24 単位）修得する

ことが必要となる。  

以上により【基準４－２－１】を充たしている。 
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資料４－２－１－１ 修了要件一覧表  
    

（１）修了要件  
    開講科目の総単位数は１６５単位である。修了のためには、本専攻に３年以上在学し、

かつ、次に掲げる単位を修得しなければならない。  
      法律基本科目群          必  修  ５６単位  
      法律実務基礎科目群        必  修  １３単位  
      総合演習科目群          必  修   ８単位  
      基礎法学・隣接科目群     選  択   ４単位  
      展開・先端科目Ⅰ群・Ⅱ群   選     択  １２単位  
    その他、以上において選択しなかった法律実務基礎科目群、基礎法学・隣接科目群、展

開・先端科目Ⅰ群と展開・先端科目Ⅱ群、チュートリアルの中から選択として合わせて３

単位以上（ただし、チュートリアルは２単位までしか修了要件単位に算入しえず、リサー

チ・ペーパーは修了要件単位に算入しえない。）  
                合  計         ９６単位以上  
        修了要件一覧表  

必     修  選  択  
法律基本科目

公  
法  
系  

民  
事  
系  

刑

事

系

基実  
礎務  
科  
目  

演総

習合

科 

目 

隣基

接礎

科法

目学

科展

目開

Ⅰ先

 端

科展

目開

Ⅱ先

 端

12 32 12 13 8 4 12 

 
そ  
の  
他  

 
修

了

要

件

77 16 3 96
                         
（２）法学既修者  
   法学既修者と認定された者に関しても、卒業に必要な単位数は、その他の者に関してと同

様とする。  
   ただし、合格した科目に対応する授業科目に関しては、必要な単位数を修得したものとみ

なす（下記の表を参照のこと）。これにより、１年の在学期間の短縮が可能となる。  
   法学既修者と認定されるためには、入学前に行われた法学既修者認定試験に合格していな

ければならない。この試験の結果、全科目の試験科目に合格した者が法学既修者と認定され

る。  

試験科目  対応する授業科目  修得したものとみなす単位数  

憲 法   憲法Ⅰ・Ⅱ   計４単位  
民 法   民法Ⅰ～民法Ⅶ   計14単位  
刑 法  刑事法基礎、刑法Ⅰ・Ⅱ  計６単位  

 
出典：平成 20 年度履修案内 P70-71 
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資料４－２－１－２ 横 浜 国 立 大 学 大 学 院 国 際 社 会 科 学 研 究 科 法 曹 実 務 専 攻  

規 則 （ 抜 粋 ）  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
平成 20 年度履修案内 P62
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 ４－３ 法学既修者の認定 

基準４－３－１ 

法科大学院が、当該法科大学院において必要とされる法学の基礎的な学識

を有する者であると認める（いわゆる法学既修者として認定する）に当たっ

ては、法律科目試験の実施、その他の教育上適切な方法が用いられているこ

と。 

 

 （基準４－３－１に係る状況）  
 本 学 法 科 大 学 院 に お け る 法 学 既 修 者 の 認 定 は 、既 修 者 認 定 試 験 に お い て 、憲

法 、民 法 、刑 法 の 試 験 を 行 い 、そ れ ぞ れ の 科 目 す べ て に 合 格 点 を 獲 得 し た 者 に

所 定 の 各 単 位（ 憲 法 Ⅰ・Ⅱ の 計 ４ 単 位 、民 法 Ⅰ ～ Ⅶ の 計 14 単 位 、刑 事 法 基 礎 、

刑 法 Ⅰ ・ Ⅱ の 計 ６ 単 位 ）を 修 得 し た も の と み な し て 、法 学 既 修 者 と し て 認 定 す

る 制 度 を と っ て い る （【 資 料 ４ － ３ － １ － １ 】 法学既修者認定試験参照）。 開 設 当

時 は 、行 政 法 が 受 験 科 目 に 含 ま れ 、ま た 一 部 科 目 で 認 定 に 至 ら な い 科 目 が あ っ

て も 20 単 位 以 上 で 既 修 者 認 定 さ れ て い た が 、 既 修 者 の 入 学 後 の 履 修 状 況 お よ

び 到 達 度 を 検 討 し 、 改 善 し た 。  

平 成 17 年 度 入 試 以 降 に お い て は 、 本 大 学 院 の 基 本 理 念 （ 公 平 性 、 開 放 性 、

多 様 性 ）を よ り 的 確 に 実 現 す る た め 、適 正 規 模 の 法 学 既 修 者 数 を 確 保 で き る よ

う 、入 試 方 法 を 次 の よ う に 見 直 す こ と と し た 。す な わ ち 、入 試 時 期 を ２ 回 に 分

け 、 A 日 程 と B 日 程 を 設 け た 。 A 日 程 入 試 は 、 募 集 人 員 40 名 と し 、 平 成 16 年

度 入 試 と 同 一 の 選 抜 方 法 に よ り 、非 法 学 部 出 身 者 や 社 会 人 を 考 慮 し た 試 験 を 行

い 、B 日 程 入 試 は 、募 集 人 員 を 10 名 と 少 な め に 設 定 す る が 、既 修 者 認 定 試 験 と

同 一 科 目 ・ 同 一 配 点 の 法 律 科 目 の 試 験 を 行 う こ と と し た 。 そ し て 、 B 日 程 の 個

別 入 試 と 同 日 に 、 A 日 程 入 試 合 格 者 に 対 す る 既 修 者 認 定 試 験 を 併 せ て 行 い 、 法

学 既 修 者 は 、 A 日 程 入 試 合 格 者 お よ び B 日 程 入 試 合 格 者 の 中 か ら 同 一 基 準 に よ

り 選 抜 す る こ と に し た（【 資 料 ４ － ３ － １ － １ 】法学既修者認定試験、【 資 料 ４ －

３ － １ － ２ 】 法学既修者認定試験受験者心得及び【 資 料 ４ － ３ － １ － ３ 】 平成 20
年度法学既修者認定試験合格者等一覧参 照 ）。  

各 年 度 の 既 修 者 と し て 認 定 さ れ た 学 生 の 数 は【 資 料 ４ － ３ － １ － ３ 】平成 20
年度法学既修者認定試験合格者等一覧の と お り で あ る 。  

本 法 科 大 学 院 は 法 学 部 を も た な い 大 学 院 で あ り 、既 修 者 認 定 は 、認 定 さ れ る

科 目 に つ い て 行 わ れ 、そ れ ぞ れ 相 応 の 問 題 数 ・解 答 時 間 で 行 わ れ る 既 修 者 認 定

試 験 の み に よ っ て 判 定 さ れ ・ 単 位 数 も 24 単 位 で あ る こ と か ら 、 同 一 大 学 の 法

学 部 出 身 者 の 入 学 す る 可 能 性 や 試 験 科 目 以 外 の 科 目 の 単 位 認 定 や 他 機 関 の 資

料 の 参 照 な ど と い っ た 事 情 か ら 生 じ る 問 題 は な い 。  

（ 以 上 に よ り【 解 釈 指 針 ４ － ３ － １ － １ 】【 解 釈 指 針 ４ － ３ － １ － ２ 】【 解 釈

指 針 ４ － ３ － １ － ３ 】【 解 釈 指 針 ４ － ３ － １ － ４ 】【 解 釈 指 針 ４ － ３ － １ － ５ 】

を 充 た し て い る 。）  

以 上 に よ り 【 基 準 ４ － ３ － １ 】 を 充 た し て い る  

 【 別 添 資 料 Ⅹ Ⅹ Ⅱ 】 平 成 20 年 度 学 生 募 集 要 項 参 照  
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資料４－３－１－１ 法学既修者認定試験  

               出典：平成 20 年度学生募集要項 P10-11 
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資料４－３－１－２ 法学既修者認定試験受験者心得  
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資料４－３－１－３ 平成 20 年度法学既修者認定試験合格者等一覧  
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 ２ 優れた点及び改善を要する点等 

（１）優れた点 

①学生に対する成績の告知につき、各科目とも、秀・優・良・可・不可の分類だけでは

なく、点数も告知し、平常点と学期末試験得点の内訳も告知して、学生の能力及び資

質を正確に反映する客観的かつ厳正なものとし、学生にも改善点を具体的に促してい

ること。  
②学期末試験にあっては、学生に各科目の解答・講評集を交付し、学生に学習の改善点

の発見を具体的に促すと共に、学生の能力及び資質を正確に反映する客観的かつ厳正

な成績評価を学生側からの検証にも適合するものとしていること。  
 
（２）改善・検討または努力を続けるべき点等  
①優以上の比率が高い科目など厳格な成績評価の観点から点検の必要なものに関しては、

法曹実務専攻会議での口頭の注意と点検に加え、平成 20 年度から、成績評価以前に

学期末試験前に個別に注意を与え、必要に応じて成績確定以前に専攻長と協議するこ

ととしたので、20 年度前期には徹底した結果となると予想されるが、なお結果を注視

し、一層の厳格化に努力することとしていること。  
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第５章 教育内容等の改善措置 

 

 １ 基準ごとの分析 

 

 ５－１ 教育内容等の改善措置 

 

基準５－１－１ 

教育の内容及び方法の改善を図るための研修及び研究が、組織的かつ継続

的に行われていること。 

 
 （基準５－１－１に係る状況） 

１）組織的かつ継続的な対応 

教育の内容及び方法の改善を図るための取り組みについては、本学法科大学院発足時

（平成16年）から「教育研究高度化委員会」（以下、「高度化委員会」と略称する）を設

け、 

この委員会を中心に、下記のような課題設定と活動方針の下、様々な活動を行ってきて

いる。 

 

Ⅰ 教育改善に関する諸課題 

１．授業科目ごとの教材の周到な準備、その改良 

２．新しい授業方法の工夫と試み 

３．授業科目間の連携強化 

４．厳正な成績評価の徹底 

５．その他（現行カリキュラムの問題点、新司法試験への対応、教員研修など） 

 

Ⅱ 活動方針 

１.教材について 

①自前の教材作りの一層の推進 

②指定教科書等の厳選、その効果的な利用法の探求 

③利用者である学生の声の反映 

 

２.授業方法について 

①双方向型授業の有効活用 

②公開授業による教員の相互診断 

③学生アンケートの実施（学期途中・学期末） 

 

３.科目間の連携強化について 

①公法系、民事系および刑事系ごとの連絡会議の定期的開催 

②いわゆるコア科目群と展開・先端科目群との連絡調整 

③「高度化委員会」による統括（ただし、教務委員会との間で役割分担） 

 

４.成績評価について 

①多元的な評価方法の採用（小テスト、レポート、期末試験など） 

②評価基準の平準化、単位の実質化 

③単位未修得者の取り扱い 

 

５.その他 

 

Ⅲ 具体的計画 

１.「高度化委員会」における手作り教材の調査 
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２.年次配当の演習科目用教材の点検・見直し 

３.年次配当の演習用教材の完成 

４.学期途中の学生アンケートによる日常的な授業改善 

５.公開授業の実施 

６.成績評価基準の統一 

７.自己評価と第三者評価のための資料収集 

８.その他 

 

この活動計画にもとづき、「高度化委員会」は、ほぼ毎月１回、場合によっては数回の

会議を重ねて諸課題に取り組んできた（【資料５－１－１－１】平成19年度教育研究高

度化委員会開催日及び議題参照）。 

 

資料５－１－１－１ 平成 19 年度教育研究高度化委員会開催日及び議題  
教育研究高度化委員会の開催日及び議題  

平成１９年４月１６日 自己点検評価書の作成について、つながる君（学生からの目安

箱）の担当について、自習室の浄水器設置について  

同年５月２１日 授業に関する学生アンケート（前期・中間）の実施方法について  

同年６月２５日 アンケート集計の進行状況、集計結果のまとめ方について、つながる

君に関する報告  

同年７月９日 アンケート（前期・期末及び夏季集中講義）の実施について、アンケー

ト自由記載欄のまとめについて、自己点検評価書の外部評価について  

同年９月１０日 アンケート集計結果、アンケート結果の学生への公表について  

同年１０月１５日 第三者評価について、中期計画について、学生のＧＰＡについて  

同年１１月１２日 アンケート（後期・中間）の実施について、つながる君に関する報

告、公開授業について、アンケート結果に対応した授業改善計画提

出について  

同年１２月１０日 アンケート集計結果、自己評価書の作成について、授業改善計画書

の配布について  

平成２０年１月２１日 アンケート（後期・中間）の公表について、アンケート（後期・

期末）の実施について  

  

 

 

（２）教育改善のための研修及び研究  
 平成 19 年 11 月 29 日には、元最高裁判事園部逸夫氏を招き、本学経済学会と本法律系

との共催で、「最高裁判例の意義」と題する講演会を開催した。同氏の講演内容は、直接

的には学生たちに向けられたものであったが、最高裁判例の形成過程等に関する氏の貴

重な経験に基づく種々の指摘は、それを日頃教材として教育に当たっている教員にとっ

ても資するところが大きかった。 

 本学法科大学院発足時から、前後学期ごとに一度ずつ教員間の相互研修を目的とした

「公開授業」を実施しており、全教員が、同僚による授業の方法や進め方を参考にし、

また点検し合う機会を提供している。平成 19 年度は、平成 19 年６月 25 日から７月６日

の間と平成 19 年 11 月 20 日から 12 月３日の間、実施した（参観者に対する注意事項を
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定めた【資料５－１－１－２】公開授業について参照）。 

 平成 18 年度から、新司法試験が実施されている。そこで、平成 18 年には 10 月 27 日

に、平成 19 年には 10 月 31 日に、当該年度の合格者を招いて教員から本学法科大学院

の授業全般について意見を聞く機会を設けた。また、平成 19 年 11 月 12 日には、その

際の意見や、平成 19 年度の本学法科大学院修了生の新司法試験の結果について在学生

から寄せられた意見等を踏まえ、拡大高度化委員会を開催し、教員間で今後の授業方法

の改善について話し合った（【別添資料ⅩⅩⅢ】拡大ＦＤ委員会議事録）。学生に対して

は、平成 19 年 12 月 1 日に、専攻長名で、本専攻の成績と新司法試験合格との間には相

関関係があるので、日常の授業を着実にこなすように努力すべき旨を伝える文書を配付

した（【別添資料Ⅲ】法曹実務専攻の成績と新司法試験合格との相関関係について）。  
そのほか、平成 16 年度～18 年度の「持続可能な実務教育体制と教材開発―『横浜モ

デル』の導入  」に対する法科大学院等専門職大学院形成支援プログラムに対する補助金

に引き続き、平成 19 年度・20 年度にも、本学法科大学院において、「『展開・先端科目

を中心とした教材開発』プロジェクト」に対し、専門職大学院等教育推進プログラムに

よる補助金を獲得することができた。このプロジェクトの一環として、ドイツ・アメリ

カ・イギリスに数名の教員が派遣され、法曹教育制度、教育方法・教材に関する情報・

資料を収集し、現在、それを活用しつつ横浜弁護士会とも提携しながら教材開発を進め

ている。  
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資料５－１－１－２ 公開授業について  

 

              
（３）学生アンケートによる授業評価等 

 上記の活動計画にもとづき、平成 19 年度の場合は、特に学生の声を反映させた授業

内容等の改善を重点課題として位置づけ、前後学期ごとに中間及び学期末の２回にわた

って「授業に関する学生アンケート」を実施した（休業期間中開講科目に関しても、同

一内容のアンケートを１回にまとめて実施した）。形式は、学期中間時のものは自由記

載欄の方式によるものであり（【資料５－１－１－３】「授業に関する学生アンケート実

施に関するお願い」、【資料５－１－１－４】授業に関する学生アンケートについてのお

願い、【資料５－１－１－５】平成 19 年度後期中間授業アンケート参照）、学期末のも

のはマークシート方式によるものである（【資料５－１－１－６】平成 19 年度後期授業

アンケート参照）。アンケートの回収は教員が当たらず、学生に行わせていて、回収率
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を上げるよう努めている。中間時のアンケートを自由記載欄方式によっているのは、そ

の方が学生の生の声を把握しやすいからであり、アンケート用紙を回収後、直ちにその

コピーを各担当教員に配付して、反映させうる意見はすみやかに当該授業に反映させう

るようにしている。また、学生の意見が授業に反映されることを担保するために、アン

ケートに現れた意見に対する対応等に関しては「授業改善計画書」によって明示するこ

ととし（【資料５－１－１－７】「授業改善計画書」）、これを系長室受付に備えおいて教

員の自由な閲覧に供し、学生に対しては、必要に応じ、「授業改善計画書」の内容を別

途、書面・口頭によって伝えることとしている。さらに、これらの措置とは別個に、高

度化委員会においてアンケート結果の取りまとめを作成して教員に配付し、各自の授業

の改善のための参考となしうるようにはかるとともに（【別添資料ⅩⅩⅣ】「授業アンケ

ート集計結果（自由記載欄まとめ・ＬＳ）」）、学生向けにはその要約版を公表している

（【別添資料ⅩⅩⅤ】19 年度後学期学生授業アンケート集計結果（自由記載欄まとめ・

LS＋IR）））。          

学期末のアンケートは各学期の授業の総括として、16 項目の事項を点数で評価すると

いう方式によっているが、これに関しても、各自の担当科目に関するアンケート結果を

各担当教員に配付するとともに（【別添資料ⅩⅩⅥ】「授業アンケート集計結果（マーク

シート方式・LS）」）、高度化委員会において作成し取りまとめ結果を教員に、その要約

版を学生に開示している（【別添資料ⅩⅩⅦ】「平成 19 年度後学期学生授業アンケート

集計結果（マークシート方式・LS）」）。  
そのほか、必ずしも授業内容や方法に限定されるわけではなく、施設・設備等をも含

め、本学法科大学院における学習・生活面全般に関する要望を受け付けているものであ

るが、「つながる君」と呼んでいる投書箱を平成 18 年度から事務（法科大学院係）室に

設置し（【資料５－１－１－８】ご意見箱・つながる君参照。平成 20 年度からは、国経

法棟３階事務室前に場所を移動した）、広く学生の意見を吸い上げることに努めている

（学生が投書しやすいように、匿名によることを認めている）。寄せられた意見に対し

ては、高度化委員会限りで対処可能なものは対処し、そうでないものに関しては、系長、

専攻長、関係の各委員会の委員長に取り次ぎ、そこで対処するようにしている。たとえ

ば、前掲した専攻長名での文書（【別添資料Ⅲ】法曹実務専攻の成績と新司法試験合格

との相関関係について）の公表には、平成 19 年度の新司法試験の結果に対する本法科

大学院の考えを示してほしいとの投書箱に寄せられた学生からの要望も１つの切っ掛

けになっている。  
本学法科大学院では、発足以降カリキュラムの改善に努めており、それらには、法科

大学院予備評価における指摘を受けて行ったものもあるが、授業アンケートの結果も反

映されている。 

【解釈指針５－１－１－１】【解釈指針５－１－１－２】【解釈指針５－１－１－３】 
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資料５－１－１－３「授業に関する学生アンケートの実施に関するお願い」 
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資料５－１－１－４「授業に関する学生アンケートについてのお願い」 
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資料５－１－１－５「平成 19 年度後期中間授業アンケート」 
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資料５－１－１－６「平成 19 年度後期授業アンケート」 
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資料５－１－１－７「授業改善計画書」 
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資料５－１－１－８（１）「ご意見箱・つながる君」 
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資料５－１－１－８（２）「ご意見箱・つながる君」 



横浜国立大学大学院国際社会科学研究科法曹実務専攻 第 5 章 

 96

 

基準５－１－２  

法科大学院における実務家教員における教育上の経験の確保、及び研究者

教員における実務上の知見の確保に努めていること。 

 
 （基準５－１－２に係る状況）  

学外における教育研修の一例として、法科大学院協会の企画による研究者教員研修プ

ログラムとして実施される司法研修所での研修に毎年参加している。平成 19 年度は、

平成 19 年５月 31 日の民事研修と６月 12 日の刑事研修に、それぞれ教員１名を派遣し

た。 

学内における研修の例としては、地元の法曹関係者にも参加を呼びかけて、横浜民事

法研究会を年９回程度開催しており、この研究会で報告された判例研究のいくつかは、

すでに本大学院紀要『国際経済法学』の誌面上で公表されている。 

本学法科大学院における実務家教員は、豊富な教育経験をもつ者が多く、教材作りや

授業計画、各回の進行など、研究者教員との協働関係をも深めるべく常日頃から研鑽を

重ねている。とりわけ、民事法総合演習や刑事法総合演習Ⅰ・Ⅱなど、研究者教員と実

務家教員の方法が関わる授業においては、授業前などに担当教員全員が集まって授業計

画等について議論し、お互いの知見を深めつつ、研鑽を積んでいる。 

本専攻においては、平成 19 年度・20 年度に、「『展開・先端科目を中心とした教材開

発』プロジェクト」に対し、専門職大学院等教育推進プログラムによる補助金を獲得す

ることができた（【資料５－１－２－１】平成 19 年度専門職大学院等教育推進プログラ

ム申請書（様式）、【資料１－１－１－４】平成 19 年度における「専門職大学院等教育

推進プログラム」（平成 19 年度選定分）の交付内定等について〔前出 12 ページ〕参照）。

このプロジェクトは、本学法律系と横浜弁護士会専門実務研究会とが連携して、展開・

先端科目の教材を開発しようというものであるが、その作成過程において、本専攻の研

究者教員が横浜弁護士会に出向き、専門実務研究会の各部会所属の弁護士と協議・議論

する機会が多く、実務的な知見を得るための格好の機会となっている（【資料５－１－

２－２】「大学改革推進プログラム合同フォーラム用ポスター」参照）。  
【解釈指針５－１－２－１】  
 

【 別 添 資 料 Ⅹ Ⅹ Ⅷ  『国際経済法学』15 巻３号以下掲載の判例研究】  
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資料５－１－２－１（１） 

「平成 19 年度大学改革推進等補助金（大学改革推進事業）調書」 
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資料５－１－２－１（２） 
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資料５－１－２－１（３） 
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資料５－１－２－１（４） 
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資料５－１－２－２「大学改革推進プログラム合同フォーラム用ポスター」 
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２ 優れた点及び改善を要する点等 

①授業の方法やその内容、教材など多角的な観点から、教育を受ける側の学生の声を汲

み上げ、教員の側が謙虚に耳を傾けるべき諸点について整理分析し、個々の授業科目

の担当者のみならず、全教員スタッフがその成果を共有するように努めていること。 

②前後学期とも学期末の学生アンケートのほか学期中の中間アンケートを実施し、授業

にかかわる問題点を担当教員自身ができるかぎり早期に発見し、早期に解決する方策

を講じていること。 

③学期中の中間アンケートにより学生から寄せられた要望・意見については、その後直

ちに担当教員に伝達するとともに、授業改善計画書を提出することとして、学期途中

での授業改善に組織をあげて具体的に取り組んでいること。 

④専門職大学院等教育推進プログラムによる補助金を得て、地元弁護士会とも連携しつ

つ、「『展開・先端科目を中心とした教材開発』プロジェクト」に取り組んでいること。 

 

（２）改善・検討または努力を続けるべき点等 

該当なし。 
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 第６章 入学者選抜等  

 

 １ 基準ごとの分析 

 

 ６－１ 入学者受入 

 

基準６－１－１ 

 公平性，開放性，多様性の確保を前提としつつ，各法科大学院の教育の理

念及び目的に照らして，各法科大学院はアドミッション・ポリシー（入学者

受入方針）を設定し，公表していること。 

 
 （基準６－１－１に係る状況） 

本 学 法 科 大 学 院 は 、法 律 専 門 職 を 志 望 す る 者 に と っ て 、公 平 な 機 会 が 与 え ら

れ る よ う 、広 く 門 戸 を 開 放 し 、多 様 な 社 会 的 経 験 を 有 す る 者 を 積 極 的 に 受 け 入

れ る こ と を 基 本 方 針 と し て お り 、 こ れ を 、 公 平 性 、 開 放 性 、 多 様 性 と い う ３ つ

の 基 本 理 念（ ア ド ミ ッ シ ョ ン・ポ リ シ ー ）と し て 、広 く 一 般 に 公 表 し て い る（【 別

添 資 料 Ⅰ 】 法科大学院パンフレット、 参 照 。【解釈指針６－１－１－２】）。  

 具 体 的 な 公 表 手 段 は 、横 浜 国 立 大 学 法 科 大 学 院 の パ ン フ レ ッ ト 、ホ ー ム ペ ー

ジ 、 入 学 試 験 に 係 る 学 生 募 集 要 項 な ど で あ る が 、 公 表 に あ た っ て は 、 公 平 性 、

開 放 性 、多 様 性 と い う 基 本 理 念 を 示 す だ け で は 抽 象 的 で あ る た め 、こ れ を わ か

り や す く 表 現 し て 、「 入 学 を 希 望 す る 学 生 は 出 身 学 部 が 法 学 部 で あ る と 非 法 学

部 で あ る と に か か わ ら ず 、ま た 本 学 出 身 者 で あ る と 他 大 学 の 出 身 者 で あ る と に

か か わ ら ず 、 誰 に 対 し て も 広 く 門 戸 を 開 い て い ま す 」 と し て い る 。  

 入 試 委 員 会 と し て は 、こ の 基 本 理 念 を 、パ ン フ レ ッ ト の 他 に も 、法 科 大 学 院

入 試 説 明 会 、ホ ー ム ペ ー ジ や 学 生 募 集 要 項 に 必 ず 記 載 す る こ と に よ り 、本 学 法

科 大 学 院 の 入 学 志 願 者 お よ び 一 般 に 対 し て 周 知 す る よ う に し て き て い る （【 資

料 ６ － １ － １ － １ 】 入 試 情 報 （ 説 明 会 の お 知 ら せ ）、【 資 料 ６ － １ － １ － ２ 】 法

曹 実 務 専 攻 案 内 、【 資 料 ６ － １ － １ － ３ 】国際社会科学研究科法律系ホームページ、

【別添資料ⅩⅩⅨ】パンフレット送付先リスト参照）。  
上 記 の ア ド ミ ッ シ ョ ン ・ ポ リ シ ー を 実 現 す る た め に 、 本 学 法 科 大 学 院 で は 、

入 学 者 受 入 に 際 し て 、入 試 委 員 会 お よ び 広 報 委 員 会 を 中 心 に 活 動 し て 、入 学 試

験 に 際 し て は 、 A 日 程 ・ B 日 程 と も 「 入 学 試 験 実 施 要 項 」 を 作 成 し 、 責 任 あ る

実 施 体 制 を 組 織 し て い る（【 資 料 ６ － １ － １ － ４ 】入 学 試 験 実 施 要 項 参 照 。【 解

釈 指 針 ６ － １ － １ － １ 】）。  
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資料６－１－１－１ 入試情報 （ 説 明 会 の お 知 ら せ ）  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：法科大学院ホームページ  
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資料６－１－１－２ 法曹実務専攻案内  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：平成 20 年度募集要項Ｐ12-13 
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資料６－１－１－３（１） 国際社会科学研究科法律系ホームページ  
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資料６－１－１－３（２） 国際社会科学研究科法律系ホームページ  
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資料６－１－１－３（３） 国際社会科学研究科法律系ホームページ  
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資料６－１－１－３（４） 国際社会科学研究科法律系ホームページ
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資料６－１－１－４（１）入学試験実施要項 
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資料６－１－１－４（２）入学試験実施要項  
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基準６－１－２ 

入学者選抜が各法科大学院のアドミッション・ポリシーに基づいて行われて

いること。 

 
 （基準６－１－２に係る状況） 

（ 基 準 ６ － １ － １ に 係 る 状 況 ） に お い て 述 べ た アドミッション・ポリシーを実

施するために、本学法科大学院では、入学者受入に際して、入試委員会を中心に活動し

て、入学試験に際しては、A 日程・B 日程とも「入学試験実施要項」を作成し、責任あ

る実施体制を組織している（【資料６－１－１－４】平成 20 年度（2008 年度）法曹実

務専攻入学試験実施要項〔前出 110-111 ページ〕参照）。具体的には下記の通りである。  
 本 学 法 科 大 学 院 の 入 学 者 選 抜 に お い て は 、す べ て の 志 願 者 に 対 し 、選 抜 に 際

し て 法 律 専 門 科 目 の 試 験 は 課 さ ず に 、法 律 専 門 職 に 必 要 と さ れ る 潜 在 的 な 資 質

を 正 当 に 評 価 す る と い う 観 点 か ら 、 大 学 入 試 セ ン タ ー 適 性 試 験 （ 平 成 19 年 度

入 試 か ら は 日 弁 連 法 務 研 究 財 団 に よ る 適 性 試 験 と の 選 択 を 認 め る こ と と し た 。

以 下 、本 章 に お け る 適 性 試 験 に 関 す る 記 述 に 関 し て 同 様 。第 １ 次 選 抜 ）の ほ か 、

小 論 文 試 験（ 第 ２ 次 選 抜 。論 理 的 思 考 能 力 お よ び 文 書 表 現 力 を 見 る た め の 試 験 ）、

面 接（ 第 ３ 次 選 抜 。法 曹 志 望 理 由 書 お よ び 社 会 活 動 歴 特 記 事 項 を 重 視 ）に よ り

合 格 者 を 選 抜 し た 。ま た 、個 別 入 試 に お い て 法 律 の 知 識 を 問 わ な い と い う 方 針

の 下 、既 修 者 認 定 試 験 は 合 格 手 続 者 確 定 後 に こ れ を 行 う こ と と し た 。こ の 結 果 、

平 成 16 年 度 入 試 に お い て は 、法 学 部 出 身 者 と 非 法 学 部 出 身 者 の 割 合 も 27 人 対

28 人 と な っ て 、本 学 の 特 色 を 十 分 に 実 現 す る こ と が で き た 。し か し 、反 面 、現

役 対 社 会 人 の 比 率 が 20 名 対 35 名 と な り 、現 役 生 に と っ て は 当 初 想 定 以 上 に 不

利 な 状 況 が 生 じ て し ま っ た 。ま た 、法 学 既 修 者 と し て の 短 期 修 了 者 用 ク ラ ス を

編 成 す る た め の 適 正 な 人 数 と し て 当 初 15 名 程 度 を 予 定 し て い た と こ ろ 、 既 修

者 認 定 試 験 に 合 格 す る 力 を 有 す る 者 が か な り 少 な く 、 よ う や く 11 名 の 合 格 者

を 出 す に と ど ま っ た （【 別 紙 様 式 ２ 】 学 生 数 の 状 況 参 照 ）。  

入 試 委 員 会 と し て は 、こ れ ら の 入 試 結 果 は 、個 別 入 学 試 験 に お い て 、小 論 文

試 験 と 社 会 活 動 歴 等 の 任 意 提 出 書 類 へ の 考 慮 が 重 視 さ れ す ぎ た こ と に 原 因 が

あ る の で は な い か と 分 析 し 、 平 成 17 年 度 入 試 に お い て は 、 本 大 学 院 の 基 本 理

念 （ 公 平 性 、 開 放 性 、 多 様 性 ） を よ り 的 確 に 実 現 す る た め 、 適 正 規 模 の 現 役 生

や 法 学 既 修 者 数 を 確 保 で き る よ う 、 入 試 方 法 を 次 の よ う に 見 直 す こ と と し た 。

す な わ ち 、平 成 17 年 度 入 試 に お い て は 、入 試 時 期 を ２ 回 に 分 け 、A 日 程 と B 日

程 を 設 け た 。A 日 程 入 試 は 平 成 16 年 12 月 に お い て 、募 集 人 員 を 40 名 と し 、平

成 16 年 度 入 試 と 同 一 の 選 抜 方 法 に よ り 実 施 す る こ と に よ り 、 社 会 人 や 非 法 学

部 出 身 者 に 対 す る 開 放 性 を 維 持 す る こ と と し た 。こ れ に 対 し て 、B 日 程 入 試 は 、

平 成 17 年 ２ 月 に 、募 集 人 員 を 10 名 と し て 行 っ た 。こ の 時 期 に 入 試 を 行 う こ と

と し た 理 由 は 、現 役 生 に と っ て 法 科 大 学 院 の 入 試 試 験 が 競 争 上 不 利 に な ら な い

よ う に 大 学 に お け る 授 業 や 定 期 試 験 が 一 般 に 終 了 し て い る 時 期 を 選 択 し た た

め で あ る 。 入 学 試 験 の 方 法 は 、 大 学 入 試 セ ン タ ー 適 性 試 験 、 個 別 入 試 と し て 、

法 律 科 目 試 験 （ 憲 法 、 民 法 、 刑 法 。 か つ て は 行 政 法 も 課 し て い た が 廃 止 し た ）
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お よ び 面 接 と し た 。 そ し て 、 B 日 程 入 試 に お け る 法 律 科 目 試 験 は 、 A 日 程 入 試

合 格 者 に 対 す る 既 修 者 認 定 試 験 と 同 時 に 、同 一 科 目 ・ 同 一 配 点 で 行 い 、法 学 既

修 者 は 、Ａ 日 程 入 試 合 格 者 お よ び B 日 程 入 試 合 格 者 の 中 か ら 、同 一 基 準 に よ り

選 抜 す る こ と と し た 。 こ の 結 果 、 平成 20 年度入試における入学者データによれば、

法学部出身者と非法学部出身者の割合は、31 人対 19 人であるものの、「文部省告示 53
号による社会人等」該当者と「文部省告示 53 号による社会人等」非該当者の割合は、

23 人対 27 人となった。合格者数では、これらは、41 人対 21 人と 29 人対 33 人である

（【 別 紙 様 式 ２ 】 学 生 数 の 状 況 、【 資 料 ６ － １ － ２ － １ 】 平 成 20 年 度 （ 2008 年

度 ） 法 曹 実 務 専 攻 入 学 試 験 結 果 の 概 要 参 照 ）。 
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資料６－１－２－１  平 成 20 年 度 （ 2008 年 度 ） 法 曹 実 務 専 攻 入 学 試 験 結 果 の          

概 要  
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基準６－１－３ 

 法科大学院の入学資格を有するすべての志願者に対して，各法科大学院の

アドミッション・ポリシーに照らして，入学者選抜を受ける公正な機会が等

しく確保されていること。 

 

 （基準６－１－３に係る状況） 

本 学 法 科 大 学 院 は 、 学 生 募 集 要 項 、 ホ ー ム ペ ー ジ 等 で 、「 入 学 を 希 望 す る 学

生 に は 出 身 大 学 が 法 学 部 で あ る と 非 法 学 部 で あ る と に か か わ ら ず 、ま た 本 学 出

身 者 で あ る と 他 大 学 の 出 身 者 で あ る と に か か わ ら ず 、誰 に 対 し て も 広 く 門 戸 を

開 き 」、 ま た 「 多 様 な 社 会 的 経 験 を 有 す る 者 を 積 極 的 に 受 け 入 れ る 」 旨 、 公 表

し て き て い る 。  

  自 校出 身 者 の 合 格 者 は 、 別 紙 様 式 ２ の 示 す よ う に 、 平 成 16 年 度 以 降 、 １ な

い し ３ 名 で 推 移 し て き て お り 、平成 20 年度入試においても、合格者 62 名・入 学 者

50 名 中 の ３ 名 に 留 ま っ て い る 。ま た 、合 格 者 の 出 身 大 学 を 見 て も 、出 身 大 学 は

多 様 で あ っ て 、特 定 の 大 学 に 集 中 し て い な い（【 別 紙 様 式 ２ 】学 生 数 の 状 況 、【 資

料 ６－１－２－１】平 成 20 年 度 （ 2008 年 度 ） 法 曹 実 務 専 攻 入 学 試 験 結 果 の 概 要

〔 前 出 114 ペ ー ジ 〕 参 照 ）。【解釈指針６－１－３－１】。  
なお、本学法科大学院は、寄付等の募集は行っていない。【解釈指針６－１－３－２】 
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基準６－１－４ 

 入学者選抜に当たっては，法科大学院において教育を受けるために必要な

入学者の適性及び能力等が適確かつ客観的に評価されていること。 

 
 （基準６－１－４に係る状況） 

 本 学 法 科 大 学 院 に お け る 入 学 者 選 抜 に お い て は 、ま ず 、法 律 専 門 職 に 必 要 と

さ れ る 潜 在 的 な 資 質 を 正 当 に 評 価 す る と い う 観 点 か ら 、法 科 大 学 院 適 性 試 験 の

成 績 を 考 慮 し た 第 １ 次 選 抜 を 行 う こ と と し て い る 。  

 こ の 第 １ 次 選 抜 合 格 者 に 対 し て 、本 学 法 科 大 学 院 の 個 別 入 試 を 行 う 。第 １ 次

選 抜 合 格 者 お よ び 個 別 入 試 の 内 容 は 、 以 下 の と お り で あ る 。  

ま ず 、 A 日 程 に つ い て は 、 第 1 次 選 抜 (書 類 選 抜 )を 実 施 し て 、 A 日 程 募 集 人

員 の 10 倍 、 す な わ ち 400 人 程 度 を 選 抜 す る 。 選 抜 の 方 法 は 、 法 科 大 学 院 適 性

試 験 お よ び 出 願 書 類 (「 入 学 願 書 」「 志 願 者 申 告 書 A・ B」「 社 会 活 動 歴 に 関 す る

文 書 」 )を 判 断 材 料 と す る 。 そ の 際 、 と り わ け 法 学 分 野 以 外 の 専 門 的 知 識 ・ 経

験 を 重 視 す る （【 資 料 ６ － １ － ４ － １ 】 入 学 願 書 参 照 ）。  

次 に 、第 ２ 次 選 抜 に お い て 小 論 文 試 験 を 課 し 、ま た 第 ３ 次 選 抜 で は 、面 接 を

課 し て い る 。小 論 文 試 験 に お い て は 、法 曹 と し て の 論 理 的 思 考 力 お よ び 文 章 表

現 力 の 資 質 を 見 る こ と を 重 視 し 、か な り の 読 解 力 を 必 要 と す る 書 籍 の 中 か ら 出

題 し て い る 。 小 論 文 問 題 は 、 ホ ー ム ペ ー ジ 上 に 過 去 問 題 と し て 公 表 し て い る 。

採 点 に あ た っ て は 、 独 創 性 よ り は 、 論 理 力 の 優 劣 を 重 視 し て い る （【 別 添 資 料

Ⅹ Ⅹ Ⅹ 】 入 学 試 験 問 題 参 照 ）。  

他 方 、面 接 に 際 し て は 、必 須 出 願 書 類 と し て 、「 法 曹 を 志 望 す る 理 由 」と「 法

曹 適 性 に 関 す る 自 己 評 価 」 を 1000 字 程 度 で 記 載 し た 「 志 願 者 申 告 書 」 (前 述 )

に 基 づ き 質 問 を 行 い 、単 な る 夢 や 理 想 と い っ た 抽 象 的 な 回 答 で は な く 、正 確 で

具 体 的 な 自 己 分 析 に 基 づ く 法 曹 と し て の 自 己 評 価 を 論 理 的 に 回 答 で き る か ど

う か を 測 定 す る こ と と し て い る 。 さ ら に 、 社 会 人 の 出 願 者 に つ い て は 、「 社 会

活 動 歴 」 (前 述 )と そ の 証 明 書 類 の 提 出 を 求 め (任 意 )、出 願 者 の 自 己 分 析 ・ 自 己

評 価 を 証 明 す る 手 段 と し て 利 用 し 、面 接 評 価 に 客 観 性 を も た せ る よ う に 配 慮 し

て い る 。【 解 釈 指 針 ６ － １ － ４ － １ 】  

上 記 か ら 明 ら か な よ う に 、法 学 未 修 者 の 入 学 選 抜 に お い て 、旧 司 法 試 験 の 短

答 式 試 験 ま た は 論 文 試 験 の 合 格 実 績 、法 学 検 定 試 験 の 合 格 な ど 法 律 の 知 識 に 関

す る 能 力 を 加 点 事 由 と は し て い な い 。  

 既 修 者 認 定 試 験 お よ び B 日 程 入 試 に お い て は 、憲 法 、民 法 、刑 法 の 試 験 を 行

い 。上 記 の ３ 科 目 す べ て に つ い て 合 格 点 に 達 し た 者 に つ い て 、当 該 科 目 の 単 位

を 認 定 し 、24 単 位 の 単 位 認 定 を 受 け る こ と が で き る 者 を 、い わ ゆ る 既 修 者 と し

て 、短 期 修 了 を 認 め る 制 度 と し て い る 。こ の よ う な 既 修 者 認 定 制 度 は 、学 生 募

集 要 項 に 掲 載 し て 周 知 徹 底 を 図 っ て い る 。【 解 釈 指 針 ６ － １ － ４ － １ 】  
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資 料 ６ － １ － ４ － １  入 学 願 書  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出 典 ： 平 成 20 年 度 募 集 要 項  
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基準６－１－５ 

入学者選抜に当たって，多様な知識又は経験を有する者を入学させるよう努

めていること。 

 
 （基準６－１－５に係る状況） 

本 学 法 科 大 学 院 の 入 試 に お い て は 、必 須 出 願 書 類 の 一 つ で あ る「 志 願 者 申 告

書 」 に 付 随 す る 任 意 提 出 書 類 と し て 、「 社 会 活 動 歴 」 証 明 書 の 提 出 を 認 め て い

る （【 資 料 ６ － １ － ５ － １ 】 社 会 活 動 歴 特 記 事 項 参 照 ）。「 社 会 活 動 歴 」 と は 、

学 校 や 職 場 を は じ め と す る 社 会 生 活 の さ ま ざ ま な 場 面 で 自 己 の 能 力 を 高 め 、場

合 に よ っ て は そ の 能 力 を 社 会 に 向 け て 発 揮 す る 機 会 と な っ た 個 人 の 経 歴 (こ れ

ま で の 一 例 を 挙 げ れ ば 、障 害 児 教 育 サ ー ク ル で の 経 験 を 元 に 、教 育 分 野 で の 弁

護 士 活 動 を 希 望 す る 者 な ど )を 意 味 す る 。 そ の 書 類 が 添 付 さ れ た 出 願 者 に つ い

て は 、第 １ 次 選 抜 か ら 、面 接 を 経 て 、合 格 者 の 決 定 に 至 る ま で の 過 程 に お い て 、

か か る 書 類 を 総 合 評 価 の 重 要 な 資 料 と し て 位 置 づ け て い る 。本 学 の 志 望 者 デ ー

タ か ら す る と 、 次 に 述 べ る よ う に 、 非 法 学 部 出 身 者 や 社 会 人 (本 学 に お け る 定

義 は 、「 社 会 人 」 と は 、 1 年 以 上 の 実 務 経 験 を 有 す る 者 (常 勤 に 限 り 、 実 務 の 種

類 は 問 わ な い )を 指 す )の 割 合 が 多 い こ と か ら し て 、こ の 本 学 法 科 大 学 院 の 入 試

方 法 の 意 図 は 相 当 程 度 周 知 さ れ て い る と 解 さ れ る 。  

直近の平成 20 年度入試における志望者データによれば、「告示 53 号社会人等」該当

者：「告示 53 号社会人等」非該当者の割合が 255 人対 313 人であり、さらに合格者デー

タによれば、「告示 53 号社会人等」該当者：「告示５３号社会人等」非該当者の割合は、

29 人対 33 人であった。なお、社会人の職種は、国家公務員、地方公務員、民間企業、

法律事務所等である（【 資 料 ６ － １ － ２ － １ 】平 成 20 年 度（ 2008 年 度 ）法 曹 実 務

専 攻 入 学 試 験 結 果 の 概 要〔 前 出 114 ペ ー ジ 〕参 照 ）。【 解 釈 指 針 ６ － １ － ５ － １ 】

【 解 釈 指 針 ６ － １ － ５ － ２ 】  

 上記の数字から明らかなように、入学者のうち法学を履修する課程以外の課程を修了

した者または実務等の経験を有する者の占める割合が３割を上回っている。【 解 釈 指 針

６ － １ － ５ － ３ 】  

【解釈指針６－１－５－４】については、該当なし。  
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資料６－１－５―１ 社会活動歴特記事項  
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：平成 20 年度募集要項  
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 ６－２ 収容定員と在籍者数 

 

基準６－２－１ 

 法科大学院の在籍者数については，収容定員を上回る状態が恒常的なものと

ならないよう配慮されていること。 

 

 （基準６－２－１に係る状況） 

 本 学 法 科 大 学 院 の 定 員 は 、 50 名 で あ る と こ ろ 、 別 紙 様 式 ２ 「 学 生 数 の 状 況 」

に 示 す よ う に 、平 成 16 年 度 に お い て は 、入 学 者 は 55 名 、こ の う ち １ 年 次 在 籍

者 数 （ 法 学 未 修 者 ） 44 名 、 ２ 年 次 在 籍 者 数 （ 法 学 既 修 者 ） 11 名 で あ る （ た だ

し 、 実 際 に は 休 学 者 ５ 人 が で た た め 、 入 学 者 実 数 は 結 果 的 に 定 員 と 同 じ 50 名

と な っ た（【 解 釈 指 針 ６ － ２ － １ － １ 】【 解 釈 指 針 ６ － ２ － １ － ２ 】）。い ず れ の

人 数 も 、当 初 想 定 さ れ て い た 未 修 者 数 ・ 既 修 者 数 に 近 か っ た た め 、適 正 な 教 育

を 実 施 で き る 規 模 で あ っ た 。  

 か か る 状 況 は 、別 紙 様 式 ２ か ら 明 ら か な よ う に 、そ の 後 も 基 本 的 に は 継 続 し

て 折 り 、直 近 の 平 成 20 年 度 入 試 に お い て は 、入 学 者 は 50 名 、こ の う ち １ 年 次

在 籍 者 数（ 法 学 未 修 者 ）41 名 、２ 年 次 在 籍 者 数（ 法 学 既 修 者 認 定 者 数 ）９ 名 で

あ る（ た だ し 、実 際 に は 休 学 者 １ 人 が で た た め 、入 学 者 実 数 は 49 名 と な っ た 。

【 解 釈 指 針 ６ － ２ － １ － ２ 】）。こ れ は 、別 紙 様 式 ２ か ら 明 ら か な よ う に 、平 成

19 年 度 入 試 に お い て は 、 歩 留 率 の 読 み 違 い か ら 入 学 者 が 59 名 に 達 し た た め 、

平 成 20 年 度 入 試 で は 、 合 格 者 を 最 小 限 度 に 抑 え て 、 入 学 辞 退 者 が 出 た 場 合 に

は 、追 加 合 格 で 対 処 す る と い う 手 法 を 採 用 し た た め で あ る 。本 学 で は 、こ の よ

う な 手 法 を 講 じ る こ と を 通 じ て 、在 籍 者 が 収 容 定 員 を 上 回 る 状 態 が 恒 常 的 な も

の と な ら な い よ う に し て い る （【 解 釈 指 針 ６ － ２ － １ － ２ 】）。  

 休 学 者 の 数 と そ の 理 由 は 、【 別 添 資 料 Ⅹ Ⅹ Ⅹ Ⅰ 】（ 平 成 19 年 度 休 学 者 数 ） 記

載 の よ う に 、平 成 20 年 ５ 月 １ 日 現 在 で ７ 名 と な っ て い る 。休 学 理 由 は 、「 学 費

支 弁 困 難 」 が 最 も 多 く 、 か つ て は 「 勤 務 の 都 合 」 (具 体 的 に は 、 社 会 人 入 学 生

に お い て 予 定 し て い た 退 職 ・ 休 職 が 困 難 と な っ た 場 合 等 )も あ っ た 。 他 方 、 留

年 者 は 、【 別 添 資 料 Ⅹ Ⅹ 】（ 平 成 20 年 度 留 年 者 数 ） 記 載 の よ う に 、 同 じ く 平 成

20 年 5 月 1 日 現 在 で 10 名 と な っ て い る 。 別 紙 様 式 ２ に お け る 在 学 者 数 153 名

は 、 こ れ ら の 数 を 含 ん だ 数 字 で あ る （【 解 釈 指 針 ６ － １ － １ － ３ 】）。  
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基準６－２－２ 

 入学者受入において，所定の入学定員と乖離しないよう努めていること。 

 
 （基準６－２－２に係る状況） 

 平 成 20 年 度 入 試 に お い て は 、 50 名 の 定 員 の と こ ろ を 、 ま ず A 日 程 入 試 に よ

り 40 名 を 募 集 し 、 Ｂ 日 程 入 試 に よ り 10 名 を 募 集 し た と こ ろ 、 A 日 程 入 試 に お

い て は 、 403 名 の 志 望 者 が あ り 、 こ の う ち 400 名 が 第 ２ 次 選 抜 を 受 験 し （ 第 １

次 選 抜 実 施 志 望 者 数 未 満 で あ っ た た め 、第 １ 次 選 抜 を 行 わ な か っ た ）、105 名 を

合 格 者 と し た 。 こ の 合 格 者 の う ち 、 103 名 の 者 が 第 ３ 次 選 抜 を 受 験 し た 。 第 ３

次 選 抜 の 受 験 欠 席 者 が 極 め て 少 な く 、ま た 面 接 に お い て 本 学 を 第 １ 次 志 望 と す

る 者 が 多 か っ た こ と か ら 、47 名 の 合 格 者 を 発 表 し た と こ ろ 、入 学 手 続 者 は 予 想

通 り 41 名 の 者 が 入 学 手 続 を し た 。B 日 程 入 試 に お い て は 、志 願 者 を 募 集 し た 結

果 、 165 名 の 志 望 者 が あ り 、 こ の 内 第 1 次 選 抜 (書 類 選 考 )に よ っ て 、 105 名 を

選 抜 し た 。こ の う ち 103 名 が 第 ２ 次 選 抜 を 受 験 し 、30 名 が 合 格 し た 。こ の 合 格

者 全 員 が 第 ３ 次 選 抜 を 受 験 し 、12 名 の 最 終 合 格 者 を 発 表 し た と こ ろ 、９ 名 が 入

学 手 続 を 行 っ た 。 し か し 、 こ の 間 、 A 日 程 の 入 学 手 続 者 の 中 か ら 入 学 辞 退 者 が

出 た た め 、追 加 合 格 を 実 施 し 、結 果 と し て 、平 成 20 年 度 入 試 に お い て は 、A 日

程 ・ B 日 程 合 計 で 50 名 の 者 が 入 学 者 と し て 確 定 し た （【 資 料 ６ － １ － ２ － １ 】

平 成 20 年 度（ 2008 年 度 ）法 曹 実 務 専 攻 入 学 試 験 結 果 の 概 要〔 前 出 114 ペ ー ジ 〕

参 照 。【 解 釈 指 針 ６ － ２ － ２ － １ 】）。  

 法 科 大 学 院 の 入 学 希 望 者 は 、 複 数 の 法 科 大 学 院 を 受 験 す る 傾 向 が あ る た め 、

ど の 法 科 大 学 院 に お い て も 合 格 手 続 率 が 読 み に く い 状 況 に あ る と い わ れ て い

る 。ま た 、多 く の 法 科 大 学 院 で 定 員 割 れ の 結 果 が 生 じ て い る 。本 学 に お い て も 、

受 験 者 動 向 を 分 析 す る こ と に よ り 、引 き 続 き 適 正 な 合 格 手 続 率 を 見 極 め る こ と

が で き る よ う 努 力 す る こ と と し て い る が 、こ れ ま で の と こ ろ 、本 学 法 科 大 学 院

に お い て は 、定 員 を 確 実 に 充 足 し て お り 、か つ 、定 員 と 入 学 者 が １ 割 程 度 の 増

加 誤 差 し か な い 結 果 と な っ て い る 。  
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 ２ 優れた点及び改善を要する点等 

 
（１）優れた点  
①本学法科大学院の入学者選抜は、開放性、公平性、多様性を旨とするアドミッション・

ポリシーに照らして、適正に行われてきており、非法学部出身者及び社会人の比率が

相対的に高くなっていて、現状ではおおむね順調に進捗してきていると評価している。 
②入学手続者の数も、定員を必ず確保しているとともに、学生定員に極めて近似の数を

達成してきていることから、入学者に対する教育活動も当初計画どおりに実施するこ

とができている。  
③適性試験の他、第２次選抜において小論文試験を課し、また面接を重視することによ

り、学生の適性を多面的総合的に評価することが可能となっている。また、社会人の

出願者については「社会活動歴」の申告を認めて多様な能力評価を促進している。  
 
（２）改善・検討または努力を続けるべき点等  
① 平成 17 年度入試において、A 日程合格者からの入学者の獲得が当初の予想を下回っ

た結果、個別入試において法律科目の試験を課す B 日程入試の実施もあいまって、

合格者総数のうち、法学関係の学部出身者の数対法学関係以外の学部出身者の数の

割合が 40 名対 13 名の比となってしまった。これに対処すべく導入された B 日程入

試の新設は、現役学生に対する競争上不利な状況を改善することには有効であった。 
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 第７章 学生の支援体制 

 

 １ 基準ごとの分析 

 

 ７－１ 学習支援 

 

基準７－１－１ 

学生が在学期間中に法科大学院の課程の履修に専念できるよう，また，教

育課程上の成果を上げるために，各法科大学院の目的に照らして，履修指導

の体制が十分にとられていること。 

 

 （基準７－１－１に係る状況） 

履修指導としては、次のことを実施している。 

① 入学前の事前指導（【資料７－１－１－１】入学前閲読推薦図書案内参照） 

これは、学期開始当初から予習を含めた学習が支障なく行われるよう３月中に教科 

書集の購入を指定するだけでなく、はじめて法学を学ぶ学生を中心に、講義前から法

に対する興味関心を湧き立たせるため、事前に、古典を含めた啓蒙的な書籍を推薦す

る文書を郵送することで、教育効果を高めようとするもの。 

② 入学当初のガイダンス 

  これは４月初日に、本学法科大学院の理念・目的・それに基づくカリキュラム体系、 

履修の仕方・試験・成績評価から修了認定まで等の教務事項や各種支援体制などを履 

修案内などの資料にもとづき伝達するもの。初旬の入学式直後に行われるガイダンス 

でも補充される。 

③ 履修登録時のアカデミックアドバイスと進路適合性の確認（【別添資料Ⅴ】平成 20

年度受講科目履修状況参照） 

  これは、毎学期当初に、アカデミックアドバイス・チームの教員に履修登録を点検 

してもらい、教員が修了要件の充足・制限などの関係で適切な履修状況となっている 

か、進路と適合的かなどを判断してアドバイスを与え、加えてそれまでの成績等を勘 

案して、学習指導するもの。 

④ アカデミックアドバイス・チームによる学期中の履修状況把握と指導（【別添資料Ⅱ】

法曹実務専攻アカデミックアドミックアドバイス学生個人カード参照） 

  これは各学期途中で少なくとも一回、各学生の勉学状況をチームが把握し、個別指 

導に結びつけていくもので、メモを学生個人カードに残して、指導の継続性・連続性 

が保たれるようにしている。 

⑤  学期終了後の成績状況に応じた専攻長等による必要な面談 

    毎年度各学年成績下位数名および自習状況等に問題のあると思われる者数名に対し

て実施している。 

⑥  精神的安定のための面談 

    成績不振や学習のストレス等に基づく健康障害を防止するため、カウンセラーへの

早期相談を促し、教員も専攻長を中心に早期対話を促している。 
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【解釈指針７－１－１－１】の関係では、①②が入学者全員に対して行われており指

針に十分適合したものとなっている。【解釈指針７－１－１－２】の関係では、１年次配

当必修科目を少なめに設定することにより、はじめて法学を学ぶ学生が円滑に学習でき

るよう配慮したカリキュラム構成とするとともに、③④により、各学生に適合した履修

指導を実施しており、指針に十分適合したものとなっている。 

【解釈指針７－１－１－３】との関係では、法律実務基礎科目を２年次前学期終了後

に配置し、それに関連する既修認定科目の単位認定を履修の前提としており、また研究

者と実務家合同の総合演習科目を必修とすることによって指針に十分適合したものとな

っている。 

【解釈指針７－１－１－４】との関係では、②③により履修モデルを念頭に置いた履

修指導を行うとともに④を全学生に⑤を成績不振の学生に対して実施し、指針に十分適

合した内容となっている。 

更に学生が履修に専念できるよう、また教育成果を向上できるよう、物的施設におい

ても、自習室は 365 日 24 時間利用可能な完全個席制で無線 LAN 接続としている。また、

インターネットを通した自宅からの法学資料（法令判例検索システム）へのアクセスも

可能にしている。 
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資料７－１－１－１ 入学前閲読推薦図書案内  
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基準７－１－２ 

各法科大学院の目的及び教育課程上の成果を実現する上で，教員と学生と

のコミュニケーションを十分に図ることができるよう，学習相談，助言体制

の整備がなされていること。 

 
 （基準７－１－２に係る状況） 

 各教員とも毎週２時間のオフィスアワーを設け、時間割表に明示して、担当科目およ

び履修一般についての相談に応じている（【資料２－１－３－６】時間割〔前出 42-43

ページ〕、【別添資料ⅩⅩⅩⅡ】オフィス・アワー参照）。夏期休業期間においても、メイ

ル等によって、相談を受けられる体制をとっている（【別添資料Ⅳ】平成２０年度履修案

内『教員住所録』P336-340 参照）。これにより【解釈指針７－１－２－１】に十分適合

している。 

 実務家教員１名を含む３名のチームによるアカデミックアドバイスを各学期１ないし

数回実施することとしている。（【別添資料ⅩⅩⅩⅢ】アカデミックアドバイスチーム担

当学生一覧表参照） 

 昼食時等に教員が赴いて気軽に相談・懇談を受けることのできるラウンジ（リフレッ

シュコーナー）を設けている。（【別添資料ⅩⅩⅩⅣ】ラウンジ（リフレッシュコーナー）

参照） 

 各科目だけでなくカリキュラム全体・施設等についても学生全員が必ず意見を表明で

きるように投書箱（「つながる君」と愛称）を設置している。  

 これらにより【解釈指針７－１－２－２】に十分適合する内容となっている。 

 以上のことは、平成 19 年度法科大学院パンフレット掲載の「学生の声」の中にも示さ

れているように、現実に有効に活用され、学生によっても高く評価されている。（【別添

資料Ⅰ】学生からの声（19 年度法科大学院パンフレット）参照） 
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基準７－１－３ 

 各種の教育補助者による学習支援体制の整備に努めていること。 

 
 （基準７－１－３に係る状況） 

 全学および他部局の提供する図書館・資料室・コンピューター施設およびそこに配置

された専門職員 RA・TA のほか、法科大学院（他の法律系専攻含む）固有の学生支援体制

として、資料室・コンピューター室を設置し専門職員および RA・TA を配置している（【資

料７－１－３－１】コンピューター室 TA 勤務表参照）。  
 資料室においては、平日９時から午後５時までは図書関係職員が勤務し、検索補助・

指導を行い、休業期間を除き、平日午後５時以降９時 45 分まで、土曜 10 時から４時 30
分までは博士課程後期の院生数名が交代で RA として検索補助・指導および勉学相談にあ

たっている。また、コンピューター室には平日８時 30 分から５時まで専門の技術職員

が勤務し、博士課程後期の院生を中心にインターネット環境に明るい TTAA 院生とともにネ

ット上での資料検索、各種ソフト・ハードの利用の補助・指導を行って、資料検索・学

習相談に応じられる体制を整えている。休業期間を除いて、平日午後５時以降 10 時ま

では、数名の TA が交替でサポートしている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

資料７－１－３－１ コンピューター室 TA 勤務表  
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 ７－２ 生活支援等 

 
基準７－２－１ 

 学生が在学期間中に法科大学院の課程の履修に専念できるよう，学生の経

済的支援及び修学や学生生活に関する相談・助言，支援体制の整備に努めて

いること。 

 
 （基準７－２－１に係る状況） 

 （基準に係る状況） 

 学生の経済的支援としては、入学金・授業料の免除・減額・各種奨学金制度がある。

授業料免除・減額については、大学全体の基準に従って実施され、平成 19 年度は、法科

大学院在籍者（休学者除く）160 名のうち 42 名が申請し、21 名が認められている。こ

のほか、再チャレンジ支援プログラムにより平成 19 年度にはのべ 53 名が授業料を免除

されている。（【別添資料ⅩⅩⅩⅤ】経済支援状況参照）。  
奨学金としては、日本学生支援機構によって提供される範囲で大半の需要を満たして

いる。平成 19 年度では、49 名が申請し、38 名が認められている。（【別添資料ⅩⅩⅩⅥ】

学生支援機構奨学金申請状況一覧参照）しかし、将来に向けて同窓会組織と独自の奨学

金制度も検討中である。また、本学を対象に提供される民間の多くの大学院生向け奨学

金情報を提供している。これにより【解釈指針７－２－１－１】を充たしている。  
また、大学から徒歩５分のところに位置する学生寮は、課程履修のために長時間の自

習時間を確保する必要を感じている学生に利用され、人気が高い。（【資料７－２－１－

１】峰沢国際交流会館参照）  
【解釈指針７－２－１－２】との関係では、学習内容以外の学習環境に対する相談制

度としては、保健管理センターでの健康相談・カウンセリング、セクシャルおよびキャ

ンパスハラスメント相談員制度が整えられている。現在までのところ、法科大学院の学

生からの相談員に対するハラスメント苦情や相談はない。これは、アカデミックアドバ

イスチームの教員や専攻長との日常的な情報交換が有効に機能している結果として評価

できる側面も有している（【別添資料ⅩⅩⅩⅦ～ⅩⅩⅩⅨ】参照）。  
 

【別添資料ⅩⅩⅩⅦ】奨学金を希望するみなさんへ 

 【別添資料ⅩⅩⅩⅧ】保健管理センターのしおり（学生版） 

 【別添資料ⅩⅩⅩⅨ】セクハラ防止パンフレット 
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資料７－２－１－１ 峰沢国際交流会館）  
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 ７－３ 障害のある学生に対する支援 

 

基準７－３－１ 

 身体に障害のある者に対しても，受験の機会を確保するとともに，身体に

障害のある学生について，施設及び設備の充実を含めて，学習や生活上の支

援体制の整備に努めていること。 

 
（基準７－３－１に係る状況） 

 （基準に係る状況） 

 歩行障害を有する者に対しては、全学として対策に取り組んでいる。全キャンパスを

バリアフリーエリアとし、そのことをキャンパスマップに表示し、図文字で具体的なア  
クセスルートがわかるようにしている（【資料７－３－１－１】バリアフリー・キャンパ

スマップ参照）。 

聴覚・視覚・筆記障害等によりノートテイカーの必要な学生に対しては、平成 17 年度

からの取組の結果、ノートテイカーのネットワークが中心人物の１人である法科大学院

生を含めたボランティア団体（名称：SVY）として既に組織されている（【資料７－３－

１－２】SVY の任務参照）。予算の可能性としても学長裁量経費・部局長裁量経費の可能

性のほか、法科大学院の社会的貢献にもとづき交付されている寄附金による運用が考え

られている。具体的実施計画については、具体的事案が生じていないため詰められてい

ないが、パソコン利用の最新技術を基礎に実現可能な状況にある。そのための講習会も

実施している。なお、学部学生に対する手書きのノートテイクは既に実施している。 

 ま た 、身 体 に 障 害 の あ る 学 生 一 般 に 対 す る 支 援 の 体 制 づ く り を 規 則 制 定 に よ

っ て 進 め て い る （【 資 料 ７ － ３ － １ － ３ 】 横 浜 国 立 大 学 に お け る 身 体 に 障 害 の

あ る 学 生 へ の 学 習 等 の 支 援 に 関 す る 規 則 及 び 相 談 指 針 参 照 ）。  

 平 成 16 年 度 に は 歩 行 障 害 を 有 す る 学 生 が １ 名 現 実 に 受 験 し た が 、 合 格 に は

い た ら な か っ た 。以 上 に よ り 、【 解 釈 指 針 ７ － ３ － １ 】【 解 釈 指 針 ７ － ３ － １ －

２ 】【 解 釈 指 針 ７ － ３ － １ － ３ 】 に 十 分 適 合 す る 状 況 と な っ て い る 。  

 【 別添資料ⅩＬ】SVY 報告書参照  
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資料７－３－１－１（１） バリアフリー・キャンパスマップ  
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資料７－３－１－１（２）  

 

資料７－３－１－１（３）  
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資料７－３－１－２ SVY の任務 
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資料７－３－１－３（１）横 浜 国 立 大 学 に お け る 身 体 に 障 害 の あ る 学 生 へ の 学 習 等

の 支 援 に 関 す る 規 則  
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資料７－３－１－３（２）横 浜 国 立 大 学 に お け る 身 体 に 障 害 の あ る 学 生 へ の 学

習 等 に 関 す る 相 談 指 針  
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 ７－４ 職業支援（キャリア支援） 

 

基準７－４－１ 

 学生支援の一環として，学生がその能力及び適性，志望に応じて，主体的に

進路を選択できるように，必要な情報の収集・管理・提供，ガイダンス，指導，

助言に努めていること。 

 
 （基準７－４－１に係る状況） 

 【解釈指針７－４－１－１】に関するキャリア支援として、  
① 実務家教員を含むアカデミックアドバイス・チームによる指導・助言（【別添資料Ⅱ】

法曹実務専攻アカデミックアドバイス学生個人カード参照）  
② エクスターンシップ中の担当弁護士による指導・助言（【資料７－４－１－１】エク

スターンシップ研修推奨事項及び注意事項）  
③ 横浜弁護士会主催神奈川県内４法科大学院交流会（【資料７－４－１－２】横浜弁

護士会主催神奈川県内４法科大学院交流会参照）を、実施している。 

 ほ か に 、 法 曹 倫 理 Ⅰ の 科 目 の 中 で 、 地 域 の 裁 判 所 ・ 検 察 庁 ・ 弁 護 士 会 等 を 訪

問 見 学 し 、 質 問 討 論 す る 機 会 を 設 け て い る 。  

 ま た 、日 弁 連 や 各 法 科 大 学 院 主 催 の シ ン ポ ジ ウ ム な ど で 、キ ャ リ ア 支 援 に 役

立 つ と 思 わ れ る も の は 、 国 経 法 系 資 料 室 で 選 定 し そ の 案 内 を 掲 示 し て い る 。  

更 に 、横 浜 弁 護 士 会 か ら 送 付 さ れ る 会 報 を 閲 覧 で き る よ う に し て い る 。特 に 学

生 の 関 心 の 高 い と 思 わ れ る 部 分 は 、 コ ピ ー し て 配 布 し て い る 。  

新 入 生 歓 迎 会 や 合 格 祝 賀 会 な ど の 折 り に は 、 本 学 OB 法 曹 も 参 加 し て 、 情 報

提 供 し て い る 。  

加 え て 、 外 国 の 裁 判 官 ・ 検 察 官 ・ 弁 護 士 ・ 書 記 官 ・ 警 察 官 ・ 公 認 会 計 士 等 が

留 学 生 と し て 法 律 系 の 他 の 専 攻 で 学 ん で い る こ と を 活 用 し て 、こ れ ら の 法 曹 等

と の 交 流 を 促 し 、キ ャ リ ア 形 成 に 役 立 て る よ う 、施 設 配 置 や 機 会 の 設 定 に 工 夫

を し て い る 。  
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資料７－４－１－１（１）エクスターンシップ研修推奨事項及び注意事項  
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資料７－４－１－１（２）  

 
 



横浜国立大学大学院国際社会科学研究科法曹実務専攻 第 7 章     

 139

資料７－４－１－２ 横浜弁護士会主催神奈川県内４法科大学院交流会 
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 ２ 優れた点及び改善を要する点等 

（１） 優れた点  
①各教員のオフィスアワーだけでなく、１チーム実務家専任教員を含む専任教員３名で

アカデミックアドバイスチームを作り、各チーム各学年５名程度の学生に対し、履修

登録時を除いても、各学期１回から数回、履修相談、学習状況相談だけでなく進路相

談その他の相談が行われる体制としていること。 

②実務的な研修・学習についても、派遣先の横浜弁護士会所属弁護士事務所だけでなく、

希望すれば、大学 OB の弁護士事務所にも訪問できるルートも別途設けていること。 

③単に、各教員毎週２コマ分のオフィスアワーを設けているにとどまらず、昼食時に教

員が赴いて相談・懇談を受けることができるラウンジを設け、教員と学生が日頃から

交流できるようにするとともに、夏季休業期間でも教科その他の相談が可能となる体

制としていること。 

④各学期２回の授業アンケートを行うほか、カリキュラムや施設などについてのアンケ

ート調査も行い、またいつでも投函できる意見箱（「つながる君」と愛称）を設置して、

学生の意見をできる限りきめ細かく教育の向上に反映できるようにして学習支援にも

役立つようにしていること。 

⑥コンピューター室には TA を、資料室には RA を、平日夜間９時 45 分まで土曜も午前

10 時から午後４時 30 分まで配置し、学習相談を含め利用が可能となる体制としてい

ること。 

⑦障害をもつ学生に対しては、全学的な歩行障害対策のほか、ノートテイカーの必要な

学生が生じた場合にも対応できるよう、ボランティアのネットワーク作りを進めてお

り、実施に向けた体制が整ってきていること。 

⑧進路相談先としても、実務家専任教員、派遣先の横浜弁護士会所属弁護士事務所、大

学 OB 法曹と、複数の相談先を設けていること。 

⑨法律系の他の専攻に留学中の外国の法曹等との交流がキャリア形成に役立つよう、日

常的な相互交流が可能となるような自習室配置や機会の設定を行っていること。 

⑩学生の健康障害防止のために、早期相談を促すなどの注意を払っていること。  
 
（２）改善・検討または努力を続けるべき点 

該当なし。  
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第８章 教員組織 

 

 １ 基準ごとの分析 

 

 ８－１ 教員の資格と評価． 

 

基準８－１－１ 

 研究科及び専攻の種類及び規模に応じ，教育上必要な教員が置かれている

こと。 

 
 （基準８－１－１に係る状況） 

 入 学 定 員 50 人 、収 容 定 員 150 人 の 学 生 数 に 対 し 、み な し 専 任 教 員 ２ 人 を 含 め 、

21 人 の 専 任 教 員 が 置 か れ て い る （ な お 、 専 任 教 員 の う ち １ 人 は 平 成 20 年 ５ 月

１ 日 現 在 長 期 海 外 研 修 中 で あ る が 、９ 月 に は 帰 国 予 定 で あ る 。ま た 、み な し 専

任 教 員 と し て は 、学 内 的 に は 計 ５ 人 を 置 い て い る が 、認 証 評 価 と の 関 係 で は ２

人 と な る 。）。こ の 内 訳 を 研 究 者 教 員 と 実 務 家 教 員 と に 分 け て 詳 し く 示 す と 以 下

の と お り と な る （【 別 紙 様 式 ３ 】 教 員 一 覧 、【 別 紙 様 式 ４ 】 科 目 別 専 任 教 員 数 一

覧 参 照 ）。 す な わ ち 、 研 究 者 教 員 と し て 、 憲 法 担 当 教 員 ２ 人 、 行 政 法 担 当 教 員

２ 人 、 民 法 担 当 教 員 ５ 人 、商 法 担 当 教 員 ２ 人 、 民 事 訴 訟 法 担 当 教 員 ２ 人 、 刑 法

担 当 教 員 ２ 人 が 配 置 さ れ て い る（ 合 計 15 人 ）。ま た 、実 務 家 専 任 教 員 と し て は 、

刑 事 訴 訟 法 担 当 の 裁 判 官 教 員 で あ る み な し 専 任 教 員 １ 人 、法 律 実 務 基 礎 科 目 担

当 の 弁 護 士 教 員 ３ 人 、 検 察 官 教 員 １ 人 の ほ か 、 行 政 官 庁 （ 文 部 科 学 省 ）派 遣 の

展 開 ・ 先 端 科 目 （ 著 作 権 法 ） 担 当 の 教 員 １ 人 が 配 置 さ れ て い る （ 合 計 ６ 人 ）。

こ れ ら の 中 に は 、以 上 に お い て 担 当 し て い る と し た 科 目 以 外 の 系 列 の 科 目 を 担

当 し て い る 者 も い る 。具 体 的 に は 、た と え ば 、行 政 法 担 当 教 員 の １ 人 と 民 事 訴

訟 法 担 当 教 員 の １ 人 は 、そ れ ぞ れ 展 開 ・ 先 端 科 目 群 の 科 目 も 担 当 し て い る 。ま

た 、 実 務 基 礎 科 目 担 当 の 弁 護 士 教 員 の １ 人 は 、 基 礎 法 学 ・ 隣 接 科 目 群 の 科 目 、

展 開 ・ 先 端 科 目 群 の 科 目 も 担 当 し て い る 。 そ こ で 、【 別 紙 様 式 ４ 】 の 合 計 人 数

は 39 人 と な り 、 21 人 を 上 回 っ て い る 。  

 兼 担 教 員 と し て は 本 学 副 学 長 １ 名 、本 研 究 科 博 士 課 程 前 期 国 際 関 係 法 所 属 の

教 員 11 人 が 、 基 礎 法 学 ・ 隣 接 科 目 群 に 属 す る 科 目 と 展 開 ・ 隣 接 科 目 Ⅰ ・ Ⅱ 群

に 属 す る 科 目 を 担 当 し て い る 。ま た 、兼 任 教 員 と し て は 、他 大 学 に 所 属 す る 研

究 者 教 員 ８ 人 、弁 護 士 教 員 13 人 、裁 判 官 教 員 １ 人 、司 法 書 士 で あ る 教 員 １ 人 、

医 学 者 で あ る 教 員 １ 人 が い る 。研 究 者 教 員 の 担 当 科 目 は 、そ れ ぞ れ 行 政 法 、民

法 （ ２ 人 ）、 刑 法 関 係 の 法 律 基 本 科 目 で あ る ほ か 、 労 使 関 係 法 、 EU 法 、 中 国 法

で あ る 。そ の 他 の 兼 任 教 員 の 主 た る 担 当 科 目 は 、法 律 実 務 基 礎 科 目 群 に 属 す る

科 目 、 展 開 ・ 先 端 科 目 Ⅰ ・ Ⅱ 群 に 属 す る 科 目 で あ る で あ る が 、法 律 基 本 科 目 に

位 置 づ け ら れ る 公 法 総 合 演 習 も あ る 。  

  専 門 分 野 に つ い て 、教 育 上 の 経 歴 や 経 験 、理 論 と 実 務 を 架 橋 す る 法 学 専 門 教

育 を 行 う た め に 必 要 な 高 度 の 教 育 上 の 指 導 能 力 を 示 す 資 料 は 、大 学 の 研 究 者 総

覧 、 国 際 社 会 科 学 研 究 科 の 法 律 系 ホ ー ム ペ ー ジ を 通 じ て 公 開 し て い る 。 な お 、
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平 成 13 年 度 か ら 平 成 17 年 度 の 間 の 詳 し い 資 料 は 、自 己 点 検 評 価 報 告 書 に よ っ

て も 公 開 し た 。【 解 釈 指 針 ８ － １ － １ － １ 】  

 【別紙様式３】教員一覧  
 【別紙様式４】科目別専任教員数一覧  
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基準８－１－２ 

 基準８－１－１に規定する教員のうち，次の各号のいずれかに該当し，か

つ，その担当する専門分野に関し高度の教育上の指導能力があると認められ

る者が，専任教員として専攻ごとに置かれていること。 

（１）専攻分野について，教育上又は研究上の業績を有する者 

（２）専攻分野について，高度の技術・技能を有する者 

（３）専攻分野について，特に優れた知識及び経験を有する者 

 

（基準８－１－２に係る状況） 

専 任 教 員 の 配 置 は【 別 紙 様 式 ４ 】科 目 別 専 任 教 員 数 一 覧 に 記 載 の と お り で あ

り 、 憲 法 担 当 教 員 ２ 人 、 行 政 法 担 当 教 員 ２ 人 、 民 法 担 当 教 員 ５ 人 、 商 法 担 当 教

員 ２ 人 、民 事 訴 訟 法 担 当 教 員 ２ 人 、刑 法 担 当 教 員 ４ 人 、刑 事 訴 訟 法 担 当 教 員 １

人 が 配 置 さ れ て い る 。 ま た 、 法 律 実 務 基 礎 科 目 担 当 に は 、 弁 護 士 教 員 ３ 人 、 検

察 官 教 員 １ 人 が 配 置 さ れ て い る ほ か 、行 政 官 庁（ 文 部 科 学 省 ）派 遣 の 教 員 １ 人

が 展 開 ・ 先 端 科 目 （ 著 者 権 法 ） を 担 当 し て い る 。 以 上 の 教 員 の 中 に は 、 自 己 が

分 類 さ れ た 系 列 以 外 の 系 列 の 科 目 を 担 当 し て い る 者 も い る 。し た が っ て 、基 礎

法 学 ・ 隣 接 科 目 群 に も １ 人 、展 開 ・ 先 端 科 目 群 に も ４ 人 の 専 任 教 員 が 配 置 さ れ

て い る こ と に な る 。  

 専 門 分 野 に つ い て 、教 育 上 の 経 歴 や 経 験 、理 論 と 実 務 を 架 橋 す る 法 学 専 門 教

育 を 行 う た め に 必 要 な 高 度 の 教 育 上 の 指 導 能 力 を 示 す 資 料 は 、大 学 の 研 究 者 総

覧

（ http://kenkyu-web.jmk.ynu.ac.jp/Scripts/websearch/frame_base.htm?la

ng=ja&page_id=50on 【 資 料 ８ － １ － ２ － １ 】 研 究 者 総 覧 ホ ー ム ペ ー ジ 参 照 ）

お よ び 国 際 社 会 科 学 研 究 科 法 律 系 の ホ ー ム ペ ー ジ の 教 員 紹 介 欄

（ http://www.iblaw.ynu.ac.jp/kyoutu/kyouin.html【 資 料 ８ － １ － ２ － ２ 】

ホ ー ム ペ ー ジ（ 所 属 別 検 索 結 果 ）及 び【 資 料 ８ － １ － ２ － ３ 】ホ ー ム ペ ー ジ（ 教

員 紹 介 ）参 照 ）を 通 じ て 公 開 さ れ て お り 、そ れ に よ り 各 人 が 上 記 要 件 の い ず れ

か を 満 た し て い る こ と が 示 さ れ て い る 。な お 、平 成 13 年 度 か ら 平 成 17 年 度 の

間 の 詳 し い 資 料 は 、 自 己 点 検 評 価 報 告 書 に よ っ て も 公 開 し た （【 別 添 資 料 Ⅹ Ｌ

Ⅰ 】自 己 点 検 評 価 報 告 書 参 照 ）。【解釈指針８－１－２－１】【解釈指針８－１－２－

２】【解釈指針８－１－２－３】 

上 記 で 専 任 と し て 摘 示 し た 教 員 は す べ て 、法 科 大 学 院 で あ る 法 曹 実 務 専 攻 に

限 り 専 任 と さ れ 、他 の 専 攻 で 専 任 と さ れ る こ と 、い わ ゆ る 兼 担 と さ れ て い る こ

と は な い 。【解釈指針８－１－２－４】 
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資料８－１－２－１ 研究者総覧（ホームページ表紙）  

資料８－１－２―２ ホームページ（所属別検索結果）  
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資料８－１－２－３ ホームページ（教員紹介）  
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基準８－１－３ 

 教員の採用及び昇任に関し，教員の教育上の指導能力等を適切に評価する

ための体制が整備されていること。 

 
 （基準８－１－３に係る状況） 

 専任教員（以下は、法曹実務専攻所属の専任教員と国際社会科学研究科内のもう１つ

の法律系の専攻である国際関係法専攻所属の専任教員〔法曹実務専攻から言えば兼担教

員〕に共通の取扱いである）の採用・昇任に関しては、人事系委員会によって決定され

る。同委員会は、採用人事に関しては構成員の全員をもって、教授への昇任人事に関し

ては教授をもって、准教授以下に係る昇任人事に関しては教授・准教授をもって構成さ

れる。同委員会の議決方法等に関しては、国経法系教員の人事取扱いに関する内規が存

在する（【別添資料ⅩＬⅡ】国経法系教員の人事取扱に関する内規参照）。なお、採用に

際しては、スカウト委員会を設置して候補者の予備選考を行うこととなっている。 

 上記内規は、専任教員の採用・昇任の手続の詳細について国経法系専任教員の採用・

昇任についての覚書に譲っている（【別添資料ⅩＬⅢ】国経法系専任教員の採用・昇任に

ついての覚書参照）。これによると、採用・昇任の審査基準は横浜国立大学教員選考基準

（資格基準）によることとなっている（【資料８－１－３－１】国立大学法人横浜国立大

学教員資格基準参照）。この資格基準によると、教授となることができる者は、次のいず

れかの要件を満たし、かつ、大学における教育を担当するにふさわしい教育上の能力を

有すると認められる者とされている。すなわち、①博士の学位を有し、研究上の業績を

有する者、②研究上の業績が①の者に準ずると認められる者、③大学において教授、准

教授又は専任の講師の経歴のある者、④専攻分野について、特に優れた知識及び経験を

有すると認められる者、である。また、准教授となることができる者は、次のいずれか

の要件を満たし、かつ、大学における教育を担当するにふさわしい教育上の能力を有す

ると認められる者とされている。すなわち、①上記の①～④のいずれかに該当する者、

②大学において助教又はこれに準ずる職員としての経歴のある者、③修士の学位を有す

る者、④研究所、試験所、調査所等に在職し、研究上の業績を有する者、⑤専攻分野に

ついて、優れた知識及び経験を有すると認められる者、である。  
 法曹実務専攻の実務家教員である教授については、原則として 15 年以上の実務経験と

担当する科目に関する十分な実務経験及び教員としての適格性を有することが必要であ

る。また、准教授については、原則として 10 年以上の実務経験と担当する科目に関する

実務経験及び教員としての適格性を有することが必要である。なお、法曹実務客員教授

（いわゆる「みなし専任」）の採用審査基準は、原則として 15 年以上の実務経験があり、

担当する授業科目に関連する十分な実務経験及び教員としての適格性を有することとさ

れている。 

 研究者教員に関しては、教授への昇任審査請求資格として、原則として 10 年以上の大

学の専任教員歴を要求し、研究業績の審査は、准教授就任後に発表した学術論文につい

て行うものとしている。また、准教授への昇任審査請求資格としては、本学の専任講師

としての１年以上の教育経験を要求し、研究業績の審査は、専任講師就任後に発表した
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学術論文について行うものとしている。 

  兼任（非常勤）教員に関しては、採用に際して担当授業科目に関しての十分な研究上

の業績または実務経験を要求している。採用は、人事系委員会が構成員の全員をもって、

履歴書等によって、当該者がこのような要求を満たしていることを確認したうえで決定

している。  
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資料８－１－３－１ 国立大学法人横浜国立大学教員資格基準  
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 ８－２ 専任教員の配置と構成 

 

基準８－２－１ 

 法科大学院には，専攻ごとに，平成１１年文部省告示第  １７５号の別表

第一及び別表第二に定める修士課程を担当する研究指導教員の数の１.５倍の

数（小数点以下の端数があるときは，これを切り捨てる。）に，同告示の第２

号，別表第一及び別表第二に定める修士課程を担当する研究指導補助教員の数

を加えた数の専任教員を置くとともに，同告示の別表第三に定める修士課程を

担当する研究指導教員１人当たりの学生の収容定員に４分の３を乗じて算出

される収容定員の数（小数点以下の端数があるときは，これを切り捨てる。）

につき１人の専任教員が置かれていること。 

 
 （基準８－２－１に係る状況）  
 法 律 基 本 科 目 に 関 す る 専 任 の 研 究 者 教 員 の 配 置 は 以 下 の と お り で あ る（【 別 紙

様 式 ３ 】 教 員 一 覧 、【 別 紙 様 式 ４ 】 科 目 別 専 任 教 員 数 一 覧 参 照 ）。 す な わ ち 、 憲

法 担 当 教 員 ２ 人 、行 政 法 担 当 教 員 ２ 人 、民 法 担 当 教 員 ５ 人 、商 法 担 当 教 員 ２ 人 、

民 事 訴 訟 法 担 当 教 員 ２ 人 、刑 法 担 当 教 員 ２ 人 で あ る 。刑 事 訴 訟 法 は み な し 専 任

教 員 が 担 当 し て い る 。  

 実 務 家 専 任 教 員 と し て は 、裁 判 官 教 員 １ 人 、弁 護 士 教 員 ３ 人 、検 察 官 教 員 １

人 、 行 政 官 庁 （ 文 部 科 学 省 ） 派 遣 の 教 員 １ 人 が 配 置 さ れ て い る 。  

 以 上 で 、研 究 者 教 員 15 人 、実 務 家 専 任 教 員 ６ 人 、総 計 で 21 人 の 専 任 教 員 が

配 置 さ れ て い る こ と に な る 。 こ の う ち 教 授 が 17 人 、 准 教 授 が ４ 人 で あ る 。 こ

れ ら は す べ て 、法 科 大 学 院 で あ る 法 曹 実 務 専 攻 に 限 り 専 任 と さ れ 、他 の 専 攻 で

専 任 と さ れ る こ と い わ ゆ る 兼 担 と さ れ る こ と は な い 。  

 な お 、行 政 法 担 当 教 員 の １ 人 は 展 開 ・ 先 端 科 目 群 の 科 目 も 担 当 し て い る 。民

事 訴 訟 法 担 当 教 員 の １ 人 も 展 開 ・ 先 端 科 目 群 の 科 目 を 担 当 し て い る 。ま た 、実

務 基 礎 科 目 担 当 の 弁 護 士 教 員 の １ 人 は 基 礎 法 学 ・隣 接 科 目 群 の 科 目 と 展 開 ・先

端 科 目 群 の 科 目 も 担 当 し て い る 。そ こ で 、【 別 紙 様 式 ４ 】の 合 計 人 数 は 39 人 と

な り 、21 人 を 上 回 る こ と に な る し 、基 礎 法 学・隣 接 科 目 群 に も １ 人 、展 開・先

端 科 目 群 に も ４ 人 の 専 任 教 員 が 配 置 さ れ て い る こ と に な る 。【解釈指針８－２－

１－１】【解釈指針８－２－１－２】【解釈指針８－２－１－３】【解釈指針８－２－１－

４】【解釈指針８－２－１－５】 

法 律 基 本 科 目 を 担 当 す る 教 員 を 含 め 、以 上 の 各 教 員 が 担 当 科 目 を 適 切 に 指 導

で き る 適 格 ・ 能 力 を 有 す る こ と は 、大 学 の 研 究 者 総 覧 （ ホ ー ム ペ ー ジ ）お よ び

国 際 社 会 科 学 研 究 科 法 律 系 の ホ ー ム ペ ー ジ の 教 員 紹 介 欄 を 通 じ て 公 開 さ れ て

い る 最 近 の 活 動 状 況 に 関 す る 資 料 、自 己 点 検 評 価 報 告 書 の 教 員 個 人 の 研 究 ・教

育 活 動 報 告 欄（【 資 料 ８ － １ － ２ － １ 】研 究 者 総 覧 ホ ー ム ペ ー ジ 、【 資 料 ８ － １

－ ２ － ２ 】 ホ ー ム ペ ー ジ （ 所 属 別 検 索 結 果 ）〔 前 出 144-145 ペ ー ジ 〕 及 び 【 別

添 資 料 Ⅹ Ｌ Ⅰ 】 自 己 点 検 評 価 報 告 書 参 照 ） か ら 明 ら か で あ る 。  
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基準８－２－２ 

 専任教員の科目別配置等のバランスが適正であること。 

 
 （基準８－２－２に係る状況） 

 （ １ ）本 学 法 科 大 学 院 は 、租 税 法 務 、国 際 企 業 法 務 に 強 い 法 曹 、市 民 密 着

型 の 法 曹 の 養 成 を 理 念 と し て い る が 、基 礎 法 学・隣 接 科 目 は 、主 と し て 、本

学 法 科 大 学 院 と 並 ぶ 国 際 社 会 科 学 研 究 科 内 の も う １ つ の 法 律 系 の 専 攻 で あ

る 博 士 課 程 前 期 国 際 関 係 法 専 攻 所 属 の 兼 担 教 員 と 兼 任 教 員 に よ っ て 賄 わ れ

て い る 。た だ し 、ア メ リ カ 法 は 、他 の 系 列 に 属 す る 科 目 を 担 当 す る 法 科 大 学

院 の 専 任 教 員 が 、他 の 系 列 の 科 目 と 併 せ て 担 当 し て い る 。専 任 教 員 が 担 当 し

て い る の は 、８ 科 目 中 の １ 科 目 で あ る 。ま た 、展 開・先 端 科 目 の う ち の 著 作

権 法 担 当 と し て 専 任 教 員 が １ 人 、国 際 取 引 法 関 係 の 科 目（ 国 際 取 引 法 ）担 当

の 専 任 教 員 が １ 人 配 置 さ れ て い る 。そ の ほ か ５ つ の 科 目（ 租 税 法 総 論 、所 得

税 法 、執 行・保 全 法 、倒 産 法 Ⅰ 、倒 産 法 Ⅱ ）は 、法 律 基 本 科 目 担 当 の 専 任 教

員 が そ れ ら の 科 目 と 並 ん で 担 当 し て い る 。こ れ ら の う ち に は 、複 数 の 展 開 ・

先 端 科 目 を 担 当 し て い る 者 が い る の で 、結 局 、展 開・先 端 科 目 を 担 当 し て い

る 専 任 の 教 員 は ４ 人 と な る 。 専 任 教 員 が 担 当 し て い な い 展 開 ・ 先 端 科 目 は 、

基 礎 法 学・隣 接 科 目 と 同 様 に 、国 際 関 係 法 所 属 の 兼 担 教 員 と 兼 任 教 員 に よ っ

て 担 わ れ て る 。展 開・先 端 科 目 に 関 し て は 、専 任 教 員 が 担 当 し て い る 科 目 は 、

33 科 目 中 ６ 科 目 と な る 。  

 こ の よ う に 基 礎 法 学・隣 接 科 目 と 展 開・先 端 科 目 は 、兼 担・兼 任 教 員 に 負

っ て い る 部 分 が 大 き い が 、兼 担 教 員 の 所 属 す る 国 際 関 係 法 専 攻 は 法 曹 実 務 専

攻（ 法 科 大 学 院 ）と 同 一 の 国 際 社 会 科 学 研 究 科 内 に お か れ た も う １ つ の 法 律

系 の 専 攻 で あ り 、法 曹 実 務 専 攻 と 密 接 な 連 繋 を 図 り な が ら 運 営 さ れ て い る の

で 、研 究 科 全 体 と し て の 教 育 上 の バ ラ ン ス は 十 分 図 ら れ て い る 。市 民 密 着 型

の 法 分 野 は 兼 任 の 弁 護 士 教 員 に よ り 担 当 さ れ て い る 部 分 が 大 き く 、専 任 教 員

の 配 置 が 相 対 的 に 少 な い が 、こ れ に は 、む し ろ 特 定 分 野 に 強 い 非 常 勤 の 弁 護

士 教 員 を 広 く 迎 え い れ る と い う メ リ ッ ト が あ る 。の み な ら ず 、こ の 分 野 の 教

育 に つ い て 、法 律 基 本 科 目 を 担 当 す る 専 任 教 員 が 関 与 す る こ と に よ っ て ま と

ま り を つ け 、 教 育 上 支 障 を 生 じ な い よ う に 工 夫 し て い る 。【解釈指針８－２－

２－１】 

（ ２ ）専 任 教 員 21 人 の 年 齢 構 成 は 、平 成 20 年 ５ 月 １ 日 を 基 準 日 と し て 以 下 の

と お り で あ る 。  

 60 歳 台 ３ 人 、 50 歳 台 11 人 、 40 歳 台 ３ 人 、 30 歳 台 ４ 人 。  

【解釈指針８－２－２－２】 

          【 別 紙 様 式 ３ 】 教 員 一 覧 、【 別 紙 様 式 ４ 】 科 目 別 専 任 教 員 数 一 覧  
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 ８－３ 実務経験と高度な実務能力を有する教員 

 
基準８－３－１ 

 基準８－２－１に規定する専任教員の数のおおむね２割以上は，専攻分野

におけるおおむね５年以上の実務の経験を有し，かつ，高度の実務の能力を

有する者であること。 

 
 （基準８－３－１に係る状況） 

 21 人 の 専 任 教 員 の う ち ６ 人 が 専 任・み な し 専 任 の 実 務 家 教 員 で あ り 、こ の 比

率 は 約 ３ 割 と な る 。６ 人 の う ち ２ 人 が み な し 専 任 教 員 で あ り 、こ の 実 務 家 専 任

教 員 に 占 め る 割 合 は 約 ３ 割 ３ 分 と な る（【 別 紙 様 式 ３ 】教 員 一 覧 参 照 ）。【解釈指

針８－３－１－２】 

法 曹 実 務 専 攻 の 実 務 家 教 員 で あ る 教 授 の 採 用 基 準 は 、国 経 法 専 任 教 員 の 採 用

審 査 基 準 第 ２ 条 第 ２ 項 に よ り 、 原 則 と し て 15 年 以 上 の 実 務 経 験 と 担 当 す る 科

目 に 関 す る 十 分 な 実 務 経 験 及 び 教 員 と し て の 適 格 性 を 有 す る こ と と さ れ て い

る 。 准 教 授 に つ い て は 、 原 則 と し て 10 年 以 上 の 実 務 経 験 と 担 当 す る 科 目 に 関

す る 実 務 経 験 及 び 教 員 と し て の 適 格 性 を 有 す る こ と が 必 要 で あ る 。ま た 、法 曹

実 務 客 員 教 授 （ い わ ゆ る 「 み な し 専 任 」） の 採 用 審 査 基 準 は 、 原 則 と し て 15 年

以 上 の 実 務 経 験 が あ り 、担 当 す る 授 業 科 目 に 関 連 す る 十 分 な 実 務 経 験 及 び 教 員

と し て の 適 格 性 を 有 す る こ と と さ れ て い る （【 別 添 資 料 Ⅹ Ｌ Ⅲ 】 国 経 法 系 専 任

教 員 の 採 用 ・ 昇 任 に つ い て の 覚 書 参 照 ）。  

各 教 員 の 実 際 の 実 務 経 験 は 、 弁 護 士 で あ る 教 員 に 関 し て は 、 33 年 、 29 年 の

者 が 各 １ 人 で あ り 、 14 年 の 検 察 官 勤 務 の 後 、 弁 護 士 に 転 じ て 18 年 の 者 が １ 人

い る 。ま た 、裁 判 官 で あ る 教 員 は 、38 年 の 裁 判 官 と し て の 実 務 経 験 と 、退 官 し

て か ら の ３ 年 の 弁 護 士 兼 法 科 大 学 院 教 員 と し て の 経 験 を 有 す る 。検 察 官 で あ る

教 員 は 27 年 の 実 務 経 験 を 有 し 、 行 政 官 庁 派 遣 の 教 員 は 、 担 当 科 目 で あ る 著 作

権 法 に 関 連 し た 部 署 で の 15 年 の 実 務 経 験 を 有 す る 。 こ れ ら の 教 員 が 高 度 の 実

務 の 能 力 を 有 す る こ と は 、各 人 が 取 り 扱 っ た 事 件 、弁 護 士 会 等 に お け る 経 歴 な

ど か ら 客 観 的 に 証 明 さ れ て い る と い え る 。【解釈指針８－３－１－１】 

 な お 、 み な し 専 任 教 員 は 、 年 間 ６ 単 位 以 上 の 授 業 を 担 当 す る だ け で は な く 、

教 育 課 程 の 編 成 そ の 他 の 法 科 大 学 院 の 組 織 の 運 営 に つ い て 責 任 を 担 っ て い る 。

そ の た め 、み な し 専 任 教 員 か ら も 専 任 教 員 が 随 時 、教 育 方 法 改 善 や 教 育 資 料 の

あ り 方 等 に つ い て 意 見 を 徴 す る 機 会 を 設 け て い る 。ま た 、み な し 専 任 教 員 に も

相 部 屋 で は あ る が 研 究 室 を 貸 与 し 、メ ー ル ア ド レ ス も 専 任 教 員 の そ れ と 並 ん で

履 修 案 内 に 掲 載 す る な ど し て 、学 生 か ら の 学 習 上 、生 活 上 、進 路 上 等 の 相 談 に

応 じ う る 体 制 を 整 え て い る（【 別添資料Ⅳ】平成 20 年度履修案内 P336 以下「教員住

所録」参 照 ）。【解釈指針８－３－１－２】 
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基準８－３－２ 

 基準８－３－１に規定する実務の経験を有し，かつ，高度の実務の能力を

有する専任教員の少なくとも３分の２は，法曹としての実務の経験を有する

者であること。 

 
 （基準８－３－２に係る状況） 

専 任 ・ み な し 専 任 の 実 務 家 教 員 ６ 人 の う ち １ 人 は 官 庁 派 遣（ 文 部 科 学 省 ）の

教 員 で あ る が 、 残 り は 、 裁 判 官 教 員 １ 人 、 弁 護 士 教 員 ３ 人 、 検 察 官 出 身 の 教 員

１ 名 で あ り 、法 曹 と し て の 十 分 な 実 務 経 験 を 有 す る（【 別紙様式３】教員一覧参照）。

具体的には、弁護士である教員に関しては、実務経験が 33 年 、29 年 の 者 が 各 １ 人 で

あ り 、 14 年 の 検 察 官 勤 務 の 後 、 弁 護 士 に 転 じ て 18 年 の 経 験 を 有 す る 者 が １ 人

い る 。 ま た 、 裁 判 官 で あ る 教 員 は 28 年 の そ れ と し て の 実 務 経 験 と ３ 年 の 弁 護

士 兼 法 科 大 学 院 教 員 と し て の 経 験 を 、 検 察 官 で あ る 教 員 は 27 年 の 実 務 経 験 を

有 す る 。  
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 ８－４ 専任教員の担当授業科目の比率 

 

基準８－４－１ 

 各法科大学院における教育上主要と認められる授業科目については，原則

として，専任教員が配置されていること。 

 

 （基準８－４－１に係る状況） 

 法 律 基 本 科 目 群 に 属 す る 科 目（ す べ て 必 修 ）、法 律 実 務 基 礎 科 目 群 中 の 必 修 科

目 及 び 総 合 演 習 科 目 群 に 属 す る 科 目（ す べ て 必 修 ）は 、ほ と ん ど す べ て を 専 任

教 員 が 担 当 し て お り 、 ご く わ ず か な 部 分 を 兼 任 教 員 が 担 っ て い る （ な お 、

Tutorial は 法 律 基 本 科 目 と し て 位 置 付 け ら れ る が 必 修 で は な い の で 、以 下 の 説

明 か ら は 除 外 し て い る 。）。 具 体 的 に は 、 法 律 基 本 科 目 中 の 行 政 法 Ⅱ 、 民 法 Ⅰ 、

民 法 Ⅲ 、民 法 Ⅴ 、刑 法 Ⅱ を 他 大 学 所 属 の 研 究 者 教 員 で あ る 兼 任 教 員 が 担 当 し て

い る 。た だ し 、民 法 Ⅰ を 兼 任 教 員 が 担 当 し て い る の は 、本 来 の 担 当 者 で あ る 専

任 教 員 が 海 外 研 修 中 で あ る と い う 臨 時 的 理 由 に よ る 。ま た 、総 合 演 習 科 目 中 の

公 法 総 合 演 習 （ 実 質 は 法 律 実 務 基 礎 科 目 と 性 格 付 け ら れ る 。） ２ ク ラ ス 、 民 事

法 総 合 演 習 （ 実 質 は 法 律 実 務 基 礎 科 目 と 位 置 付 け ら れ る 。） １ ク ラ ス に は 、 そ

れ ぞ れ 、専 任 教 員 と も に 、弁 護 士 で あ る 兼 任 教 員 が 関 与 し て い る 。 ま た 、 法 律

実 務 基 礎 科 目 で あ る 民 事 実 務 演 習 ２ ク ラ ス の う ち の １ ク ラ ス は 、弁 護 士 で あ る

兼 任 教 員 が 担 当 し て い る 。同 じ く 法 律 実 務 基 礎 科 目 で あ る 実 務 民 事 訴 訟 演 習 ２

ク ラ ス に は 、弁 護 士 で あ る 兼 任 教 員 が 担 当 す る ほ か 、そ の う ち の ２ 回 分 の 授 業

に つ い て 、兼 任 で あ る 派 遣 裁 判 官 教 員 が 関 与 し て い る 。派 遣 裁 判 官 教 員 は 、法

律 実 務 基 礎 科 目 中 の 民 事 要 件 事 実 ・事 実 認 定 論 を も 担 当 し て い る 。専 任 教 員 と

兼 任 教 員 が と も に 関 与 し て い る す べ て の ク ラ ス に お い て 、専 任 教 員 が 当 該 ク ラ

ス の 授 業 内 容 ・ 授 業 の 実 施 ・ 成 績 評 価 に 責 任 を 負 っ て い る 。 そ う す る と 、 必 修

で あ る 全 53 の 授 業 科 目 （ ク ラ ス ） の う ち 、 44 を 専 任 教 員 が 担 当 し て い る こ と

に な り 、 こ の 割 合 は 約 83％ と な る 。【解釈指針８－４－１－１】 

  他 方 、本 学 法 科 大 学 院 の 特 色 あ る 分 野 と さ れ て い る 租 税 法 務 の 領 域 に 関 し て

は 、 ８ 科 目 中 ２ 科 目 （ 租 税 法 総 論 、 所 得 税 法 ） を 本 学 法 科 大 学 院 （ 法 曹 実 務 専

攻 ）の 専 任 教 員 が 担 当 し て い る 。ま た 、も う 1 つ の 特 色 あ る 分 野 と さ れ て い る

国 際 企 業 法 務 の 分 野 に 関 し て は 、８ 科 目 中 １ 科 目（ 国 際 取 引 法 ）を 本 学 法 科 大

学 院 の 専 任 教 員 が 担 当 し て い る 。こ の よ う に 述 べ る と 、表 面 的 に は 専 任 教 員 の

比 率 が 低 い よ う に 見 え な く も な い が 、本 学 法 科 大 学 院 専 任 の 教 員 が 担 当 す る 科

目 以 外 の 科 目 も 、本 学 法 科 大 学 院 が 属 す る 本 学 国 際 社 会 科 学 研 究 科 内 の も う １

つ の 法 律 系 の 専 攻 で あ り 、本 学 法 科 大 学 院 と 密 接 な 連 携 を 図 り な が ら 運 営 さ れ

る 国 際 関 係 法 専 攻 所 属 の 教 員（ 本 学 法 科 大 学 院 と の 関 係 で い え ば 兼 担 教 員 ）が

担 当 し て お り 、 研 究 科 全 体 と し て の バ ラ ン ス を と っ て い る 。  

 本 学 法 科 大 学 院 は 市 民 密 着 型 の 法 曹 の 養 成 を も １ つ の 特 色 と し て い る が 、市

民 密 着 型 の 法 曹 に 関 連 し た 科 目 と は 何 か を 厳 密 に 限 界 付 け る こ と は 困 難 と 思

わ れ る 。し か し 、こ れ を 一 応 、本 学 法 科 大 学 院 の カ リ キ ュ ラ ム に 即 し て 言 え ば 、
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展 開・先 端 科 目 Ⅱ 群 に 属 す る 科 目 で あ る と い う こ と に な る と す る と 、こ こ で は 、

10 科 目 中 ３ 科 目（ 執 行・保 全 法 、倒 産 法 Ⅰ 、倒 産 法 Ⅱ ）が 専 任 教 員 に よ っ て 担

当 さ れ て お り 、残 り は 弁 護 士 ・ 司 法 書 士 で あ る 兼 任 教 員 が 担 当 し て い る 。こ こ

で も 専 任 教 員 の 比 率 が 低 い よ う に 見 え る が 、専 任 教 員 が 全 体 を 総 括 し て ま と ま

り を つ け 、教 育 上 支 障 が な い よ う に し て い る 。の み な ら ず 、こ の 科 目 群 の 科 目

は 、法 律 基 本 科 目 の 特 定 分 野 を 展 開 し 実 務 に 発 展 さ せ た 科 目 で あ り 、法 曹 実 務

の い わ ば 原 型 で あ る 市 民 密 着 型 の 法 分 野 を カ バ ー す る よ う 設 定 す る も の で あ

る た め 、特 定 分 野 に 強 い 実 務 家 兼 任 教 員 を 中 心 に 構 成 す る こ と に む し ろ 意 義 が

あ る と 考 え る 。  

        【 別 紙 様 式 １ 】 開 講 授 業 科 目 一 覧 、【 別 紙 様 式 ３ 】 教 員 一 覧  
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 ８－５ 教員の教育研究環境 

 

基準８－５－１ 

 法科大学院の教員の授業負担は，年度ごとに，適正な範囲内にとどめられ

ていること。 

 
 （基準８－５－１に係る状況） 

 専任教員のうち研究者教員の授業負担は、法科大学院の科目に関しては３～12 単位、

これに自大学他専攻等科目を加えた場合に５～28.3 単位となっており、20 単位を超えて

いる者が４人いる。また、さらに他大学非常勤講師として担当する科目を加えると７～

28.3 単位となり、20 単位を超える者が７人であるが、最多でも 28.3 単位にとどまって

おり、30 単位を超える者はいない。実務家教員の法科大学院での授業負担は４～10 単位

であり、これに自大学他専攻等科目を加えると６～16 単位、さらに他大学非常勤講師と

して担当する科目を加えると６～18 単位となる（【別紙資料３】教員一覧参照）。【解釈

指針８－５－１－１】 

 
                         



横浜国立大学大学院国際社会科学研究科法曹実務専攻 第 8 章 

 156

 

基準８－５－２  

法科大学院の専任教員には，その教育上，研究上及び管理運営上の業績に

応じて，数年ごとに相当の研究専念期間が与えられるよう努めていること。 

 

 （基準８－５－２に係る状況） 

 本学法科大学院（法曹実務専攻）は博士課程前期国際関係法専攻、博士課程後期国

際経済法学専攻とともに、本学国際社会科学研究科の中の法律系を構成している。そ

こで、これらの専攻に所属する教員全員に共通のサバティカル制度を平成 18 年度に設

け、平成 19 年度から実施している。これは、それ以前に存在した旧サバティカル制度

の下で、法科大学院発足前の平成 12 年当時在籍していた国際社会科学研究科法律系所

属の全教員が平成 18 年度までにサバティカルをとり終えたところから、改定を施した

ものである。サバティカルの主な内容は、半年間の授業負担免除、本来の年間授業負

担の１／２を超えない範囲で免除された授業科目の残りの半年間での担当、１年間の

学内行政負担の免除である。これに基づいてサバティカルの対象となる者の順番を確

定し、平成 19 年度には法科大学院所属の教員１人、国際関係法専攻所属の教員１人が、

平成 20 年度にも法科大学院所属の教員１人が、実際にサバティカルをとっている（【別

添資料ⅩＬⅣ】新サバティカル制度の導入について参照）。  
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基準８－５－３ 

 法科大学院の専任教員の教育上及び研究上の職務を補助するため，必要な資

質及び能力を有する職員が適切に置かれていること。 

 
 （基準８－５－３に係る状況） 

 本学法科大学院の専任教員の教育・研究上重要な機能を担っているのは、国経法系資

料室である。同資料室は、月曜日から金曜日までは午前９時から午後９時 45 分まで、

土曜日は午前 10 時から午後４時 30 分まで開室して利用に供されている。このうち、月

曜日から金曜日までの午前９時から午後５時までの時間帯には、３人の非常勤職員が交

替で勤務している。これらの職員は、図書・雑誌の整理、貸出業務等の本来の資料室職

員としての業務をこなすほか、教員の依頼に応じて教材をコピーする等のサービス業務

も行っている。なお、月曜日から金曜日までの午後５月以降、土曜日の開室は RA に負

っており、長期休業期間中に当たる８月・９月・３月はこの時間帯は開室していない（【資

料８－５－３－１】国経法系資料室非常勤職員シフト参照）。  
  
 資料８－５－３－１ 国経法系資料室非常勤職員シフト  
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 ２ 優れた点及び改善を要する点等 

（１）優れた点  
①入学定員 50 人、収容定員 150 人の学生数に比し、21 人の専任教員を配置して少人数

教育を実現しえている点は、優れた点として評価できる。  
②本学法科大学院は横浜弁護士会と全面的な協力・提携関係にあり、同弁護士会から多

くの専任・みなし専任・兼任の弁護士教員の安定的な供給を得ることができる点も、

長所として指摘しうるであろう。  
③第２章においても指摘したところであるが、横浜弁護士会所属の専任・みなし専任の

教員の背後には、各人について３～４人のバックアップチームが付されているから、

実質的には、上記に指摘したような表面的に現れた形以上の少人数教育が行われてい

るといって過言ではない。  
④このように、地元弁護士会との密接な協力・提携関係を築いている点は優れた点とし

て指摘しうるが、他方で、東京からも遠くはないという地の利をいかし、地元弁護士

のみならず、東京の弁護士の協力も得ている点は長所としうるであろう。  
⑤学生定員からすると、３人いれば（文部科学省告示ではおおむね２割以上）十分であ

るはずの実務家専任教員を６人配置（約３割）しており、しかも全員働き盛りの年齢

層である点も優れている。  
⑥多数の専任教員を配置している結果、ほとんどすべての法律基本科目、法律実務基礎

科目を専任教員によって開講しえている点は特記すべき事項である。  
⑦多数の専任教員を配置しているため、各人の授業負担を比較的少なく抑えている点は

優れた点であろう。  
⑧重要な文献を多数備えている国経法系資料室が平日午後９時４５分まで、土曜日も利

用しうるようにしている点は、教育・研究上多大な便宜を供しているといえる。  
⑨本学法科大学院（法曹実務専攻）と密接な連繋を図りながら運営されている国際関係

法専攻所属の専任教員の協力により多数の租税法関係の科目、国際企業法務に関する

科目を開設している点は、本学法科大学院の特色の１つである。  
⑩横浜弁護士会と密接な協力・提携関係にあるため、それぞれの分野で専門的な仕事を

している同弁護士会所属の弁護士による実務的な科目を多数開講しえている点も、本

学法科大学院の特色の１つとして指摘しうるところである。  
⑪法科大学院設置後、新たなサバティカル制度を設けて実施に移している点は長所とし

て指摘しうる点であろう。  
 
（２）改善・検討または努力を続けるべき点等  
該当なし。  
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第９章 管理運営等 

 

 １ 基準ごとの分析 

 

 ９－１ 管理運営の独自性 

 

基準９－１－１ 

 法科大学院における教育活動等を適切に実施するためにふさわしい独自の

運営の仕組みを有していること。 

 

 （基準９－１－１に係る状況） 

 法科大学院の設置に伴って、平成 16 年度から新たな運営体制を整備し実施しており、

その状況は平成 20 年度に至っても変わらない。まず法科大学院の設置に伴って、平成

16 年度から新たに運営体制を整備し、実施している。本学法科大学院（法曹実務専攻）

の運営に関する重要事項を審議する機関として、法曹実務専攻会議が置かれている。教

員の採用、学生の入学、成績評価、修了判定等の専攻の運営にかかわる事項の決定は、

法曹実務専攻が単独でこれを行い、カリキュラム編成については、博士課程前期国際経

済法学専攻の協力を得ながら法曹実務専攻がこれを決定する。法曹実務専攻会議は、法

曹実務専攻に所属する専任教員と同専攻で講義を担当する国際経済法学専攻の専任教員

で構成される（【資料９－１－１－１】教員及び行政組織図及び【資料９－１－１－２】

国際経済法学系委員会について参照）。  
 法科大学院（法曹実務専攻）には、同専攻会議により選出される専攻長を置き、国際

社会科学研究科教授会の承認を得る。  
これにより【解釈指針９－１－１－１】、【解釈指針９－１－１－２】および【解釈指

針９－１－１－３】に適合した内容となっている。  
 みなし専任教員は、教育に関する法曹実務専攻会議に参加する権利を有する。この教  
育に関する法曹実務専攻会議においては、入試、教育方法、カリキュラム編成および修

了判定を含む教育計画および教育運営方法について審議・決定する。みなし専任教員は、

教育内容、教育方法改善のため、教育研究高度化委員会に参加する権利を有する（【資料

９－１－１－２】国際経済法学系委員会について記載のⅡ．４．および５．）。みなし専

任教員には研究室が貸与され、随時学生に対するアカデミックアドバイスを行うほか、

メールによる相談にも応ずる態勢を整えている。これにより【解釈指針９－１－１－４】

を十分に充たしている。  
 次 に 委 員 会 構 成 は 、法 科 大 学 院（ 法 曹 実 務 専 攻 ）は 法 律 系 の 中 で 国 際 関 係 法

専 攻 と 車 の 両 輪 の 関 係 の 下 で 運 営 さ れ る た め 、人 的 資 源 の 有 効 適 切 で 省 力 的 な

活 用 の た め 、法 律 系 単 位 で 実 施 し て い る 。し か し そ の 委 員 会 構 成 も 法 科 大 学 院

（ 法 曹 実 務 専 攻 ） の 業 務 に 対 応 す べ く 、 平 成 15 年 度 ま で の （ イ ） 教 務 厚 生 委

員 会 （ ロ ） 研 究 図 書 委 員 会 （ ハ ） 自 己 評 価 委 員 会 （ ニ ） 電 算 委 員 会 （ ホ ） 人 事

委 員 会 （ ヘ ） 将 来 計 画 委 員 会 （ ト ） 英 語 教 育 委 員 会 （ チ ） 財 務 委 員 会 と い う 構

成 を 、① 教 務 厚 生 委 員 会 ② 入 試 委 員 会 ③ 施 設 研 究 図 書 委 員 会 ④ 教 育 研 究 高 度 化

委 員 会（ Ｆ Ｄ 委 員 会 含 む ）⑤ 広 報 委 員 会 ⑥ 国 際 化 推 進 ・ 実 施 委 員 会 ⑦ 人 事 委 員
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会 ⑧ 将 来 計 画 委 員 会 ⑨ 財 務 委 員 会 と い う 構 成 に 変 更 し た 。こ れ に よ り 、円 滑 な

運 営 が な さ れ 、 教 育 へ の 一 層 の 資 源 投 入 が 確 保 さ れ て い る 。  

 

資料９－１－１－１ 教員及び行政組織図  
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資料９－１－１－２ 国際経済法学系委員会について  
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基準９－１－２ 

 法科大学院の管理運営を行うために適切な事務体制が整備され，職員が適

切に置かれていること。 

 
 （基準９－１－２に係る状況） 

 法科大学院に関する事務を担当するのは、【資料９－１－２－１】（事務組織図）に囲

みで示した事務組織であるが、入試・教務・修了判定など学生に関する事項を所管する

のは、本学法科大学院においては、社会科学系事務部法科大学院係である。この係は従

前は経済や経営の専攻をも取り扱う大学院係の中の１つの係であったが、平成 19 年度

に法科大学院（法曹実務専攻）をも含めた法律系専攻の主として学務事務を取り扱う係

として独立した。その結果、現在では、専ら法科大学院の事務を取り扱う常勤の係長１

名、法科大学院の事務と国際関係法専攻の事務を併せ所管する常勤職員１名のほか、非

常勤職員１名によって、法科大学院の事務を処理している。  
 教員に関する事項を所管するのは総務係であるが、会計担当職員のうち常勤１名を法

律系専任とし、会計以外の事項については総務係長を中心にこれが常勤・非常勤を指揮

することを加えて実施している。これにより【解釈指針９－１－２－１】を充たす実質

となっている。  
 スタッフ・ディベロップメントについては、現在までのところ法科大学院に特化した

研修は行っていないが、総務・教務全般にかかる職員研修を行っている（【資料９－１－

２－２】事務系職員研修一覧参照）。これにより【解釈指針９－１－２－２】を充たす実

質となっている。 
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資料９－１－２－１ 事務組織図  
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資料９－１－２－２ 事務系職員研修一覧  
  事務系職員研修一覧  
１． 関東地区新採用職員研修  
２． 関東甲信越地区国際企画担当職員研修  
３． 関東甲信越地区国立大学法人等会計事務研修  
４． 関東・甲信越地区係長研修  
５． 大学職員セミナー  
６． 大学マネージメントセミナー  
７． 関東甲信越地区中堅係員研修  
８． 関東・甲信越地区大学職員啓発セミナー  
９． 横浜国立大学ビジネス実務法務研修  
１０．横浜国立大学事務系職員外国語研修  
１１．横浜国立大学大学職員 SD 研修  
１２．横浜国立大学大学アドミニストレーター養成研修  
１３．横浜国立大学国際交流推進研修  
１４．横浜国立大学新規採用職員研修  
１５．横浜国立大学主任研修  
１６．横浜国立大学係長研修  
１７．横浜国立大学事務情報化推進研修  
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基準９－１－３ 

 法科大学院における教育活動等を適切に実施するためにふさわしい十分な

財政的基礎を有していること。 

 
 （基準９－１－３に係る状況） 

まず法科大学院の教育活動を適切に実施するため、横浜国立大学は、設置基準の約２

倍の専任教員の配置を行っている。次に、大学の資産および毎年度の大学の予算を基礎

に（【別添資料ⅩLⅤ】平成 20 年度収支予算案参照）各部局予算配分基準に基づき予算

を配分するほか、教育研究高度化経費・学長裁量経費の配分において、法科大学院の教

育活動等の維持及び向上を図るために使用することができるように配慮され、また施設

整備経費の計画・執行においても重点的な配分を行っている（【別添資料ⅩLⅥ】平成 19
年度国際社会科学研究科（法律系）収支報告書参照）。これにより【解釈指針９－１－３

－１】を充たしている。  
また、教育研究高度化経費・学長裁量経費の配分において意見聴取が制度化されてお

り、また必要に応じて専攻長のもとめに応じ、学長が事情聴取を行い、あるいは陳情を

受けつけ、施設改善の経費などを支出している。これにより法科大学院の教室の冷房化、

学生自習室・法廷教室や資料の整備が実施された。このことにより【解釈指針９－１－

３－３】を充たしている。ただし建物については、かろうじてやり繰りをしている状況

で余裕がなく教育・研究資料の保管に窮している。  
【解釈指針９－１－３－２】との関係では、東京税理士会から寄附金を受け入れ、法

科大学院固有の予算として執行している。また、平成 16 年度から３年間にわたり法科

大学院形成支援プログラムとして採択された結果支給された経費及び平成 19 年度から

の２年間にわたり専門職大学院等教育推進プログラムとして採択され支給されている経

費は、専ら、本学法科大学院（法曹実務専攻）において支出している（【別添資料ⅩLⅦ】

LS 形成支援プログラム経費参照）。  
 な お 、 大 学 の 予 算 ・ 決 算 は 学 外 委 員 を 含 め て 構 成 さ れ る 経 営 協 議 会 で 審 議 ・

承 認 さ れ て い る 。  
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９－２ 自己点検及び評価 

 

基準９－２－１ 

 法科大学院の教育水準の維持向上を図り，当該法科大学院の目的及び社会

的使命を達成するため，当該法科大学院における教育活動等の状況について，

自ら点検及び評価を行い，その結果を公表していること。 

 
 （基準９－２－１に係る状況） 

  
本学国際社会科学研究科法律系（当時は博士課程前期のみの国際経済法学研究科）で

は、法科大学院（法曹実務専攻）発足前において、平成６年、平成９年の２回にわたり、

自己点検評価報告書を作成・公表してきたところであるが、その後の、国際経済法学研

究科の国際社会科学研究科への改組（平成 11 年）、博士課程前期経済法学専攻の廃止と

法科大学院（法曹実務専攻）の発足（平成 16 年）という目まぐるしい事態の変化の中で、

自己点検評価報告書の作成を行う余裕のない状況が続いてきた。しかしながら、法科大

学院の発足に際し、３年ごとを基本に外部評価者を加えた体制で自己点検評価報告書を

作成し、途中の年度については教育活動等の状況報告書をまとめて、公表するという予

定を立てた。 

 具体的には、教育研究高度化委員会の主導の下に、法科大学院（法曹実務専攻）のほ

か、博士課程前期国際関係法専攻（法科大学院発足前に関しては経済関係法専攻も含む。）

と博士課程後期国際経済法学をも含めた国際社会科学研究科法律系全体の自己点検評価

報告書を作成することとした。また、法科大学院発足後の第１回自己点検評価報告書の

カバーする期間としては、前回の報告書から相当の時間が経っていることもあり、法科

大学院発足の前後を跨いで平成 13 年度から平成 17 年度までの５年間とすることとし、

その結果、平成 18 年 12 月付けの自己点検評価報告書が作成された。この自己点検評価

報告書に関し、３名の外部評価委員（私立大学総長、国立大学教授、元横浜弁護士会会

長）に委嘱し、書面で意見を頂いた上で、平成 19 年 11 月 21 日には、直接意見交換をす

る機会をもった。その折には、広報活動の重要性、法曹養成と研究者養成との関係など

について貴重な意見を伺うことができた。 

 本法律系が作成した自己点検評価報告書に外部評価委員の意見を併せたものは、「自己

点検評価報告書（横浜国立大学国際社会科学研究科国際経済法学系〔博士課程前期国際

関係法専攻・専門職学位課程法曹実務専攻・博士課程後期国際経済法学専攻〕）（平成 13

年度～平成 17 年度）」（【別添資料ⅩＬⅠ】自己点検評価報告書参照）として印刷し、全

国の法律系・政治系の学部、法科大学院を含めた法律系の大学院を有する 200 以上の大

学 等 に 配 付 し た 。 ま た 、 本 法 律 系 の ホ ー ム ペ ー ジ （ URL:  

http://www.iblaw.ynu.ac.jp/kyoutu/gaibuhyouka.html）にも掲載し、公表している。
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基準９－２－２ 

 自己点検及び評価を行うに当たっては，その趣旨に則し適切な項目を設定

するとともに，適当な実施体制が整えられていること。 

 
 （基準９－２－２に係る状況） 

FD とともに自己点検評価を行う組織として教育研究高度化委員会を設置し、同委員会

が中心になって、教務厚生委員会、入試委員会、施設研究図書委員会等が資料を提供し

て取りまとめ、各教員の情報等を加えて、平成 18 年度には、平成 13 年度から平成 17

年度の範囲をカバーした自己点検評価報告書を作成した上、平成 19 年に、外部評価委員

の意見をも伺った。自己点検及び評価項目としては次のようなものがあげられる（【別添

資料ⅩＬⅠ】自己点検評価報告書参照）。Ⅰ教育・研究体制、Ⅱ教員組織、Ⅲ教育活動、

Ⅳ教育改善の試み、Ⅴ入学者選抜等、Ⅵ教育・研究施設、Ⅶ研究活動、Ⅷ国際交流、Ⅸ

社会貢献、Ⅹ管理・運営、XI 自己点検および評価、XⅡ教員個人の教育・研究活動。 

 以上のように、実施体制、自己点検評価項目とも【解釈指針９－２－２－１】に合致

している。なお、上記と同様の体制・評価項目の下に、３年ごとに自己点検評価を実施

し、途中の年度に関しては教育活動等の報告書をまとめて公表することを予定している。 
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基準９－２－３ 

 自己点検及び評価の結果を当該法科大学院の教育活動等の改善に活用する

ために，適当な体制が整えられていること。 

 

 （基準９－２－３に係る状況） 

 自己点検評価を統括する教育研究高度化委員会は、FD の実施についても責任を果

たす委員会である。そのことにより、FD の集積を自己点検評価に結びつけるととも

に、自己点検評価の結果を直ちに FD に反映させていくことができる。委員会は、学

生の授業アンケートの結果を取りまとめ、教育改善のきっかけを各教員に提供し、

また、授業改善計画書の提出を求めている。その他にも、学期毎の教育内容方法の

グループによる検討、全科目公開授業の参観、試験問題の相互点検、成績分布の公

表・点検、解答・講評の公表などを実施している。この意味において、【解釈指針９

－２－３－１】に対応している。  
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基準９－２－４   

自己点検及び評価の結果について，当該法科大学院を置く大学の職員以外の

者による検証を行うよう努めていること。 

 
 （基準９－２－４に係る状況） 

 法科大学院発足後の第１回目の自己点検評価報告書に関して、私立大学総長（著名な

法律学者）、国立大学の法律学教授、元横浜弁護士会会長に外部評価委員を依頼し、そ

の意見書を併せて最終的な報告書とした（【別添資料ⅩＬⅠ】自己点検評価報告書参照）。

【解釈基準９－２－４－１】に合致している。第２回目以降の報告書に関しても、同様

の措置をとる予定である。  
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 ９－３ 情報の公表 

 

基準９－３－１ 

法科大学院における教育活動等の状況について，印刷物の刊行及びウェブサ

イトへの掲載等，広く社会に周知を図ることができる方法によって，積極的に

情報が提供されていること。 

 
 （基準９－３－１に係る状況） 

教育活動等の状況などについて、パンフレット、ホームページなどで広く公表するこ

ととしている。 

法科大学院開設前の平成 15 年度から、毎年、新しいパンフレットを作成している。平

成 20 年度のパンフレットは作成途中であるが、平成 19 年度からは、博士課程前期国際

関係法専攻、博士課程後期国際経済法学専攻を併せた本学法律系全体のパンフレットと

している（【別添資料Ⅰ】法科大学院パンフレット、法科大学院特有の部分５頁（【資料

９－３－１－１】平 成 19 年 度 パ ン フ レ ッ ト 参照））。そこでは、教育活動等に関する

多くの情報を提供しているが、学生の生の声を中心に教育の実際がわかるような内容も

掲載し、教育活動の現状が具体的に伝えられるような工夫をしている。その結果、本学

法科大学院の特色、カリキュラム、学生生活、バックアップ体制、入試概要・結果が目

に鮮やかに映る、他に例を見ない、活き活きとした学生本位の画期的なものとなってい

る。パンフレットは全国の大学、大学院（法科大学院含む）、地方自治体、経済団体、企

業、同窓会組織、法曹会、放送局、新聞社、雑誌社、資格学校予備校、県内主要高校な

ど、公共の場を含め広く配布し、ホームページからも直接ダウンロードできるものとし

ている。 

ホームページを開設し、適宜、更新している。そこでは専攻紹介、授業時間割、開講

科目一覧、修了要件・履修細目、履修モデル、年次配当表、教員紹介、学習環境、教員、

学生からの声、FAQ が掲載されている（【資料９－３－１－２】法科大学院ホームページ

参照）。また、説明会情報、募集要項などは迅速にホームページ上に公開し、その旨を外

部の法科大学院関連サイトへも通知して、志願者等の便宜を図っている。 

 説 明 会 を 年 ３ 回 開 催 し て い る 。第 １ 回 目 は ７ 月 初 旬 学 内 に お い て 、第 ２ 回 目

も ８ 月 初 旬 学 内 に お い て 、全 学 的 な オ ー プ ン キ ャ パ ス の 一 環 と し て 、そ し て 第

３ 回 目 は ９ 月 下 旬 学 外（ 横 浜 ラ ン ド マ ー ク タ ワ ー ）に て 開 催 し て い る 。こ れ ら

の 説 明 会 に お い て は 、教 員 か ら 本 学 法 科 大 学 院 に 関 す る 情 報 を 広 く 発 進 す る ほ

か 、在 学 生 に よ る 忌 憚 の な い 現 状 報 告 ・ 意 見 を 加 え て 、利 用 者 本 位 の 内 容 と な

る よ う に し て い る （【 資 料 ６ － １ － １ － １ 】 入 試 情 報 （ 説 明 会 の お 知 ら せ ）〔 前

出 104 ペ ー ジ 〕 参 照 ）。  

こうして基準に十分適合する状況を形成している。 
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資 料 ９ － ３ － １ － １  平 成 19 年 度 パ ン フ レ ッ ト  
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資料９－３－１－２ 法科大学院ホームページ  
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基準９－３－２ 

 法科大学院の教育活動等に関する重要事項を記載した文書を，毎年度，公

表していること。 

 
 （基準９－３－２に係る状況） 

 【解釈指針９－３－２－１】に掲げられた事項を含む教育活動等に関する重要事項を

記載した文書として、横浜国立大学法科大学院年次報告書を作成し、ホームページ

(http://www.iblaw.ynu.ac.jp/houka/houka_pdf/gaibuhyouka.pdf)に掲載して、毎年改訂

することとしている（【別添資料ⅩLⅧ】年次報告書参照）。 
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 ９－４ 情報の保管 

 

基準９－４－１ 

 評価の基礎となる情報について，適宜，調査及び収集を行い，適切な方法

で保管されていること。 

 

 （基準９－４－１に係る状況） 

 シラバス、講義配布資料、試験問題、授業アンケート、成績分布・分析、入試結果な

ど、自己点検評価の基礎となる資料は、各学期ごとを基本に、専攻長・教務厚生委員会・

教育研究高度化委員会・入試委員会によって収集され、専攻長室に保管されている。保

管期間は少なくとも５年としている。  
 それにより、【解釈指針９－４－１－１】、【解釈指針９－４－１－２】および【解釈指

針９－４－１－３】を十分充足している。 

 



横浜国立大学大学院国際社会科学研究科法曹実務専攻 第９章     

 175

 ２ 優れた点及び改善を要する点等 

 
 
①法科大学院の運営の上で生じる学務を適切に把握し、それに対応できる委員会構成と

して、円滑に実施していること。 

②自己点検評価を統括する教育研究高度化委員会を、FD の実施についても責任を果たす

委員会とすることにより、FD の集積を自己点検評価に結びつけるとともに、自己点検

評価の結果をただちに FD に反映させていくことのできる体制としていること。 

③教育内容・方法の点検および厳格な成績評価が、制度的にも実際にも着実かつ先端的

に実施されていること。 

④自己点検評価書を作成し、外部評価委員の意見を受けた上、広く公表していること。 

⑤法科大学院の情報の提供のために毎年新たなパンフレットを作成し、ホームページに

関しては適宜、改訂し、常に、よりわかりやすいしかも活き活きとした最新のものの

提供となるよう努めていること。 

⑥説明会でも在校生に状況を率直に話してもらう機会を常に設け、新しいパンフレット

には、学生の生の声を中心に載せるなど、情報提供も学生本位、利用者本位のものと

なるよう努力していること。 

⑦パンフレットの配布先にも公共の場を含めて広く、またホームページの迅速な情報掲

載を外部サイトへ通知するなどして情報の広範迅速な伝達に努めていること。 

 

（２）改善・検討または努力を続けるべき点等 

①職員の FD については、全学的に自己点検評価およびそれに伴う改善の体制が整えられ

つつあるが、これを一層確実に進めるべきこと。 
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第１０章 施設，設備及び図書館等 

 

 １ 基準ごとの分析 

 

 １０－１ 施設の整備 

 

基準１０－１－１ 

 法科大学院には，その規模に応じ，教員による教育及び研究並びに学生の

学習その他当該法科大学院の運営に必要十分な種類，規模，質及び数の教室，

演習室，実習室，自習室，図書館，教員室，事務室その他の施設が備えられ

ていること。これらの施設は，当面の教育計画に対応するとともに，その後

の発展の可能性にも配慮されていること。 

 
 （基準１０－１－１に係る状況） 

（１）教室等  
 本学法科大学院では、法律基本科目群、チュートリアル、法律実務基礎科目群、総合

演習科目群、基礎法学・隣接科目群、展開・先端科目Ⅰ群及びⅡ群に属する各授業科目

が、前・後期の学期中のほか、夏季、冬季及び春季の休業中にも開講されており、年度

ごとの開講科目は、総数にして 92 科目に及ぶ。  
これらのうち、憲法、行政法、民法、商法、刑法、民事・刑事の両訴訟法をはじめと

する必修科目については、少なくとも 50 人前後の学生を収容することのできる教室が

必要とされる。また、法律基本科目群に属する公法、民法、刑法、民事訴訟法の各演習

や、実務基礎科目群に属する民事実務、商事法務、刑事実務の各演習、公法、民事法、

刑事法の各総合演習のいずれもが必修科目であり、１学年を２クラスに分けたこれらの

演習形式の授業を実施するためには、定員 30 人規模の演習室を最低でも 2 部屋必要と

する。  
 現状では、平成 17 年度自己評価書（予備評価）でも検討課題とされた本学法科大学

院専用の講義棟建設の目途は立っていない。けれども、講義用の教室に関しては、本学

経済学部及び経営学部から両学部講義棟の試験定員 100 人規模の教室を供与され、学期

中はもちろん、休業中の集中講義を含めて法科大学院専用教室としての利用が確保され

ている。演習室に関しては、長時間の授業にも支障がないように、国際社会科学研究棟、

国際経済法学研究棟及び経営学部研究棟の各会議室を演習用に確保している。経済学部、

経営学部及び国際社会科学研究科から、これら施設確保のために格別の配慮があること

は特筆に値する。なお、基礎法学・隣接科目群、展開・先端科目Ⅰ・Ⅱ群に属する選択

科目に関して言えば、受講生の多い若干の科目を除き、国際経済法学棟内の教室でほぼ

充足している。教室等の位置関係については、【別添資料ⅩＬⅨ】国際経済法棟・国際

社会科学研究棟・棟別平面図を参照。  
 法律実務基礎科目群に属する民事・刑事模擬裁判については、残念ながらいまだ専用

教室をもつに至っていないが、毎年、本学常盤台キャンパス内の教育文化ホールで実施

しており、現在では、模擬裁判用の備品等も大半が同ホール内での保管が認められるよ

うになっている。模擬裁判の実施中は、その様子を全学に向けて公開しているが、全学

からは、模擬裁判用ホールの安定的利用のために格別の配慮を得ている。【解釈指針１

０－１－１－１】  
（２）自習室  
 本学法科大学院では、1 年次から 3 年次までの全学生一人ひとりに指定席を用意した
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自習室が完備している（自習用の総座席数は 173）。現状では、1・2 年次生に割り当て

られた国際社会科学研究棟 3 階及び 4 階、3 年次生専用の経営学部講義棟 2 号館 4 階の

２棟に分かれているものの、各棟への出入りは ID カードによる管理システムを採用し、

土曜、日曜、祝祭日を含めた文字どおり 365 日間、昼夜を分かたず、24 時間の自習室

利用が認められている。また、各棟各階には、ラウンジ等のリフレッシュ・コーナーが

開放されており、国際社会科学研究科棟 6 階のゼミ室は、他専攻の学生との共用ではあ

るが、特に法科大学院学生の自主ゼミ用の教室として活用されている。自習室のある 2
棟の建物については、【別添資料Ｌ（国際経済法学研究棟・国際社会科学研究棟概要）

を参照。  
 さらに、本学法科大学院を修了した学生についても、科目等履修生又は研究生の身分

を取得した場合には、一定数の座席が用意されており（平成 20 年度では、科目等履修

生 20 名に対し、座席数 16）、修了後新司法試験を受験するまでの期間、自習室の利用が

可能となっている。もちろん、上記学生身分を取得しない場合にも、本学修了生の立場

で附属中央図書館の利用が認められるのは言うまでもない。【解釈指針１０－１－１－

５】  
（３）図書館  
 国際経済法学研究棟 4 階の資料室（以下では、「国経法資料室」の略称を用いる）は、

本学において法学系及び政治学系の文献情報を集約する施設であり、従来、経済学部附

属貿易文献資料センターとこれに隣接する社会科学系図書館（中央図書館分館）に分散

していた法律関係の基本資料（民集、刑集をはじめとする判例集、主要判例・法律雑誌）

の同資料室への移管がすでに完了し、法科大学院における教育・研究上必要不可欠の文

献資料をほぼ網羅するに至っている（所蔵図書・雑誌のデータや、今後の収書方針、資

料室の管理運営に関しては後述）。国経法資料室の平面図は、【別添資料ＬⅠ】国際社会

科学研究科資料室資料配置図のとおり。  
 附属図書館は、電子情報化に伴う学術情報の効率的運用と強固な学内ネットワークの

構築を目的として、平成 19 年度より情報基盤センターと事務部門を一元化した。平成

13 年から翌 14 年にかけての大型改修工事によって実現した多目的のメディア・ホール、

情報ラウンジ、メディアブース、カフェ等最新の施設を擁し、同中央図書館に開架図書・

雑誌コーナーと併設された閲覧室は、緑豊かなキャンパスの自然をとり込む快適な空間

を演出しており、国際経済法学資料室とも、0PAC（本学蔵書総合目録の電子検索システ

ム）を通じて緊密な連携を図る体制を整えている（国際経済法学資料室との具体的な協

力関係については後述）。附属図書館の概要については、資料【１０－１－１－１】附

属図書館概要を参照されたい。【解釈指針１０－１－１－６】  
（４）教員室  
 教員研究室としては、国際経済研究棟５階から７階までの全 27 室（各 19 ㎡）と経済

新研究棟５階の全８室（各 20 ㎡）が専任教員及びみなし専任教員用に割り当てられて

いる。これにより、各常勤専任教員全員に個人研究室が確保されている。このほか、非

常勤講師・客員教授・客員研究員用の研究室も経済旧研究棟４階に４室用意されている。 
 国際経済研究棟３階には、専攻会議等の用に供される大会議室、国際社会科学研究科

法学系委員長室、教職員の懇談の場となる談話室が設けられ、同棟２階には専攻長室、

同棟 1 階には小会議室がそれぞれ設けられている。  
 教員研究室及び会議室等の位置関係については、【別添資料ＬⅡ】教員研究室等のと

おり。【解釈指針１０－１－１－２】  
（５）事務室等  
 国際経済法学研究棟３階の法学系委員長室に接して秘書室と管理室が設けられてお
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り、秘書室には非常勤職員 1 名、管理室には、留学生ほか他専攻の学生担当者を含め、

非常勤職員 6 名が日常的業務に従事し、同棟 2 階専攻長室にも、非常勤職員 1 名が配置

されている。  
 教務・厚生関係を司る法科大学院係は、国際社会科学研究棟 2 階にあり、学生自習室

に近接したところで学生からのさまざまな問い合わせに応じる窓口となっており、常勤

職員 2 名と非常勤職員 1 名が配置されている。人事・会計を司る社会科学系総務係は、

同棟 1 階にあり、事務長、係長をはじめ、非常勤を含めた 10 名の職員が配置されてい

る。【解釈指針１０－１－１－４】  
（６）学生との面談スペース  
  教員が学生と面談することのできる施設として、教員室、共同研究室のほか、リフ  

レッシュコーナーが設けられているものの、修学や学生生活に関する相談・助言をより

一層行うため、国経法棟 1 階の 102 教室を相談室として利用している。【解釈指針１

０－１－１－３】  
（７）将来に向けての対応  
 前述したように、現時点で本学法科大学院専用の講義棟建設の見通しは立っていない

が、平成 20 年度に予定された経済学部・経営学部講義棟 1 号館の改修工事の計画立案

に当たり、経済・経営両学部には、法律系としての意見書を提出し（【別添資料ＬⅢ】

要望書参照）、教室数、教室内の仕様等の改善を要望している。これにより、同講義棟

改修工事の完了後は、現状にも増して余裕をもった教室・演習室の運用、AV 機器使用環

境の改善、より一層教育効果を高める時間割編成など、施設面での大きな改善が期待さ

れる。  
 教員研究室、事務室等に当てられた施設は、現状においても必要にして十分と言える

が、学生、教職員、さらに相互の交流・憩いの場として、国際経済法学棟 1 階ロビー等

共用スペースの環境改善を促進している。  
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資料１０－１－１－１（１） 附属図書館概要 
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資料１０－１－１－１（２） 附属図書館概要 
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資料１０－１－１－１（３） 附属図書館概要 
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 １０－２ 設備及び機器の整備 

 

基準１０－２－１  

法科大学院の各施設には，教員による教育及び研究並びに学生の学習その

他の業務を効果的に実施するために必要で，かつ，技術の発展に対応した設

備及び機器が整備されていること。 

 
 （基準１０－２－１に係る状況） 

 図書、雑誌等、電子媒体を含めた文献情報については後述（基準１０－３－１に係る

状況）することとして、ここでは、教員の教育・研究活動および学生の日常的な学習活

動を支える設備・機器の整備状況について述べる。  
 まず、教員の個人研究室には、机、椅子、書架、電話・ファックス、ロッカー、PC、

プリンターなど教員にとって必要な備品が標準的に整備されている。新任の教員に対し

ては、本人の意向をも聴取しながら、PC、プリンターを含め、適宜備品の補充に努めて

いる。 

 共用スペースのうち、国経法資料室には、PC13 台、プリンター、教員専用の複写機１

台、教員学生共用の複写機１台、プリペイド・カード方式の学生用複写機１台、製本機

2 台、シュレーダー１台等々、必要十分な事務用機器が備え付けられている。また、国

際経済法学研究棟 3 階及び 1 階の大小会議室には、会議用の家具が常備され、談話室に

は、応接セットのほか、教職員の執務用文具類（プリンター用の再生紙、筆記用具、フ

ァイル、封筒、便箋その他）が過不足なく常備されている。 

 学生自習室には、総数 173 人分の机と椅子のほか書架も備え付けられ、国際社会科学

研究科棟 4 階には学生用複写機 2 台、経営学部講義棟 2 号館 4 階にも学生用複写機が用

意されている。また、国際社会科学研究科棟 3 階及び 4 階のリフレッシュ・コーナーに

は、まさにくつろぎの空間を醸し出す家具類が備わっている。 

 近年では、AV 機器を用いた授業も増加しており、これに対応可能な設備機器（プロジ

ェクター、DVD デッキ、OHP 等）が用意されている。前に触れた模擬裁判用の設備を毎

年度の授業に用いられている。 

 教員研究室、学生自習室、国経法資料室、附属図書館、そして事務室での情報の発信・

受信はすべて、学内 LAN により接続されており、学生自習室及び国経法資料室には、無

線 LAN も配備されている。また、国際社会科学研究科棟 3 階及び経営学部講義棟 2 号館

4 階の各電算室には、PC 環境として申し分のない機器が揃っており、学生は、これを 24

時間利用することができる。24 時間体制のフル稼働となれば、備付機器の不具合やトラ

ブルの発生可能性も増えるおそれがあるけれども、情報助手 1 名と補助者（RA）の働き

により、安定した利用環境が保障されている。 

 特筆すべきは、情報基盤センターから提供される「授業支援システム」である。この

システムは、シラバス、授業計画、各回の主題と学生への課題提起、課題となるレポー

トの提出とその受付といった一連のプロセスを媒介するシステムであり、各授業科目の

担当教員と受講学生を結ぶホットラインとも言える。操作性など改善の余地もあること

から、今のところ、教員間での普及率はそれほどに高くないが、授業の形式・規模次第

でメーリングリストと使い分けることにより、今後は、授業関係情報の主要な伝達手段

として位置づけられるであろう。 
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 １０－３ 図書館の整備 

 

基準１０－３－１ 

 法科大学院には，その規模に応じ，教員による教育及び研究並びに学生の

学習を支援し，かつ促進するために必要な規模及び内容の図書館が整備され

ていること。 

 
 （基準１０－３－１に係る状況）  
 言うまでもなく、高度の専門的な法律知識、幅広い教養、国際的な素養、豊かな人間

性及び職業倫理を備えた法曹を養成するための中核的な教育機関である法科大学院に

おいては、人的側面での教員の資質とその絶えざる向上とともに、物的な側面での図書

館の整備が絶対的な条件となる。以下では、この物的側面を支えるロー・ライブラリー、

国経法資料室を中心にして、同資料室が、教員の教育・研究活動、そして学生の学習を

どのように支援しているかを見てゆく。また、同資料室と附属中央図書館の協力関係に

ついても必要なかぎりで言及したい。 

（１）国経法資料室の利用について 

国経法資料室は、通常、平日の開室時間であれば、毎日午前 9 時から午後 9 時 45 分

まで利用することができ、週末土曜日にも午前 10 時から午後 4 時 30 分まで利用可能で

ある。同資料室には、3 名の非常勤職員が配置されており、少なくとも午後 5 時までは

2 名の体制で利用者に対応できるように勤務表が組まれている（午後 5 時以降は、RA に

よる対応）。【別添資料ＬⅣ】国際経済法学資料室利用内規は、同資料室利用内規、利用

案内をはじめとする基本文書である。【解釈指針１０－３－１－２】 

 これらの職員により、すべての利用者は、文献検索やその所在場所の案内、設備機器

の操作等日常的な補助・サポートを受けている。特に教員にとっては、講義案、演習用

資料等大部の教材を用意する必要がある場合に、そうした教材の印刷・製本サービスを

利用することができるので、たいへん助かっている。【解釈指針１０－３－１－３】【解

釈指針１０－３－１－７】 

 国経法資料室備付けの設備機器についてはすでに述べたが、平成 19 年度末、同資料

室をより快適な環境にするため、閲覧室のテーブル、受付カウンター、書架側板その他

の備品を更新した。些事にわたる改善事項ではあるが、学生の場合には、各自のコピー

カードの利用限度を超えた者でも、プリペイド・カードによる複写機を利用できるよう

になった点もひとつの朗報となっている。同資料室内で学生が電子情報をダウンロード

して印刷したい場合にも、枚数が多くならないかぎり無料で応じるなど窓口対応の日常

的な改善に努めている。【解釈指針１０－３－１－１】 

（２）図書・雑誌の所蔵状況 

 かねてより、法律系の図書・雑誌の所蔵場所が分散していたことが、利用者にとって

の悩みの種であったけれども、この問題は、法令・判例に関する基本資料の国経法資料

室への移管措置によって大半解消された。さらに、本学法科大学院設置前から、学内の

図書・雑誌の所蔵状況を系統的に調査し、新刊図書と併行して未所蔵図書・雑誌の収集

や新規購入、バック・ナンバーの補填を重点的に推し進めてきた。このような取り組み

により、現在では、国内の法律関係雑誌は、大方不自由なく紙媒体でも閲覧できるよう

になり、記念論文集ほか学生にとって入手のむつかしい高価な書籍に関しては、相当の

充実ぶりを示すようになっている。国経法資料室が作成した雑誌目録は、【資料１０－

３－１－１】横浜国立大学大学院国際社会科学研究科資料室利用案内である。平成 19

年度に購入した図書については、【別添資料ＬⅤ】平成 19 年度購入図書タイトルリスト
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を参照。【解釈指針１０－３－１－４】 

 そのうえ、紙媒体での雑誌資料の収集・補填がすぐには追いつかない間にも、電子化

されたものがあれば、可及的速やかに購入し、教員及び学生の便宜を図ってきた。現在

では、各種の CD-ROM に加え、インターネット上の文献検索・収集の方法を重視し、教

員であれば、研究室のみならず、自宅からのアクセスも可能であり、学生であれば、自

習室でも自宅でも利用可能な情報ソースを飛躍的に拡大させてきた。とりわけ、学生の

場合には、ネット上の学習システムの導入により、修了生を含む 2 年次以降の利用者は、

自己の修得した知識とその理解度を自己点検しながら、これとリンクした基本文献にま

でさかのぼって復習することができるようになり、一層効果的な自学習が期待されると

ころである。教員の場合で言えば、平成 19 年度より膨大な判例情報とこれに対応する

論文・評釈を有機的に関連づけた総合的な情報システムを採用し、授業を準備するうえ

での作業能率が格段に向上している。教員・学生の利用に供される電子媒体の文献情報

については、【資料１０－３―１－２】電子媒体文献情報を参照。なお、学生自習室と

国経法資料室との間がやや離れていることは、平成 17 年度予備評価においても指摘の

あった点であるが、学生自習室の端末から主要雑誌の電子媒体にも容易にアクセスする

ことができるようになり、この点でも大幅な改善が見られる。【解釈指針１０－３－１

－５】【解釈指針１０－３－１－６】 

 ここ数年の間にむしろ新たな問題として浮上してきたのは、国経法資料室の限りある

所蔵スペースの有効活用である。現に、平成 19 年度中にも複数の低書架を新たに備え

付け、所蔵スペースの確保に努めてきたが、図書・雑誌の国経法資料室への移管・集中

というこれまでの方針を貫くことのできない状況がすでに生まれている。 

 そこで、従来からの収書方針を成文化したうえ、新たな状況にも対応できるように、

国経法資料室において是非とも所蔵すべき図書・雑誌と必ずしもそうでないものを振り

分けつつ、さらに本学所蔵図書・雑誌の充実を図るための「基本方針」（【別添資料ＬⅥ】

基本方針参照）を作成した。今後は、この基本方針に基づき、図書・雑誌の選定に当た

っては所蔵場所に留意し（同方針第 2 項）、必要不可欠のものから優先的に国経法資料

室に配架することとし（第 4 項及び第 5 項）、電子媒体の文献情報のうち、確度・信頼

性が高く、かつ紙媒体との併用を必要としないものについては、漸次的に電子化への一

元化を進める予定である。 

（３）附属中央図書館との協力関係 

 毎年度の文献資料の選定に当たっては、一般学生用図書のほか、小額ながら、ビジネ

ス・スクールと同様、ロー・スクール用図書の費目が恒常的に設けられている。また、

研究図書収書計画においては、法学系の文献資料がしばしば採用され（平成 19 年度分

につき、【別添資料ＬⅦ】法学系文献資料参照）、社会科学系の所蔵コレクションの中で

も相対的に弱いと思われる法学系図書の収集が重点的課題とされていることが伺われ

る。 

 このほかにも、法学系の文献情報に関しては、中央図書館から国経法資料室に対して

意見が求められることも多く、反対に、学生からの要望を救い上げ、随時に国経法資料

室から中央図書館へ学生用図書をリクエストする場合にも、予算の許すかぎりで積極的

な対応を受けており、両者間の連絡・連携体制は密なるものがある。特に教員の研究を

支援する意味では、国経法資料室と国際社会科学研究科棟 3 階の資料室の関係について

も言及すべきところだが、同様に緊密な連絡体制にあることのみを指摘しておく。 
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資料１０－３－１－１（１） 横浜国立大学大学院国際社会科学研究科資料室利用案内 
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資料１０－３－１－１（２） 横浜国立大学大学院国際社会科学研究科資料室利用案内 
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資料１０－３－１－１（３） 横浜国立大学大学院国際社会科学研究科資料室利用案内 

 

資料１０－３－１－１（４） 横浜国立大学大学院国際社会科学研究科資料室利用案内 

 



横浜国立大学大学院国際社会科学研究科法曹実務専攻 第 10 章 

 188

資料１０－３―１－２（１）（電子媒体文献情報）  
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資料１０－３―１－２（２）（電子媒体文献情報）  



横浜国立大学大学院国際社会科学研究科法曹実務専攻 第 10 章 

 190

資料１０－３―１－２（３）（電子媒体文献情報）  
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資料１０－３―１－２（４）（電子媒体文献情報）  
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 ２ 優れた点及び改善を要する点等 

 
（１）優れた点  
 本学法科大学院の施設・設備面での優れた点を挙げるとすれば、第１に、学生自習室

において在学中の学生全員に個人用の机と椅子を提供しているところである。修了後の

自習室の継続的利用についても、科目等履修生など学生身分を有する者に限られるが、

必要な座席数を確保している。学生自習室では、年中 24 時間の利用が認められ、無線

LAN が配備されているため、自前の PC を用いた自学習の環境として不足はなく、隣接し

た電算室でも 24 時間の PC 利用が認められている。 

 第２に、教員研究室は、2 棟に分かれて割り当てられているが、みなし専任教員研究

室、客員教授室、非常勤講師室を含め、部屋数としては必要十分であり、全スタッフの

教育・研究活動の足場としての機能はもとより、学生との面談・交流の場としても十分

な機能を発揮している。教員研究室内の設備も、PC、プリンター等が標準的に備え付け

られており、国経法資料室の利用と相まって過不足のない環境が整っている。 

 第３に、財政的な制約にもかかわらず、電子媒体の文献情報を意欲的に導入してきた

経緯があり、図書館機能に関しては、今後ますます電子情報化への傾斜が強まるものと

予想されるが、そうした将来への対応も無理なく推し進めることのできる学内の連絡・

連携体制が整っている。 

 第４として、開講科目の中でも展開・先端科目の多様性が本学法科大学院の一大特色

をなすことから、国際法関係、知的財産法関係、税法関係等の法学系文献資料、さらに

経済・経営系に属する関連資料は、他大学に比して相当に充実していると言える。これ

に加え、専門職大学院等教育推進プログラム補助金事業の一環として、「展開・先端科目

を中心とした教材開発」プロジェクト（平成 19 年度及び 20 年度）が採択された結果、

教材開発のために必要な文献資料の一層の充実を図る機会が与えられている。 

 

（２）改善・検討または努力を続けるべき点等 

 反面、施設・設備面において改善を要する点と言えば、現状でも最低限度の教室及び

演習室を確保してはいるものの、絶対量が不足しており、時間割を編成したりする場面

で大きな足かせになっているところである。教室内の仕様に関しては、前述したように、

講義棟の大改修に向けて AV 機器の使用に適した環境整備を要望しているが、その要望が

どの程度実現されるかは定かではない。本学経済学部及び経営学部の施設に依存した状

態から一日も早く脱し、法科大学院固有の講義棟においてすべての授業を学生たちが受

講できるようにすることは、やはり最も大きな課題として残されている。 

 また、特に紙媒体での図書・雑誌等のコレクションの完備は、一朝一夕にして果たせ

るものではなく、今後も粘り強く追求すべき継続的課題として自覚するものである。 
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